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1 基本対策編のねらい 

本編は、稚内市内で発生する様々な災害に対応するための基本的な対策について定める。 

日頃からの事前準備（第一章～第三章）、災害発生直後の応急対策（第四章）、災害後の災害復旧・復興対

策(第五章)にそれぞれ記述する。 
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第一章 災害に強い組織づくり 

第一節 防災知識の普及 

 大規模災害時には、初期消火、避難、救出、応急救護、避難誘導など、人命に関わる応急対策が必

要となるが、防災関係機関だけでこれら全ての対応を行うことは困難である。そのため災害時の初期

行動の留意点、消火、救出救護活動の知識や技術、避難行動要支援者への支援協力など基本的な防災

知識や技術の普及を図り、市民や企業等の防災知識や防災行動力の向上を図る。 

1 市民に対する防災知識の普及 

(1) 普及の方法 

ア 防災に関する各種講習会、講演会等の開催 

イ 「稚内市総合防災訓練」の実施、「緊急告知防災ラジオ」貸与の徹底、テスト放送の継

続 

ウ 広報紙「広報わっかない」の活用 

エ 「防災ガイドマップ」等の活用 

オ 「稚内市防災情報メール」の登録の周知、登録者数の向上と活用 

カ コミュニティ放送「エフエムわっかない」の活用 

(2) 普及の内容 

ア 災害に関する一般的知識 

イ 防災の心得 

ウ 各種災害発生時の心得 

エ 要配慮者対策 

オ 防災情報の入手方法 

カ 稚内市地域防災計画の概要 

キ 地域における避難計画の作成 

2 学校教育における防災知識の普及 

(1) 毎年小中学校は、ホームルーム等を活用し、児童生徒に対し防災教育を行う。 

各学校は、災害発生時に迅速かつ適切な行動がとられるよう防災訓練を実施して、防災知

識の普及に努める。 

3 職員に対する防災教育、訓練 

(1) 市及び防災関係機関は、職務専念義務のある全ての職員に対し、災害時における防災活動

の実際に万全を期するため。防災教育の普及及び啓発の徹底を図る。 

また市においては、本計画書に記載の応急対策、復旧対策を災害時に確実に実行できるよ

う、各部署単位で対策の教育・啓発・訓練等を行う。 

(2) 教育の内容 

ア 稚内市地域防災計画の内容 

イ 災害についての一般的な知識 



基本対策編第一章 災害に強い組織づくり 

62 

ウ 非常参集の方法 

エ その他必要な事項 

(3) 訓練の内容 

ア 稚内市地域防災計画 各対策班の分掌確認 

イ 作業内容の確認 

ウ 連携する関係機関、協定先、連絡先の確認 

エ 各自の任務分担 

オ 業務継続計画による非常時優先業務 

4 普及の時期 

 防災教育、啓発コンテンツの配布を平素から行う。また、防災の日、防災週間及び防災とボラ

ンティアの日、津波防災の日、防災とボランティア週間等、効果的に普及できる時期を有効に利

用する。 
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第二節 自主防災組織、事業者の育成 

第一項 自主防災組織の育成 

  災害発生時には、有線電話の途絶又は輻輳により連絡が困難になるほか、道路、橋梁のき損に

よる交通阻害、火災等の二次災害の同時発生が懸念されるなど、防災関係機関が行う災害応急対策

を講じる際には防災力が分散される等、多くの制約を受けることが予想される。 

  特に高齢者、障害者等の要配慮者の安全確認、保護又は避難誘導等の避難対策は、緊急性を考

慮すると行政の活動にも限界があり、地域市民の積極的な協力、援助が不可欠となる。 

   市民自身が「自分たちの地域は自分たちが守る」という意識を持ち活動できる仕組みとして町内会等

の組織を生かした自主防災組織づくりを推進する。さらに災害時の機動的な応急活動実施を目指し、

自主防災組織を育成するものとする。 

1 組織の規模と編成 

市民で構成される自主防災組織は、災害時の応急活動、避難行動等を行う場合に相互連携及び

相互協力が組織的かつ円滑に行われやすい区域を設定する必要がある。そのため市民の日常生活

のつながりを考慮し、自主防災組織の規模は町内会区域とする。 

自主防災組織の活動を効果的に行うため、その組織の中での役割分担を明確にすることが必要

である。このため、基本的な組織編成として情報班、初期消火班、救出救護班、避難誘導班、給

食給水班等の編成が考えられる。 

なお、組織の編成にあたっては、機動的な組織づくりを進める必要がある。 

2 組織の活動 

(1) 平時の活動 

ア 市民の防災知識の普及及び研修会等の実施 

イ 地域及び家庭の安全点検 

ウ 高齢者等の状況把握、普段からの避難行動要支援者との交流 

エ 防災訓練の実施又は市等が実施する防災訓練の参加協力 

(2) 災害時の活動 

ア 市民の被害状況等の把握と被災者の応急対応 

イ 市等の防災関係機関への連絡及び要請行動 

ウ 出火防止及び初期消火 

エ 市民の避難誘導 

オ 避難場所での援護及び協力 

(3) 援護活動 

市内の避難行動要支援者など高齢者、障害者等の保護、安全確認については、市及び町内

会並びに自主防災組織の協力による活動を基本として実施する必要がある。 

3 推進方法 

市は、町内会に対し､地域の実情に応じた組織の育成を指導するものとする。 
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なお、自主防災組織の育成に当たっては、編成、活動内容等の基準等を定め指導するととも

に、活動の促進を図るため､市は組織及び防災用資機材等の整備を促進していくものとする｡ 

 

第二項 事業者の育成 

地域の防災力を強化するためには、市内に店舗、工場、事務所等を有する事業者及び市内に活

動拠点を置く団体（ＮＰＯ法人及びボランティア団体を含む。）の協力は不可欠である。市は、積

極的な地域防災活動への協力参画を求めていき、協力が得られる事業者を育成するよう努めてい

く。 

平常時は、防災意識啓発のための可能な範囲での協力を得る。 防災関連グッズの販売促進や、

市等が開催する防災講演会や訓練への参加、従業員への防災教育など以下のような項目である。 

ア 地域の防災訓練への参加呼びかけ 

イ 防災福祉コミュニティとの応援協定の締結促進 

ウ 事業者防災リーダーの育成における地域防災活動参画への啓発 

エ 企業向け防災情報の提供 

また、災害発生時には、初期消火、人命救出、技術者の派遣などの人的協力、食料品、医薬

品、衣類などの物的協力、空地や駐車場など避難地の提供、救援物資の保管など、可能な範囲で

の協力を啓発活動の中で求めていく。 
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第三節 マニュアル等の整備 

本計画は災害に講ずる対策を整理することで確実に災害対策を実施することを目指すものである

が、個々の対策について仔細を記述するものではない。事前予防、応急対策、復旧対策はそれぞれ

専門的な知識や意思決定が必要となる。これらの対策の実践性を高めるために、一つひとつの対策

全般を網羅するように、個別の行動マニュアルの整備を進めていく。 

マニュアルは、対策を担当する対策班担当課が作成する。責任者、実務者の活動内容が時間経過

を考慮して順を追って記述する。マニュアル作成後は図上訓練を通じて実践性を高める。また、連

絡先機関の確認も行い、相手方にも確認する。 

1 マニュアルの作成 

マニュアル作成にあたっては、業務遂行に支障がないよう多角的な視点をもって業務分析を行

い、使いやすいよう簡便にまとめるよう心掛ける。 

(1) 全庁的な災害対応の時間的流れの中での着手目標と完了目標時間の確認 

(2) 業務を遂行するために必要な事項（要員、資機材の確保方法、連絡先） 

(3) 業務の手順 

 

 （マニュアルの例） 

職員の初動体制 庁内の安全確保 災害対策本部の立ち上げ、運営 災害情報の収集と伝達 

被害情報の収集 応援要請と受入れ 市民への広報、報道 医療救護活動  

避難行動要支援者の安全確保 避難所の開設、運営 給水、し尿および廃棄物の収集処理  

遺体の処理、埋火葬 二次災害防止対策 食料、生活必需品等の確保・供給 災害記録 

 

2 マニュアルの保管 

作成したマニュアルは緊急時にすぐに使用できるよう、執務環境の中でも目立つ場所に保管す

るようにする。 
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第四節 防災訓練の実施 

稚内市は関係機関と連携して応急対策が実践できるようにするため、総合防災訓練を隔年実施す

るものとする。 

1 訓練実施機関 

訓練は、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長及びその執行機関、指定公共機関及び指定

地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者等、災害予防責任者が自主的に訓練

計画を作成し、それぞれ、又は他の災害予防責任者と共同して実施するものとする。 

2 防災訓練の実施 

 防災訓練は、図上訓練と実動訓練の 2種とし、関係機関との緊密な連携協議の上訓練計画を作

成し実施するものとする。 

(1) 図上訓練 

     各種災害に対処する応急対策訓練を図上において実施する。 

(2) 実動訓練 

     訓練の成果を最も効果的にするために、次の実施訓練を実施するものとする。 

訓練種別 訓 練 内 容 

水防訓練 
消防機関の動員、一般市民の動員、水防工法、水防資材及び

器材の輸送、広報・通報伝達等の訓練を実施する。 

消防訓練 
消防機関の出動、避難、立退き、救出救助、消火の指揮系統

の確立、広報・情報連絡等を織り込んだ訓練を実施する。 

避難訓練 

水防訓練及び消防訓練と合わせて、避難の指示・伝達方法、

避難の誘導、避難所の防疫、給水・給食などを織り込んだ訓練

を実施する。 

災害通信訓練 

気象警報の伝達、災害発生の状況報告、被害報告などを主通

信・副通信をそれぞれ組み合わせ、あらゆる想定のもとに訓練

を実施する。 

非常招集訓練 災害対策本部各班員及び消防機関の招集訓練を実施する。 

総合訓練 
防災関係機関と市民等が連携を図り、総合的な防災訓練を実

施する。 

その他防災に関する訓練 
その他災害に関する訓練を実施する。（他の関係機関で実施

する訓練に協力する。） 
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第二章 災害情報の収集、伝達  

気象、地象、水象等の予警報の伝達、災害に関する情報の収集及び災害応急対策に必要な指揮命令

の伝達を迅速かつ確実に実施するための計画は本章の定めるところによるものとする。 

 

第一節 気象予警報等の伝達計画 

気象、地象（地震及び火山現象を除く。）、高潮、波浪及び洪水に関する予警報等（以下この節

において「気象に関する予警報等」という。）の種類及び伝達計画は、次のとおりである。 

1 予報区及び担当官署 

北海道においては、全域を対象とする北海道地方予報区（札幌管区気象台担当）と 7つの府県

予報区に分かれており、当地域の予報区の名称と担当官署は次のとおりである。 

府県予報区 一次細分区域 
市町村等を 

まとめた地域 
二次細分区域 担当官署 

宗谷地方 宗谷地方 

宗谷北部 稚内市、猿払村、豊富町、幌延町 
稚内地方 

気象台 
宗谷南部 浜頓別町、中頓別町、枝幸町 

利尻・礼文 礼文町、利尻町、利尻富士町 

 

記録的短時間大雨情報において解析雨量を用いる場合は、稚内市においては、次のとおり区域

を分けて発表される。 

    区域名：稚内市北部、稚内市南部 

 

本地域における海上警報・海上予報の予報区と担当官署は次のとおりである。 

地方海上予報海域名 細分海域 担当官署 

日本海北部及びオホーツク海南部 宗 谷 海 峡  札幌管区気象台 
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気象官署は、気象予警報を発表する担当区域を異にしており、その業務内容も異なるが、本地

域における予警報等の種類は次のとおりである。 

担 当 官 署 予警報等の種類 回    数 

稚内地方気象台 

（府県予報区担当官署） 

府県天気予報 
毎日 3回(5、11、17

時) 

地域時系列予報 
毎日 3回(5、11、17

時) 

府県週間天気予報 毎日 2回(11、17 時） 

気象予報、注意

報、警報、特別警

報 

随時 

府県気象情報 随時 

府県海氷予報 毎日 1回（海氷期） 

府県海氷情報 随時 

竜巻注意情報 随時 

札幌管区気象台 

（地方海上予報区担当官

署） 

地方海上予報 毎日 2 回(7 ､19 時) 

地方海上警報 随時 

地方海氷情報 随時 

 

2 気象等に関する特別警報・警報・注意報及び火災気象通報 

気象等に関する注意報及び警報、特別警報、火災気象通報の発表、伝達等は、気象業務法（昭

和 27年法律第 165号）、水防法（昭和 24 年法律第 193 号）及び消防法（昭和 23 年法律第 186

号）の規定に基づき行われるもので、当地域における注意報及び警報の種類、発表基準、発表方

法、伝達方法等は次によるものとする。 

(1) 気象等に関する予警報及び気象情報の種類と発表基準 

 気象等に関する予警報等の種類については、次のとおりである。なお、発表基準について

は、資料編「資料 13」のとおりである。 

ア 気象注意報・警報及び特別警報 

a 気象注意報 

それぞれ、風雪、強風、大雨、大雪、濃霧、雷、乾燥、なだれ、着氷、着雪、霜、低

温、融雪による災害が発生するおそれがあると予想されたときに発表される。 

b 気象警報 

 それぞれ暴風、暴風雪、大雨、大雪による重大な災害が発生するおそれがあると予想さ

れたときに発表される。大雨警報には括弧を付して、大雨警報（土砂災害）、大雨警報

（浸水害）、大雨警報（土砂災害、浸水害）のように特に警戒すべき事項が明記される。 

c 気象に関する特別警報 
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台風や集中豪雨、数十年に一度の降雨量・降雪量が予想される場合や強度の台風と同程

度の温帯低気圧により異常な現象が予想される場合にそれぞれ大雨、暴風、大雪、暴風雪

の特別警報として発表される。 

イ 地面現象注意報及び警報 

大雨、大雪等による山崩れ、地滑り等によって災害が起きるおそれがあると予想される

場合に、その注意報事項を気象注意報に、また重大な災害が起きるおそれがあると予想さ

れる場合に、その警告事項を気象警報に含めて発表される。 

なお、地面現象の特別警報は、大雨特別警報を含めて「大雨特別警報（土砂災害）」と

して発表される。 

ウ 浸水注意報及び警報 

浸水によって災害が起きるおそれがあると予想される場合に、その注意報事項を気象注

意報に、また重大な災害が起きるおそれがあると予想される場合に、その警報事項を気象

警報に含めて発表される。 

エ 高潮注意報・警報及び特別警報 

 台風や低気圧等による海面の異常な上昇により災害が発生するおそれがあると予想され

る場合に、予想される災害の規模や可能性に応じて発表される。 

オ 波浪注意報・警報及び特別警報 

 高い波により災害が発生するおそれがあると予想される場合に、予想される災害の規模

や可能性に応じて発表される。 

カ 洪水注意報及び警報 

 河川上流での大雨や融雪によって下流で生じる増水や氾濫により災害が発生するおそれ

があると予想される場合に、予想される災害の規模や可能性に応じて発表される。 

キ 竜巻注意情報 

積乱雲の下で発生する竜巻、ダウンバースト等による激しい突風現象に対して注意を呼

びかける気象情報で、雷注意報が発表されている状況下において竜巻等の激しい突風の発

生する可能性が高まったときに都道府県単位（北海道は一次細分区域単位）で発表され

る。この情報の有効期間は、発表から約 1時間である。 

ク 地方気象情報・府県気象情報 

気象の予報等について、特別警報・警報・注意報に先立って注意を喚起する場合や、特

別警報・警報・注意報が発表された後の経過や予想、防災上の注意を解説する場合等に発

表される。 

ケ 土砂災害警戒情報 

  宗谷総合振興局と稚内地方気象台が共同で発表する情報で、大雨警報（土砂災害）発表

後に、大雨による土砂災害発生の危険度が高まった時、市町村長が避難指示等を発令する

際の判断や住民の自主避難の参考となるよう市町村ごとに発表される。土砂災害警戒情報
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に加え、大雨特別警報（土砂災害）が発表されているときは、避難指示等の対象地区の範

囲が十分であるかどうかなど、既に実施済みの措置の内容を再度確認し、その結果、必要

に応じて避難指示の対象地域の拡大等の更なる措置を検討する必要がある。 

コ 記録的短時間大雨情報 

大雨警報発表中に数年に一度しか発生しないような猛烈な短時間の大雨を観測(地上の雨

量計による観測)又は解析(気象レーダーと地上の雨量計を組み合わせた分析)したときに、

発表される。 

この情報が発表されたときは、土砂災害や低地の浸水、中小河川の増水・氾濫といった

災害発生につながるような猛烈な雨が降っている状況であり、実際に災害発生の危険度が

高まっている場所については、警報の「危険度分布」で確認する必要がある。 

(2) 伝達系統 

気象に関する情報は、電話、無線、ファクシミリその他最も有効な方法により通報し、又

は伝達するものとする。 

ア 気象台から発表された予警報及び情報は、通常の勤務時間内は企画総務部総務防災課が

受理するものとし、勤務時間外（夜間・休日）は、稚内消防署が受理する。 

イ 総務防災課長は、次に掲げる予警報等を受理した場合、速やかに企画総務部長に報告す

るとともに、関係課長に連絡するものとする。また、稚内消防署が受理した場合は、速や

かに総務防災課長及び関係課長に連絡するものとする。 

ウ 予警報の種類と関係課 

連絡を受けた関係課長は、内容に応じて適切な措置をとるとともに、関係機関、団体、

学校及び市民に対し、予警報発表に伴う必要な事項の周知徹底を図るものとする。 

予警報の種類 関      係      課 

なだれ注意報 農政課、土木課 

大雨警報、洪水警報 土木課、農政課、都市整備課、水道施設課、学校教育課 

大雪警報 土木課、学校教育課 

暴風雪警報 土木課、学校教育課 

高潮警報、波浪警報 港湾空港課 

低温注意報 
（冬期のみ）水道施設課 

（夏期のみ）農政課 

その他特に重要と認めら

れる各種注意報及び情報 

関連があると思われる各課（警備員が受理した場合は総

務防災課長の指示による）  

 

(3) 水防活動用気象注意報及び気象警報 

ア 種類 

水防活動の利用に適合する注意報及び警報は､次の表の左欄に掲げる種類ごとに同表の右

欄に掲げる注意報及び警報により代行される｡ 

水防活動の利用に適合する注意報及び警報 注意報及び警報 
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水防活動用気象注意報 大雨注意報 

水防活動用気象警報 大雨特別警報、大雨警報 

水防活動用高潮注意報 高潮注意報 

水防活動用高潮警報 高潮特別警報、高潮警報 

水防活動用洪水注意報 洪水注意報 

水防活動用洪水警報 洪水警報 

 

イ 伝達系統 

伝達については、別表「気象注意報、警報、情報伝達系統図」による。 

(4) 水防警報 

宗谷総合振興局（稚内建設管理部）は、気象予警報等により又は自ら水位・流量その他の

河川の状況の判断により、水防活動を行う必要があると認められるとき、ウエンナイ川の水

防警報を発表する。 

ア 指定河川（知事指定） 

 幹線ウエンナイ川 

イ 種 類 

 待機、準備、出動、指示、解除 

ウ 伝達系統 

 

 

 

 

(5) 火災に関するもの 

ア 種類及び伝達系統 

a 火災気象通報 

火災気象通報の発表及び終了の通報は､消防法（昭和23年法律第186号）第22条の規定に

基づき、気象官署から各総合振興局・振興局に通報されるもので､通報基準と発表官署は

次のとおりである。 

発表官署 通 報 基 準 

稚内地方気象台 

実効湿度 60％以下で最小湿度 30％以下の場合、もしくは平均風速が陸上

で 13m/s 以上を予想する場合とする｡なお、平均風速が陸上で 13m/s 以上

を予想する場合であっても、降水及び降雪の状況によっては火災通報を

行わない場合がある｡ 

 

b 林野火災気象通報 

林野火災気象通報は火災気象情報の一部として行い、火災気象通報の発表及び終了をも

って行う。 

  

宗谷総合振興局 

（稚内建設管理部） 

宗谷総合振興局 

（地域政策課） 

水防管理者 

（稚内市） 
水防団・消防機関 
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別表 気象注意報、警報、情報伝達系統図 

 

  

稚内地方気象台 

 

 

 
防災情報提供システム 

 

気象情報伝送処理システム 

北
海
道
警
察
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川
方
面
本
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稚内開発

建設部 
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内
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上
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安
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市長部局 地区連絡員 関係機関・団体 

（
口
頭
電
話
） 

（
広
報
車
等
） 

報道機関 

（警報・特別警報のみ） 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
東
日
本
（
五
反
田
セ
ン
タ
ー
） 

Ｎ
Ｔ
Ｔ
西
日
本
（
松
山
セ
ン
タ
ー
） 

気
象
業
務
支
援
セ
ン
タ
ー 

稚内消防署 

消防団本部 

各消防分団 

教育委員会 

各小中学校 

稚内市役所 

総務防災課又は警備室 

Ｎ
Ｈ
Ｋ
旭
川
放
送
局 

 

J－ALERT 

防災情報メール 

北海道 

開発局 

北海道 

札幌管区気象台 

 

気象庁 

 

宗谷総合

振興局 

防災情報

システム 
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別表 関係機関等の連絡先一覧 

 

機 関 名 所 在 地 
電話番号

(0162) 

稚内開発建設部 稚内市末広 5丁目 6番 1号 33-1000 

宗谷森林管理署 稚内市中央 1丁目 2番 7号 23-3617 

北海道運輸局旭川運輸支局 稚内市開運 2丁目 2番 1号 23-5047 

東京航空局稚内空港事務所 稚内市大字声問村字声問6744 27-2727 

稚内海上保安部 稚内市開運 2丁目 2番 1号 23-2633 

稚内地方気象台 稚内市開運 2丁目 2番 1号 23-2679 

日本郵便株式会社稚内郵便局 稚内市中央 2丁目15番12号 23-4271 

稚内労働基準監督署 稚内市末広 3丁目 3番 1号 23-3833 

宗谷総合振興局（地域創生部地域政策課） 稚内市末広 4丁目 2番27号 33-2526 

宗谷総合振興局（稚内建設管理部） 稚内市末広 4丁目 2番27号 33-2550 

宗谷教育局 稚内市末広 4丁目 2番27号 33-3924 

宗谷総合振興局（保健環境部保健行政室） 稚内市末広 4丁目 2番27号 33-2516 

稚内警察署 稚内市大黒 1丁目 6番48号 24-0110 

稚内地区消防事務組合消防本部 稚内市港 5丁目 1番37号 23-2177 

株式会社 NTT 東日本-北海道 北海道北支店 旭川市 10条通 10 丁目 0166-20-5410 

株式会社 NTT ドコモ 北海道支社旭川支店 旭川市 2条通 8丁目 0166-26-7544 

日本放送協会稚内報道室 稚内市港 1丁目 2番 3号 23-3403 

北海道旅客鉄道株式会社稚内駅 稚内市中央 3丁目 6番 1号 23-2583 

日本通運株式会社稚内支店 稚内市開運 2丁目 1番 7号 23-2651 

北海道電力ネットワーク株式会社稚内ネットワークセンター 稚内市港 3丁目 1番13号 23-4001 

一般社団法人宗谷医師会 稚内市中央 5丁目 4番17号 24-1510 

一般社団法人稚内歯科医師会 稚内市中央 4丁目 5番24号 24-5107 

一般社団法人旭川地区トラック協会稚内支部 稚内市朝日３丁目 2185-14 32-3360 

稚内農業協同組合 稚内市潮見 1丁目 5番25号 32-4443 

北宗谷農業協同組合沼川支所 稚内市大字声問村字沼川3757 74-2111 

稚内漁業協同組合 稚内市中央 4丁目18番 6号 23-3034 

宗谷漁業協同組合 稚内市大字宗谷村字宗谷 77 77-2331 

稚内機船漁業協同組合 稚内市中央 5丁目 7番13号 23-4180 

稚内商工会議所 稚内市中央 2丁目 4番11号 23-4400 

日本水難救済会稚内救難所 稚内市中央 4丁目18番 6号 23-3034 

日本水難救済会宗谷救難所 稚内市大字宗谷村字宗谷 77 77-2331 

株式会社エフエムわっかない 稚内市富岡 2丁目 1番 21号 32-0761 
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第二節 地震及び津波に関する情報の伝達計画 

1 地震及び津波に関する情報 

当地域における地震及び津波に関する情報並びに津波予報は、一定基準以上の地震が発生した

とき、気象庁本庁又は大阪管区気象台が発表するが、国外で発生した地震による津波予報は、気

象庁本庁から遠地地震に関する情報として発表される。 

(1) 地震に関する情報 

ア 震央区域名及び地域名称 

 
イ 震度観測点 

気象庁及びその他の機関が設置している震度観測点の稚内市（震央区域名）における所

在地は次のとおりである。 

地 区 名 称 観 測 点 所 在 地 

宗谷地方北部 稚内市 

稚内市開運 

稚内市恵北 

稚内市中央 

稚内市宗谷岬 

稚内市沼川 

稚内市開運 2 丁目 2 番 1 号(稚内地方気象

台) 

稚内市大字声問村字恵北 972-2 内 

稚内市中央 3丁目 429-2(稚内市役所) 

稚内市宗谷岬 147-1（大岬小学校） 

稚内市大字声問村字沼川（天北小中学校） 

ウ 震度階級 

資料編「資料 14～18」のとおりである。 
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エ 地震動警報及び予報の伝達計画 

気象庁は、地震動により重大な災害が起こるおそれのある場合は、強い揺れが予想され

る地域に対し、地震動警報及び予報を発表する。 

オ 地震動警報の種類及び実施基準等 

警報・予報の種類 発 表 名 称 内   容   等 

緊急地震速報(特別警報) 

緊急地震速報(警報) 

緊急地震速報（警

報） 

又は緊急地震速報 

震度 5 弱以上の揺れが予想された場合

に、震度 4以上が予想された地域に対し

緊急地震速報（警報）を発表する。 

（注） 緊急地震速報（警報）は、2 点以上の観測点で地震波が観測され、最大震度が 5 弱以上と予測された場合

に発表される。具体的な予測震度や猶予時間は発表されない。震度 6 弱以上が予想される場合には、特別警報

（地震動特別警報）に位置付けられる。 

 

a 緊急地震速報の伝達 

 

 

 

 

b 地震発生時にとるべき行動、緊急地震速報利用の心得など 

市民が緊急地震速報（警報）の利用の心得の内容について十分理解し、地震発生時に適

切な防災行動がとれるよう、稚内地方気象台と協力し、緊急地震速報の利用の心得などの

周知・広報に努める。 

c 地震情報の種類と内容 

地震情報の種類 発 表 基 準 内 容 

震度速報 震度 3 以上 
地震発生約 1 分半後に、震度 3 以上を観測した地域名

（全国を約 190 地域に区分）と地震の発生時刻を速報。 

震源に関する情

報 

震度 3 以上（大津波警報、津波警

報又は津波注意報を発表した場合

は発表しない） 

地震の発生場所(震源)やその規模（マグニチュード）を

発表。「津波の心配ない」または「若干の海面変動があ

るかもしれないが被害の心配はない」旨を付加。 

震源・震度に関

する情報 

・震度 3以上 

・大津波警報、津波警報又は津波

注意報発表時 

・若干の海面変動がある場合 

・緊急地震速報（警報）を発表し

た場合 

地震の発生場所(震源)やその規模（マグニチュード）、

震度 3 以上の地域名と市町村名を発表。震度 5 弱以上

と考えられる地域で、震度を入手していない地点があ

る場合は、その市町村名を発表。 

各地の震度に関

する情報 
震度 1 以上 

震度 1以上を観測した地点のほか、地震の発生場所(震

源)やその規模（マグニチュード）を発表。震度 5弱以

上と考えられる地域で、震度を入手していない地点が

ある場合は、その地点名を発表。 

その他の情報 
顕著な地震の震源要素を更新した

場合や地震が多発した場合など 

顕著な地震の震源要素更新のお知らせや地震が多発し

た場合の震度 1以上を観測した地震回数情報等を発表。 

推計震度分布図 震度 5 以上 
観測した各地の震度データをもとに、1km 四方ごとに推

計した震度（震度 4以上）を図情報として発表。 

遠地地震に関す

る情報 

国外で発生した地震についてマグ

ニチュード 7.0 以上又は都市部な

ど著しい被害が発生する可能性が

ある地域で規模の大きな地震を観

測した場合 

地震の発生時刻、発生場所（震源）やその規模（マグニ

チュード）を概ね 30 分以内に発表。 

日本や国外への津波の影響に関しても記述。 

  

気象庁 ＮＨＫ 

市民 

稚内市 消防庁 

J-ALERT 
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(2) 津波に関する情報 

ア 津波予報区  

 
イ 津波警報等の種類と発表される津波の高さ等 

気象庁は、津波による災害の発生が予想される場合には、地震が発生してから約３分を目

標に大津波警報、津波警報または津波注意報（以下これらを「津波警報等」という。）を発表

する。なお、大津波警報については、津波特別警報に位置づけられる。 

津波警報等とともに発表する予想される津波の高さは、通常は数値で発表する。ただし、

地震の規模（マグニチュード）が８を超えるような巨大地震は、地震の規模を数分内に精度

よく推定することが困難であることから、推定した地震の規模が過小に見積もられているお

それがある場合は、予想される津波の高さを定性的表現で発表する。この場合は、地震発生

からおよそ 15分程度で求められる地震規模（モーメントマグニチュード）をもとに、予想さ

れる津波の高さを数値で示した更新報を発表する。 

警報等の 

種類 
発表基準 とるべき避難行動等 

発表される 

津波の高さ 

高さ 表現 

大津波警報 

予想される津波の高さ

が高いところで 3ｍを超

える場合 

木造家屋が全壊・流失し、人は津波に

よる流れに巻き込まれる。 

沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに

高台や避難ビルなど安全な場所へ避難

する。 

10m 超 

巨大 

10m 

5m 

津波警報 

予想される津波の高さ

が高いところで 1ｍを超

え、3ｍ以下である場合 

標高の低いところでは津波が襲い、浸

水被害が発生する。人は津波による流

れに巻き込まれる。 

沿岸部や川沿いにいる人は、ただちに

高台や避難ビルなど安全な場所へ避難

する。 

3m 高い 
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津波注意報 

予想される津波の高さ

が高いところで、0.2ｍ

以上 1ｍ以下である場合

であって津波による災

害のおそれがある場合 

海の中では人は速い流れに巻き込ま

れ、また、養殖いかだが流失し小型船

舶が転覆する。 

海の中にいる人はただちに海から上が

って、海岸から離れる。 

1m 
(表記し

ない) 

ウ 津波予報 

 発表基準  内  容 

津波予報 

津波が予想されないとき。 

（地震情報に含めて発表） 
津波の心配なしの旨を発表。 

0.2m 未満の海面変動が予想さ

れたとき。（津波に関するそ

の他の情報に含めて発表） 

高いところでも 0.2m 未満の海面変動のため

被害の心配はなく、特段の防災対応の必要が

ない旨を発表。 

津波警報等解除後も海面変動

が継続するとき。 

（津波に関するその他の情報

に含めて発表） 

津波に伴う海面変動が観測されており、今後

も継続する可能性が高いため、海に入っての

作業や釣り、海水浴などに際しては十分な留

意が必要である旨を発表。 

 

エ 津波情報の種類と発表内容 

 情報の種類 発表 内容 

津波情報 

津波到達予想時刻・予想され

る津波の高さに関する情報 

各津波予報区の津波の到達予想時刻や予想

される津波の高さを 5段階の数値（m 単

位）または２つの定性的表現で発表。 

各地の満潮時刻・津波到達予

想時刻に関する情報 

主な地点の満潮時刻・津波の到達予想時刻

を発表。 

津波観測に関する情報 沿岸で観測した津波の時刻や高さを発表。 

沖合の津波観測に関する情報 

沖合で観測した津波の時刻や高さ及び沖合

の観測値から推定される沿岸での津波の到

達時刻や高さを津波予報区単位で発表。 

津波に関するその他の情報 津波に関するその他必要な事項を発表。 

 

2 情報の伝達 

地震及び津波に関する情報は、電話、メール、ファクシミリ、その他最も有効な方法により伝

達するものとする。 

(1) 伝達された情報は､通常の勤務時間内は総務部総務防災課が受理するものとし、勤務時間

外（夜間・休日）は稚内消防署が受理し総務防災課へ伝達する。 

(2) 総務防災課長は､津波警報等について、通知を受けたとき又は自ら知ったときは、住民等へ周知

する。特に、特別警報に位置づけられる大津波警報について通知を受けたとき又は自ら知ったとき

は、直ちに住民等へ周知する。  
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別表 津波予報、地震及び津波に関する情報伝達系統図 
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第三節 災害通信手段の確保 

市民等への伝達方法は主に以下の手段を活用する。市民や企業、地域団体等は、災害が発生した

際や災害発生の危険が高まったことを感じた場合、以下の情報に注目し、確実に情報を得るよう努

めることとする。 

1 災害情報等の広報内容 

市や防災関係機関は、災害発生時に迅速かつ正確で分かりやすい情報の伝達に努めることとす

る。市民等に伝達される主な情報の内容は以下のとおり。 

時 期 内 容 

災害発生前 

①気象等に関する警報等 

（大雨・洪水に関する警報・注意報、竜巻注意情報、特別警報等） 

②事前避難情報 

③土砂災害警戒情報 

災害発生直後 

①災害の発生状況 

②洪水等に関する情報 

③災害対策本部の設置 

④安否情報 

⑤被害状況の概要 

⑥避難所等の情報 

⑦救援活動の状況 

⑧二次災害防止に関する情報 

⑨災害応急対策の実施状況 

⑩医療機関の活動状況 

⑪水・食料等の物資供給状況 

⑫ボランティア受入れ情報 

⑬その他（被災地からの情報発信及び災害時の連絡方法として、公衆電話の

活用、災害用伝言ダイヤル「171」や通信事業者各社が提供する災害用伝

言板の利用について周知を図る。） 

生活再開時 

①ライフラインの被害状況と復旧見込み 

②生活必需品の供給状況 

③道路・交通情報 

④医療情報 

⑤教育関連情報 

⑥災害ごみの処理方法 

⑦相談窓口の開設状況 

⑧その他（被災地からの情報発信を含む） 

復興期 

①り災証明・義援金関連情報 

②住宅関連情報 

③各種貸付・融資制度情報 

④各種減免措置等の状況 

⑤復興関連情報 

⑥その他（被災地からの情報発信を含む） 
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(1) テレビ・ラジオの活用 

市は、災害発生直後に迅速かつ広範囲に情報を伝えることができる媒体であるテレビ・ラ

ジオ局と連携するとともに緊急告知防災ラジオを活用し、市民への広報を行う。 

(2) 広報車による広報 

市では、災害の状況に応じて、必要な場合は広報車を出動させ広報を実施する。なお、特

に必要と認められる地域に対しては、市職員を派遣するなどして広報を行う。（資料編「資

料 21」） 

(3) 広報紙等による広報 

広報紙による情報提供は、詳しい情報を提供することができるだけでなく、読み返すこと

ができるため、より的確な広報を行うことができる。そのため市では、複雑な情報を分かり

やすく市民に伝えるため、速やかに文字情報としての広報紙を作成、配布する。 

平常どおりの町内会等を通じた配布が不可能であると予測される状況のときは、避難所や

市役所等被災者が多く集まる場所へ配布するとともに、街頭での貼り出しを行い、発行部数

の増加の程度に応じて、段階的に配布場所の拡大を図る。 

(4) 通信メディアによる広報 

市では、市ホームページや防災情報メール、災害対応型自動販売機によるメッセージボー

ド等のインターネットを利用した様々なサービスによる情報伝達を可能な限り実施し、市民

への広報を充実させるとともに、国内外へ情報発信を行う。 
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第四節 その他の災害情報の伝達 

災害時における災害情報及び被害報告等の通信連絡の方法については、本節に定めるところによ

る。 

1 通信方法 

災害時における通信方法は、電話によることを原則とするが、災害による通信途絶時には、各

機関の無線施設、機関相互の通信協力、人的伝達等の通信手段を複数駆使して通信の確保に努め

るものとする。 

市所有の防災行政無線については、資料編「資料 22」のとおり。 

2 専用通信施設等の利用 

種類 内容 備考 

ＮＴＴ回線数 28 回線(内 23 回線は IP 電話)  

災害時優先電話 

 

市役所における災害時優先電

話の指定回線（2回線）   

22－2020 23－6183   

一般電話回線の輻輳に伴う発信規制がな

されても、発信規制がされず、優先的に

回線が確保 

北海道総合行政 

情報ネットワーク 

地上系（光）回線及び衛星系回

線の 2ルート 
 

端末機器 総務防災課に設置 

本庁舎内線電話機より発受信  

稚内市行政無線 

防災行政無線 

移動系 1 チャンネル 

周波数 466.225MHz 

基地局 1 局 百年記念塔 

通信所 1 局 総務防災課 

移動局 9 局（車載型 7局、半固定型 2

局）） 

一般行政無線 1チャンネル 

周波数 149.34MHz  

建設産業部 16 局 

（基地局 1局、車載局 8 局、移動局 7

局） 

消防無線 

統制波 周波数 

１上 265.90625MHz 

 下 274.90625MHz 

２上 265.23125MHz 

 下 274.23125MHz 

３上 265.53125MHz 

 下 274.53125MHz 

 

活動波 周波数 

１上 265.2875MHz 

 下 274.2875MHz 

２上 265.4375MHz 

 下 274.4375MHz 

主運用波 周波数 

上 265.60625MHz 

下 274.60625MHz 

基地局  1 局 

卓上固定移動局 1 局 

移動局（車載型 16 局、携帯型 20 局） 

上記による通信が不可能になった場合  

災害により有線通信が途絶した場合、又は自己の無線通信ができなくなった場合は、基本

法第 79 条に基づき最寄りの無線局に非常通信等の発信を依頼する。   

・各関係機関の通信設備の利用 

・稚内市無線赤十字奉仕団(JR8YGX)へ協力を要請し､通信を確保する｡ 

（委員長宅 コールサイン JA8FCB） 

・徒歩及び車両等の利用  
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第五節 災害情報等の収集、報告 

 市は、災害予防対策及び災害応急対策の実施のため、必要な災害に関する情報、被害状況報告等

の収集及び通報等を円滑に行うこととする。 

1 異常現象発見時における措置 

(1) 発見者の通報義務 

災害が発生した場合又は発生するおそれのある異常現象を発見した者は、速やかに市役所

（総務防災課）、警察官、海上保安官、消防機関又は地区連絡員（消防分団長）のうち、最

も近いところに通報するものとする。 

(2) 警察官等の市への通報 

異常現象を発見した場合、又は発見者から通報を受けた警察官、海上保安官、消防機関及

び地区連絡員は、その内容を確認し、直ちに市役所（総務防災課）に通報するものとする。 

(3) 市から各機関への通報及び市民への周知 

市長は、災害発生又は異常現象発見の通報を受けたときは、災害の規模、内容等により必

要に応じて、稚内地方気象台及び各関係機関に通報するとともに市民に周知するものとす

る。 

(4) 通報の取り扱い 

発見者からの通報及び災害情報、被害状況等は、企画総務部長へ報告し、その指示により

事務処理に当たるものとする。 

休日、夜間にあたっては、警備員が受理し、総務防災課長へ通報し、総務防災課長は企画

総務部長へ報告し、その指示を受けるものとする。 

 

災 害 情 報 連 絡 系 統 図 
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2 地区連絡員 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合の情報収集及び伝達を行うため、各地区別に連

絡員を置く。地区連絡員は、地域市民に対し災害情報等の連絡を行うとともに、地域における災

害情報の早期把握に努め、災害が発生したときは直ちに市役所又はその他の関係機関に通報する

ものとする。 

地区連絡員は、稚内消防団の各分団長とし、その代理者は副分団長とする。地区連絡員の管轄

地域は、当該分団の管轄範囲とする。 

地区連絡員 

地   区 地区連絡員 地   区 地区連絡員 

市街地中央部 稚内消防団第 1 分団長 富士見地区 稚内消防団第 8 分団長 

市街地北部 稚内消防団第 2 分団長 曲渕地区 稚内消防団第 9 分団長 

市街地南部 稚内消防団第 3 分団長 宗谷地区 稚内消防団第10分団長 

声問地区 稚内消防団第 4 分団長 富磯地区 稚内消防団第11分団長 

沼川地区 稚内消防団第 5 分団長 宗谷岬地区 稚内消防団第12分団長 

抜海地区 稚内消防団第 6 分団長 恵北地区 稚内消防団第13分団長 

勇知地区 稚内消防団第 7 分団長 東浦地区 稚内消防団第14分団長 
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3 災害情報等の収集及び報告 

(1) 情報の収集 

災害が発生し、又は発生のおそれのあるときは、速やかに災害情報を収集し、所要の応急

対策を講ずるものとする。被害状況の把握及び応急対策の実施状況等の調査収集は、各部が

所管事項について責任をもって行い、集計等は企画総務部で取りまとめ、常に災害情報等を

把握しておく。また、災害情報等の調査収集に当たって必要なときは、関係地区の連絡員を

通じて迅速に調査収集するものとする。 

部 班名 課名 所 管 事 項 

総務対策部 

政策調整対

策部 

庶務班 
総務防災課 エネルギー政策課 

サハリン課 

部内の被害状況及び応急対策状況の取

りまとめ 

職員班 人材育成課 職員の被災者調査 

調査班 税務課 被災地域における被害の実態調査報告 

管財班 財務課 市有財産の被害調査 

市民生活対

策部 

庶務班 総合窓口課 部内の被害状況及び応急対策状況 

救護班 社会福祉課 長寿あんしん課 社会福祉施設の被害調査 

保健予防班 健康づくり課 病院施設の被害調査 

環境対策班 生活衛生課 衛生関係施設の被害調査 

建設対策部 

経済対策部 

庶務班 都市整備課 水道料金課 
部内の被害状況及び応急対策状況の取

りまとめ 

土木班 土木課 土木施設の被害調査 

港湾班 港湾空港課 港湾関係被害の調査 

都市整備班 都市整備課 
市営住宅の被害調査 

都市計画関係施設の被害調査 

農政班 農政課 農業関係被害及び被災農家の実態調査 

水産商工班 水産商工課 
水産関係被害及び被災漁家の実態調査  

災害時における商工業者等の被害調査 

観光班 観光交流課 観光関係施設等の被害調査 

給水班 水道施設課 上水道施設の被害状況調査 

下水道班 水道施設課 下水道施設の被害状況調査 

教育対策部 

庶務班 教育総務課 
部内の被害状況及び応急対策状況の取

りまとめ 

学校施設対策班 教育総務課 学校教育課 こども課 学校教育施設の被害調査 

社会教育施設対策班 社会教育課 学校給食課 社会教育・社会体育施設の被害調査 

支所等  
沼川支所 宗谷支所 科学振興課  

図書館 
地域における被災情報の収集 

医療対策部 庶務班 庶務課 医事課 業務課 病院施設の被害調査 

消防対策部 庶務班 総務予防課 
部内の被害状況及び応急対策状況の取

りまとめ 

協力団体  
社会福祉協議会 自主防災組織 

日赤各奉仕団 民生児童委員連絡協議会 
被災市民の情報収集 
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(2) 情報の報告 

災害情報、被害状況等の報告は、次に定める「災害情報等報告取扱要領」に基づき、その

状況を知事（宗谷総合振興局長（以下「振興局長」という。））に報告するものとする。ま

た、特に関係のある公共機関、団体等に対しても連絡するものとする。 

 

・宗谷総合振興局（地域創生部地域政策課） 

         電 話（ＮＴＴ回線）：0162-33-2526 

         ＦＡＸ（ＮＴＴ回線）：0162-33-2644 

                  北海道総合行政情報ネットワーク 

                         電 話：64-6-510-2191 

                ＦＡＸ：64-6-510-4893 

・道（総務部危機対策局危機対策課） 

 〔昼間〕    電 話（ＮＴＴ回線）：011-204-5008 

         ＦＡＸ（ＮＴＴ回線）：011-231-4314 

         北海道総合行政情報ネットワーク 

                電 話：64-6-210-22-569 

                ＦＡＸ：64-6-210-22-599 

 〔夜間、休日〕 電 話（ＮＴＴ回線）：011-231-4111 内線 22-586 

         ＦＡＸ（ＮＴＴ回線）：011-231-4314 

         北海道総合行政情報ネットワーク 

                電 話：64-6-210-22-586 

                ＦＡＸ：64-6-210-22-599 

 

4 災害情報等報告取扱要領 

    災害が発生し、又は発生するおそれがある場合、次に定めるところにより災害情報及び被害状

況報告（以下「災害情報等」という。）を宗谷総合振興局長（以下「振興局長」という。）に報

告するものとする。 

(1) 報告の対象 

 災害情報等の報告の対象は、次に掲げるものとする。 

ア 人的被害、住家被害が発生したもの 

イ 救助法の適用基準に該当する程度のもの 

ウ 災害に対し、国及び道の財政援助等を要するもの 

エ 災害が当初軽微であっても、今後拡大し発展するおそれがある場合、又は、広域的な災

害で稚内市域が軽微であっても、振興局地域全体から判断して報告を要すると認められる

もの 

オ 地震が発生し、震度 4以上を記録したもの 

カ 災害の状況及びそれが及ぼす社会影響等からみて、報告の必要があると認められるもの 

キ その他特に指示があった災害 

(2) 報告の種類及び内容 

ア 災害情報 
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 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、別表の様式により速やかに把握する

こと。この場合、災害の経過に応じ把握した事項を逐次報告すること。 

イ 被害状況報告 

被害状況報告は、次の区分により行うものとする。ただし、指定行政機関及び指定公共

機関の維持管理する施設等（住家を除く。）については、除くものとする。 

a 速報 

被害発生後、直ちに、資料編｢資料 46 様式 2｣により件数のみ報告すること。 

b 中間報告 

被害状況が判明次第、資料編｢資料 46 様式 1、様式 2｣により報告すること。なお、報告

内容に変更を生じたときは、その都度報告すること。ただし、報告の時期等について特に

指示があった場合は、その指示によること。 

c 最終報告 

       応急措置が完了した後、15日以内に資料編｢資料 46 様式 2｣により報告すること。 

ウ その他の報告 

      災害の報告は、法令等の定めに従い、それぞれ所要報告を行うものとする。 

5 報告の方法 

(1) 災害情報及び被害状況報告（速報及び中間報告）は、電話又は北海道総合行政情報ネット

ワーク等により迅速に行うものとする。 

(2) 被害状況報告のうち最終報告は、文書により報告するものとする。 

6 被害状況判定基準 

人的被害、住家被害、非住家被害、農業被害、土木被害、水産被害などの被害の状況判定基準

は、資料編「資料 19」のとおりとする。 
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第六節 災害情報の広報計画 

災害時における報道機関及び市民に対する災害情報の提供及び広報活動は、本計画の定めるとこ

ろによる。 

1 災害情報等の収集方法 

災害情報の収集については「基本対策編 第二章 災害情報の収集、伝達」によるほか、次の

方法による。 

(1) 政策調整対策部秘書広報班派遣による災害現場の取材及び記録写真の収集 

(2) 一般市民及び報道機関その他関係機関取材による資料の収集 

(3) その他災害の状況に応じ職員の派遣による資料の収集 

2 災害情報等の発表方法 

(1) 発表責任者 

災害情報等の発表及び広報は、本部長（市長）の承認を得て政策調整対策部長がこれに当

たる。 

(2) 市民に対する広報の方法及び内容 

ア 市民及び被災者に対する広報活動は災害時の状況を見極めながら、次の方法により行う

ものとする。 

a 広報車及び消防車両による広報 

b 「災害発生時等における緊急放送に関する協定書」に基づくＦＭラジオによる広報 

c 新聞、ラジオ、テレビ等の利用 

d 広報紙、チラシの利用 

e 地区連絡員による伝達 

f 稚内市防災情報メール配信サービスによる伝達 

イ 広報事項は次のとおりとする。 

a 災害に関する情報及び市民に対する注意事項 

b 災害応急対策とその状況 

c 災害復旧対策とその状況 

d 被災地を中心とした交通に関する状況 

e その他必要と認められる事項 

(3) 報道機関に対する情報発表の方法 

収集した被害状況、災害情報等は、状況に応じ報道機関に対し、次の事項を発表するもの

とする。 

ア 災害の種別、名称及び発生日時 

イ 災害発生の場所 

ウ 被害状況 

エ 市における応急対策の状況
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オ 市民に対する避難指示等の状況 

カ 救助法適用の有無 

キ 災害対策本部の設置及び廃止に関すること 

ク 市民及び被災者に対する協力及び注意事項 

(4) 本部職員に対する周知 

総務対策部は、災害状況の推移を本部職員に周知し、各部に対して措置すべき事項及び伝

達方法を連絡する。 

(5) 各関係機関に対する周知 

総務対策部は、必要に応じて防災関係機関、公共的団体及び重要な施設の管理者等に対し

て災害情報を提供するものとする。 
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第三章 被害を少なくするための予防対策 

第一節 災害危険区域及び整備計画 

災害対策を計画的に推進するため、危険区域を設定し、必要な施設の整備及び訓練等の計画につ

いて定めるものとする。 

災害が予想される危険区域の実情を調査し、容易に応急対策が講じられるようにするとともに、

その地域に対する施設の整備計画を明らかにする。 

 

整備計画名 資料編 

水防区域及び整備計画 資料 35 

地すべり、崖崩れ等警戒区域及び整備計画 資料 36 

土石流危険渓流箇所 資料 37 

土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域 資料 38 

高波、高潮、津波等危険区域及び整備計画 資料 39 

山地災害危険地区 資料 50 
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第二節 土砂災害対策計画 

地すべり、急傾斜地崩壊（崖崩れ）、土石流等の土砂災害から、市民の生命、身体及び財産を保

護し、被害を最小限にとどめるための予防対策計画は、次のとおりである。 

 

第一項 現況 

1 本市は、その地理的特性から、丘陵地と海岸に挟まれた僅かな土地を利用して町並みが形成さ

れており、特に市街地においては、崖崩れ等の土砂災害の危険性を持つ区域が多数存在してい

る。 

本市における危険区域は次のとおりである。 

区分 種別 把握箇所 

土砂災害 

危険箇所 

地すべり危険箇所 

急傾斜地崩壊危険箇所 

土石流危険渓流 

9 

111 

53 

山地災害

危険地 区 

山腹崩壊危険地区 

崩壊土砂流出危険地区 

地すべり危険地区 

125 

26 

12 

 

2 土砂災害警戒区域における土砂災害防止対策の推進に関する法律(平成 12 年 5月 8日法律第 57

号)に基づく土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域の指定箇所数は、次のとおりである。 

自然現象の種類       土砂災害警戒区域 土砂災害特別警戒区域 

急傾斜地の崩壊 

土石流 

地すべり 

90 

48 

3 

79 

13 

0 

指定箇所数 計 141 92 

 

第二項 予防対策 

1 地すべり災害、急傾斜地崩壊（崖崩れ）予防対策 

土地の高度利用と開発に伴って、地すべり災害及び急傾斜地崩壊（崖崩れ）災害が発生する傾

向にあり、ひとたびこれらの災害が発生すると多くの住家、公共施設等に被害が発生し、また、

山地の崩壊による土石流災害の発生にもつながるため国、道及び市は、次のとおり予防対策を実

施するものとする。 

(1) 市 

ア 急傾斜地崩壊危険区域の指定箇所について、当該区域の崖崩れ災害を防止するために必

要な警戒避難体制に関する事項を定めるものとする。 

イ 市の所轄する区域の保全及び安全を確保するため、必要に応じ防止柵の施設等を行うと

ともに、付近市民に対しては危険箇所及び急傾斜地等の異常（亀裂、湧水、噴水、濁り

水）等の早期発見と通報協力について周知する。 

(2) 北海道 
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急傾斜地崩壊防止工事の実施を推進するとともに、定期的に施設点検を実施し、必要に応

じ適切な処置を講ずるものとする。 

急傾斜地崩壊危険区域を指定したときは、当該区域内にこれを表示する標識を設置するも

のとする。 

(3) 国（農林水産大臣）又は道 

森林法に基づき森林の造成若しくは維持に必要な事業を行い、山腹の崩壊等を防止すると

ともに施設点検を実施し、必要に応じ適切な処理を講ずるものとする。 

2 土石流災害対策 

(1) 市 

土石流危険渓流の周知に努めるものとする｡ 

(2) 道 

ア 治山工事及び砂防工事の推進をはじめ、砂防法に基づく砂防指定や森林法に基づく保安

林指定の促進を図るとともに、土石流の発生を助長するような行為を制限するなど、土石

流対策を推進するものとする。また、治山、砂防施設について、定期的に施設点検を実施

し、必要に応じて適切な処置を講ずるものとする。 

イ 市に対し危険渓流に関する資料を提供し、市民への危険渓流に関する資料の提供等につ

いて指導する。 

ウ 砂防及び治山事業を実施する場合は、請負業者に対し、工事中の安全確保のための土石

流に対する警戒避難体制について指導する｡ 

(3) 稚内開発建設部、宗谷森林管理署 

ア 土石流危険渓流に係る直轄の砂防及び治山施設について、定期的に施設点検を実施し、

必要に応じて適切な処置を講ずるものとする。 

イ 砂防、治山事業を実施する場合は、請負業者に対し、工事中の安全確保のため土石流に

対する警戒避難体制について指導するものとする｡ 

3 土砂災害警戒区域及び土砂災害特別警戒区域における災害対策 

(1) 市 

ア 指定された土砂災害警戒区域ごとに情報収集及び予警報の発令・伝達、避難、救助、そ

の他当該区域の土砂災害を防止するために必要な警戒避難体制等について定め、市民の安

全を確保するものとする。 

イ 土砂災害警戒区域内にある主として高齢者等の要配慮者が利用する施設については、当

該施設の利用者の円滑な警戒避難が行われるよう土砂災害に関する情報等の伝達方法を定

めるものとする。 

ウ 土砂災害に関する情報の伝達方法、避難地に関する事項その他土砂災害警戒区域におけ

る円滑な警戒避難を確保する上で必要な事項を市民に周知させるため、これらの事項を記

載した印刷物の配布その他の必要な措置を講じるものとする。 
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(2) 道 

ア 土砂災害のおそれのある土地に関する地形、地質、降水等の状況及びその土地の利用の

状況等に関する調査を行い、これを基に被害の生じるおそれのある区域の指定及び発生原

因となる自然現象の種類を公示し、市民に周知するものとする。 

イ 市に対して、土砂災害警戒区域等の公示事項等を記載した図書を送付し、市地域防災計

画に警戒区域ごとに、土砂災害を防止するために必要な計画避難体制に関する事項を定め

るように指導するものとする。 

ウ 土砂災害特別警戒区域における開発行為の制限や建築物の安全性の向上、又は建築物に

対する移転等の指示を行うものとする。 

エ 土砂災害特別警戒区域内の住宅移転及び建築の制限などの指導を行うものとする。 

 

第三項 警戒体制 

 市長（建設対策部土木班、経済対策部農政班）は、大雨警報（土砂災害）及び土砂災害警戒情報

等が発表され、土砂災害が発生するおそれがある場合は、当該危険区域の巡視を行い警戒にあたる

ものとする｡ 

1 警戒巡視にあたって注意する事項は､概ね次のとおりとする。 

(1) 表層の状況 

(2) 地表水の状況 

(3) 湧水の状況 

(4) 亀裂の状況 

(5) 樹木等の傾倒状況 

 

第四項 避難及び救助 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合においては、「基本対策編 第四章 第二節 第

一項 避難救出計画」の定めにより、当該地域市民に警告し、避難のため立退きを指示するととも

に関係機関に通知し、避難誘導等の協力を得るものとする｡ 
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第三節 水防計画 

洪水その他による水災を警戒し、防御し、及びこれによる被害を軽減するための組織及び活動の

大綱は、本計画の定めるところによる。 

 

第一項 水防の責務 

水防法（昭和 24 年法律第 193 号）に定める水防に関係する機関及び一般市民等の水防上の責務の

大綱は、次のとおりとする。 

1 稚内市（水防管理団体）の責務 

市は、水防法第 3 条の規定に基づき、水防管理団体として市の区域内における水防を十分果た

す責任を有する。 

2 北海道（宗谷総合振興局地域創生部・稚内建設管理部 ）  

(1) 道は、水防管理団体が行う水防が十分に効果を発揮するよう指導に努めるものとする。 

(2) 知事（振興局長）は、気象庁長官（稚内地方気象台長）が気象の状況により洪水又は高潮

のおそれがあると認め発表する通知を受けた場合は、直ちに水防管理者等にその内容を通知

するものとする。 

3 居住者等の義務 

市の区域内に居住する者又は水防の現場にある者は、水防管理者（市長）、消防機関の長（消

防長）から水防に従事することを求められたときは、これに従うものとする。 

 

第二項 水防組織 

水防事務の総括は企画総務部総務防災課で行うものとする。 

 

第三項 水害危険区域 

市の区域内の河川、低地帯等で、水防上特に重要な警戒防御区域は、資料編「資料 35」のとおり

である。 

 

第四項 雨量・水位観測所 

1 市の区域内に設置された雨量・水位観測所は次のとおりであるが、迅速かつ的確な水防活動を

行うため、相当の雨量があると認めたときは稚内開発建設部、宗谷総合振興局（稚内建設管理

部）と連絡を取り、その状況を把握しておくものとする。 

観測所名 所管区分 種 別 河川名 位 置 
水防団待機 

水 位 ( m ) 

氾 濫 注 意 

水 位 ( m ) 

避難判断 

水位 ( m ) 

氾 濫 危 険 

水 位 ( m ) 

四線橋 

声問橋 

声問川 

小松橋 

ウエンナイ川 

北海道 

北海道 

北海道 

北海道 

北海道 

水位 

水位 

水位 

雨量・水

位 

増幌川 

声問川 

声問川 

声問川 

ウエンナイ川 

増幌 

声問 3 

声問 

沼川 

潮見 4 

3.50 

0.90 

0.89 

10.39 

1.85 

4.50 

1.20 

1.19 

10.89 

2.01 

－ 

－ 

－ 

－ 

2.12 

6.97 

－ 

－ 

－ 

3.15 
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雨量・水

位 

2 雨量・水位の情報は、次に掲げるホームページからリアルタイムで入手するものとする。 

    【川の防災情報】（国土交通省提供） 

     パソコン：http://www.river.go.jp/ 

     携帯電話：http://i.river.go.jp/ 

3 水防区域を防御するための地域分担 

水防区域を防御するため消防機関の地域分担を次のとおり定める。ただし、消防団長が必要と

認めて指示したときは、分担区域以外の地域であっても出動するものとする。 

水防地区名 河 川 名 消 防 機 関 

声問、恵北、樺岡 声 問 川  稚内消防署及び第 4分団 

増幌 イチャンナイ川 稚内消防署及び第13分団 

萩見 5 、朝日 2 、若葉台 一 の 沢 川  稚内消防署及び第 3分団 

緑 1 クサンル川  稚内消防署及び第 3分団 

 

4 非常監視及び警戒 

市長（水防管理者）が非常配備を指令した場合、建設対策部及び消防機関は市内の水防区域内

を巡視し監視警戒を厳重に行い、異常を発見したときは直ちに市長（水防管理者）に報告するも

のとし、市長（水防管理者）は速やかに振興局長に報告するとともに水防作業を実施しなければ

ならない。 

監視警戒に当たり特に留意する事項は、次のとおりである。 

(1) 裏法の漏水又は飽水によるき裂及び一部流出又は崩壊 

(2) 表法で水当たりの強い場所のき裂及び崖崩れ 

(3) 天端のき裂又は沈下 

(4) 堤防の越水状況 

(5) 樋門の両そで又は底部からの漏水ととびらの締り具合い 

(6) 橋梁その他構造物と堤防の取付け部分の異常 

(7) 溜池等については、(1)から(6)までのほか、次の事項とする。 

ア 取入口の閉塞状況 

イ 流域の山崩れの状態 

ウ 流入水及び浮遊物の状況 

エ 余水吐及び放水路付近の状況 

オ 重ね池の場合の上部ため池の状況 

カ 樋管の漏水によるき裂及び崖崩れ  

5 水防作業 

水防作業を必要とする異常事態が発生したときは被害を未然に防止し、又は被害の拡大を防ぐ

ため、堤防の構造、流速、護岸の状態等を考慮して、最も適切な工法を選択し迅速的確に作業を

実施するものとする。 
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また、水防活動にあたっては、従事する者の安全確保が図れるように配慮する。 

6 決壊通報及び避難 

堤防その他の施設が決壊した場合は、水防管理者及び消防長は関係機関に通報するものとす

る。 

水防管理者は、堤防等が決壊した場合又は破堤のおそれがある場合は、直ちに必要と認める区

域の居住者に対し、立退き又はその準備を指示するものとする。 

7 水防解除 

水防管理者は、水位がはん濫注意水位以下に減じ、かつ危険がなくなったときは水防の警戒体

制を解除し、これを関係機関に周知するものとする。 

8 水防信号 

水防法第 20 条の規定により知事の定める水防信号は、資料編「資料 29」のとおりである。 

9 報告 

(1) 水防報告 

水防管理者は、次に定める事態が発生したときは、速やかに振興局長に報告するものとす

る。  

ア 消防の機関を出動させたとき。 

イ 他の水防管理団体に応援を要請したとき。 

ウ その他必要と認める事態が発生したとき。 

(2) 水防活動実施報告 

水防活動を実施したときは、当該活動の終了した日の属する月の翌月の 5日までに資料編

｢資料 46 様式 3｣で定める「水防活動実施報告書」により、活動状況を宗谷総合振興局に報

告するものとする。 
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第四節 消防計画 

この計画は、消防の任務が市民の生命及び財産を火災から保護するとともに、火災その他の災害

を防除し、その被害を軽減することにあることから、消防機関が十分にその機能を発揮するための

組織及び運用を定めるものとする。この節に定めるもののほか、消防計画について必要な事項は、

稚内地区消防事務組合消防署勤務規程第 5章消防計画によることとする。 

 

第一項 消防・救急体制の整備 

1 組織計画 

(1) 平常時の組織機構 

平常時における消防行政に係る事務を円滑かつ迅速に行なうための組織は、稚内地区消防

事務組合消防本部の組織に関する規則(平成 7年稚内地区消防事務組合規則第 1 号)、稚内地

区消防事務組合消防署の組織に関する規程(昭和 48 年稚内地区消防事務組合訓令第 9号)、

稚内地区消防事務組合消防団規則(昭和 48 年稚内地区消防事務組合規則第 24 号)に定めると

ころによる。消防機構は「資料編 資料 23」、消防職員の配置人数は「資料 24」、消防団

員の配置人数は「資料 25」のとおりである。 

(2) 非常時の組織機構 

非常時の諸活動を迅速かつ的確に遂行するための組織及び事務は、稚内地区消防事務組合

消防署勤務規程(昭和 48年稚内地区消防事務組合訓令第 4号)に基づく消防体制をとるもの

とする。 

(3) 非常時の定義 

非常時とは災害の態様により平常時の体制で対処できない場合を言い、気象予警報等によ

り災害の発生の恐れがある場合も含むものとする。 

2 消防力の整備計画 

稚内市の消防力を正しく把握し、消防力の指針 (平成 12 年消防庁告示第 7号）、消防水利の

基準（昭和 36年消防庁告示第 7号）等に準拠して、予想される災害の規模、態様等あらゆる災

害事象に対応できる消防力の増強及び更新等の整備計画を立て実施するものとする。 

3 調査計画 

災害が発生した場合、消防活動等が迅速かつ効果的に行なうことができるよう地形、水利、危

険区域等の調査を次の区分により定期的に行うものとする。 

(1) 警防調査 

地形、道路、橋梁及び建築物、工作物の状況その他警防上注意を要する箇所について行

う。 

      (2) 水利調査 

消火栓、貯水槽、貯水池、池沼、河川、プール、井戸、湧水、海水その他消防水利として

使用できるものについて行う。 



基本対策編第三章 被害を少なくするための予防対策 

109 

4 火災予防計画 

(1) 防火思想の普及  

火災を未然に防止するため、予防査察、市民の自主的予防及び協力体制の確立のため指導

を実施し、防火思想の普及に努める。 

(2) 諸行事による防火思想の普及 

火災の予防運動を年 2回実施し、街頭宣伝、防火チラシとポスターの配布、映画会、講習

会等の火災予防行事により防火思想の普及を図る。 

(3) 防火管理者の育成と防火体制の強化 

消防法第 8条の規定による防火管理者制度の完全実施を図り、講習会、研修会等を開催し

て防火知識及び技術の向上を図るとともに防火対象物の管理体制の強化を図る。 

(4) 予防査察 

指定防火対象物、危険物貯蔵所等及び一般家庭の予防査察を計画的に実施して、火災の未

然防止と焼死事故の絶滅を図る。 

(5) 建築確認の同意 

消防法(昭和 23年法律第 186 号）第 7条の規定に基づき、建築物の同意を行う際の不燃化

促進、災害時の避難設備及び対策の推進を図る。 

5 火災警報及び伝達計画 

(1) 火災気象通報 

火災気象通報は、消防法第22条の規定に基づき札幌管区気象台が発表及び終了の通報を行

うものとする。 

なお、火災気象通報の通報基準は、資料編「資料 13」のとおりである。 

 

 

 

 

 

(2) 火災警報 

市長は、消防法第 22 条第 2項の規定による通報を受けた場合で、気象の状況が火災の予

防上危険であると認めるときは、火災に関する警報を発令することができる。 

(3) 火災警報発令条件 

ア 実効湿度 75％以下にして最小湿度 50％以下となり、平均風速 5m/s 以上となる見込みの

とき 

イ 平均風速 8m/s 以上のとき、又は 8m/s 以上となる見込みのとき 

(4) 警報の伝達及び周知 

札幌管区気象台 

宗谷総合振興局 

稚内消防署 稚内消防団 稚内市役所 

市 民 

北海道 

稚内地方気象台 
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市長は、火災警報を発令した場合、直ちに関係機関及び報道機関に連絡するとともに市民

に対し消防法施行規則（昭和 36 年自治省令第 6号）第 34 条の規定による消防信号（資料編

「資料 27」）により周知徹底を図り、火災の未然防止に努めるものとする。 

(5) 解除  

市長は、火災予防上危険がない気象の状況に復したと判断したときは、速やかに火災警報

を解除し、関係機関に連絡するものとする。 

6 火災警防計画 

火災等の災害が発生し、若しくは発生が予想されるときは、消防力を合理的に運用できるよう

必要な事項を定めるものとする。 

(1) 招集 

ア 火災等の災害及び非常災害が発生し、又は発生のおそれがあるとき、稚内地区消防事務

組合消防署勤務規程第 9章に基づき、その警戒防御のために必要な勤務を要しない職員

（以下「非番職員」という。）を招集するものとする。 

イ 招集の命を受けた非番職員は、特に参集場所を指定された場合を除き、速やかに消防署

に参集するものとする。 

(2) 出動種別 

稚内地区消防事務組合消防署勤務規程に定めるところによる。 

(3) 出動区分 

災害時の出動区分は次のとおりとする。 

第 1種出動 署及び管轄区域の消防分団の消防隊が出動する。 

第 2種出動 非番職員及び管轄区域以外の隣接の消防分団の消防隊が出動する。 

第 3種出動 非番職員及び管内全域の消防分団の消防隊が出動する。 

7 相互応援協力 

大規模災害が発生し、又は発生する恐れがあるときは、道内及び全国の消防機関より迅速に応

援体制が図られるよう、次により効果的な運用及び活用を図るものとする。 

(1) 北海道広域消防相互応援協定（平成 3年 4月 1日施行） 

(2) 北海道消防防災ヘリコプター応援協定（平成 8年 7月 1日施行） 

(3) 緊急消防援助隊要綱（平成 7年 10 月 30 日施行） 

(4) 稚内海上保安部と稚内地区消防事務組合との船舶消火に関する業務協定（昭和 58 年 12 月

10 日締結） 

(5) 稚内空港及びその周辺における消火救難活動に関する協定書（昭和 49年 10月 1日締結） 

8 救急救助計画 

平常時における救助及び救急体制の強化と救出及び救急活動に必要な機器の整備に努めるとと

もに、災害時における救急救助活動の場合には直ちに医療処置ができるよう警察、医師会等との

連携を図り、災害現場における被災者の救急救助活動の万全を期する。 
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災害時において、避難に遅れた者、生命身体が危険な状態にある者の救出、又は生死不明の状

態にある者を捜索、救出し、その保護に万全を期するものとする。 

(1) 救出実施責任者 

市長は、警察官、消防吏員、消防団員等の協力を得て救出を行うものとするが、災害が甚

大であり本部のみで救出の実施が困難である場合は、「基本対策編 第四章 第十二節 自

衛隊派遣要請」に定めるところにより、知事（振興局長）に自衛隊の派遣要請を依頼するも

のとする｡ 

また、救助法の適用を受け、市長が知事の委任を受け救助を実施する場合も同様とする｡ 

(2) 救出を受ける者 

災害のために、現に生命若しくは身体が危険な状態にある者又は生死不明の状態にある者

でおおむね次に該当するときとする。 

ア 火災の際、火中に取り残された場合 

イ 台風、地震、津波等により倒壊家屋の下敷きになった場合 

ウ 水害の際、家屋とともに流され、又は孤立地点に取り残された場合 

エ 崖崩れ、地すべり等により生き埋めとなった場合及び気動車、自動車等の大事故が発生

した場合 

(3) 救出状況の記録 

被災者を救出した場合は、次により記録しておかなければならない。 

ア 救助実施記録日計表      (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

イ 救助の種目別物資受払状況    (資料編｢資料 46 様式 7｣) 

ウ 被災者救出状況記録簿     (資料編｢資料 46 様式 9｣) 

 

第二項 消防水利・資機材の確保 

大規模地震発生時には、同時多発的に火災が発生する危険があり、地震動や液状化現象等の影響

により、消火栓等の消防用水利の使用が不可能となる事態も予想される。 

市（消防本部）は、既設の防火水槽の点検整備はもとより、耐震性防火水槽の整備や民間施設の

貯水槽・プール等の利用のほか、河川水や海水などの利用の促進を図り、災害時における消防水利

の確保に努める。 

1 耐震性防火水槽の整備 

木造や老朽化した建物の密集地域や出火・延焼の危険性が高い地域等を中心に、耐震性防火水

槽の整備を促進する。 

2 民間水利の活用 

民間施設の貯水槽やプール施設等の活用方法について普及・啓発を行うなど、民間水利の活用

を図る。 

3 河川水や海水の活用 
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河川水、海水等を消防水利として利用を図るため、取水位置や取水方法について調査・検討

し、取水をするための施設整備の推進を図る。 

4 消防用資機材の確保 

大規模地震災害発生時には、大量の資機材が必要となり、市（消防本部）で所有している消防

用資機材だけでは不足することが考えられる。そのため、北海道及び市町村相互の応援に関する

協定に基づく応援体制を充実する。 

 

第三項 消防職員及び消防団員の教育訓練 

消防職員及び消防団員は、市民の生命、身体及び財産を災害から保護する重要な人的消防力であ

るため、物理的な消防の強化とともに、職員及び団員の資質と能力の向上を図る必要がある。ま

た、消防人としての職務と人格の高揚、学術、技能の習得、体力、気力の練成及び規律を保持し、

もって能率的な警防活動等を遂行できるよう教育訓練を計画的に行うものとする。 
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第五節 避難行動要支援者対策 

第一項 安全対策 

災害発生時には、高齢者、障害者、乳幼児その他に特別に配慮を要する者（以下「要配慮者」と

いう。）のうち、災害が発生し、又はそのおそれがある場合に自ら避難することが困難な者であっ

て、その円滑かつ迅速な避難の確保を図るため特に支援を要する者（以下「避難行動要支援者」と

いう。）が犠牲になることが多い。このため、市及び避難支援等関係者（民生児童委員、町内会、

自主防災組織、社会福祉協議会、消防機関、警察署その他避難行動要支援者の避難支援を行う関係

者をいう。以下同じ。）は、避難行動要支援者の安全を確保するため、平常時から緊急連絡体制、

避難誘導等の防災体制の整備に努めるものとする。 

1 市の対策 

市は、防災担当部門と福祉担当部門の連携の下、災害の発生に備え、避難支援等関係者と協力

して、避難行動要支援者の避難支援体制を整備し、避難行動要支援者の生命又は身体を災害から

保護するために必要な措置を実施するための基礎となる避難行動要支援者名簿を作成するものと

する。 

(1) 避難行動要支援者名簿に掲載する者の範囲 

  避難行動要支援者名簿に掲載する者は、以下の要件に該当する者とする。 

ア 要介護認定 3～5を受けている者 

 イ 身体障害者手帳 1・2級の第 1種を所持する者 

 ウ 療育手帳Ａを所持する知的障害者 

 エ 精神障害者保健福祉手帳 1級または 2級を所持する者 

 オ 市の支援を受けている難病患者 

 カ その他避難支援が必要と市長が認める者 

(2) 避難行動要支援者名簿に記載する情報の範囲 

  市は、次に掲げる事項について、避難行動要支援者名簿に記載するものとする。 

 ア 氏名 

 イ 生年月日 

 ウ 性別 

 エ 住所又は居所 

 オ 電話番号その他連絡先 

 カ 避難支援等を必要とする理由 

 キ その他避難支援等の実施に関し市長が必要と認める事項 

(3) 避難行動要支援者名簿に係る情報の入手 

市は、避難行動要支援者名簿の作成に必要な情報を集約するとともに、必要に応じて宗谷

総合振興局等関係機関に対し、当該情報の提供を依頼するものとする。 

(4) 避難行動要支援者名簿の更新 
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   市は、避難行動要支援者の情報が適切に反映されたものとなるよう、防災地理情報シス

テムを活用し、避難行動要支援者名簿を年 1回以上更新するものとする。 

(5) 避難行動要支援者名簿の提供 

市は、避難行動要支援者名簿に記載されている情報を外部へ提供することについて、予め

本人（本人が意思表示困難な場合は親族等の関係者を指す。以下同じ。）から同意を得てい

る場合は、平常時から避難支援等関係者に対し情報を提供し、避難体制の構築に努めるもの

とする。ただし、災害が発生し、又は発生するおそれのある場合においては、当該避難行動

要支援者の支援を行うために必要な限度で、本人の同意の有無に関わらず避難支援等関係者

に対し情報を提供することができる。 

(6) 避難行動要支援者名簿の提供における情報の管理 

市は、避難行動要支援者名簿に秘匿性の高い個人情報が記載されていることに鑑み、避難

支援等関係者に限り提供するものとする。また、提供する者に対し、基本法に基づく守秘義

務が課せられていることを説明し、個人情報の保護のため必要な措置を求めるとともに、名

簿を必要以上に複製しないよう指導する等、本人及び第三者の権利利益を保護するために必

要な措置を講ずるよう努めなければならない。 

(7) 避難体制の確立 

ア 市は、避難行動要支援者に対する避難誘導の方法等を定めるものとする。 

イ 市は、要配慮者が避難のための立ち退きの指示を受けた場合には、円滑に対応できるよ

う配慮しなければならない。 

 ウ 市は、避難支援等関係者の安全確保に十分配慮しなければならない。 

エ 市は、地域の実情に応じた防災知識等の普及・啓発等に努めるものとする。 

(8) 外国人対策 

市は、言語、生活習慣及び防災意識の異なる外国人をいわゆる「要配慮者」として位置づ

け、災害発生時に迅速かつ的確な行動がとれるよう環境づくりに努めるものとする。 

2 社会福祉施設の対策 

(1) 施設の管理者は、利用者や入所者が寝たきりの高齢者や心身障害者(児)等いわゆる避難行

動要支援者である可能性があることから、施設の災害に対する安全性の向上を図ることが重

要である。また、施設の管理者は、電気・水道等の供給停止に備えて、施設入所者が最低限

度の必要な食料、飲料水・医療品等の備蓄に努めるとともに、施設の機能の応急復旧等に必

要な防災資機材の整備に努める。 

特に、要配慮者に関わる社会福祉施設等の人命に関わる重要施設の管理者は、発災後 72時

間の事業継続が可能となる非常電源を確保するよう努めるものとする。 

(2) 施設の管理者は、災害発生の予防又は災害が発生した場合において、迅速かつ的確に対処

するため、防災組織を整え、職員の任務分担・動員計画・緊急連絡体制を明確にしておく。 
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(3) 平常時から市との連携のもとに、他の施設、近隣市民及びボランティア組織と入所者の実

態に応じた協力が得られるような体制づくりに努める。 

(4) 施設の管理者は、緊急時における情報手段・方法を確立し、緊急連絡体制の整備を図る。 

また、災害時に関する基礎的な知識や災害時にとるべき行動について理解や関心を深める

ため、防災教育や防災訓練の実施に努める。 

 

第二項 援助活動 

市は、避難行動要支援者の早期発見に努めるとともに、避難行動要支援者に応じた適切な援助活

動を行うものとする。 

災害発生後、直ちにあらかじめ把握している避難行動要支援者について確認し、居宅に取り残さ

れた避難行動要支援者の発見に努める。 

(1) 避難行動要支援者を発見した場合は、速やかに負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断

して、以下の措置を講ずる。 

ア 応急仮設住宅への入居にあたり、避難行動要支援者の優先的入居に努めるものとする。 

イ 在宅での生活が可能と判断した場合は、その生活実態を的確に把握し適切な援助活動を

行う。 

ウ 救助活動の状況や避難行動要支援者の状況を把握し、適宜、道及び隣接市町村へ応援を

要請する。 

(2) 避難所以降の避難行動要支援者への対応 

あらかじめ定めた避難支援を行うための計画等に基づき、避難行動要支援者及びその名簿

情報が避難支援等関係者から避難所等の責任者に引き継がれるよう措置する。 

また、同様に、負傷の有無や周囲の状況等を総合的に判断して以下の措置を講ずる。 

ア 避難所（必要に応じて福祉避難所）への移動 

イ 病院への移送 

ウ 施設等への緊急入所 
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第六節 指定緊急避難場所・指定避難所の整備 

市は、大規模火災、津波等の災害から、市民の安全を確保するために必要な避難路を予め指定

し、その整備を図るとともに、指定緊急避難場所、指定避難所等に案内標識を設置する等、緊急時

の速やかな避難が確保されるよう努めるものとする。また、大規模広域災害時に円滑な広域避難が

可能となるよう、他の地方公共団体との広域一時滞在に係る応援協定や、被災者の運送に関する運

送事業者等との協定を締結するなど、具体的な手順を定めるよう努めるものとする。 

また、学校等においては保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡しに

関するルールをあらかじめ定めるよう促すものとする。小学校就学前の子どもたちの安全で確実な

避難のため、災害発生時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設間と市との連絡・連携体

制の構築に努めるものとする。 

 

第一項 指定緊急避難場所・指定避難所の指定 

市は、地震被害予測の結果や過去の災害履歴、避難収容人数等の各施設環境を考慮し、地震災

害、津波災害、気象災害に応じた指定緊急避難場所・指定避難所を指定する。 

また、指定避難所については、学校施設等の公共的施設を指定することを基本とするが、地域の

実態に合わせ、受け入れ可能な民間施設について、施設管理者の同意を得て指定する。 

1 指定緊急避難場所・指定避難所の機能と条件 

(1) 指定緊急避難場所 

災害の危険が切迫した緊急時において市民の安全を確保するため、地域の地形・地質・施

設の災害に対する安全性等を勘案し、必要があると認めるときは、異常な現象の種類ごとの

基準に適合し、災害発生時に迅速に開設することが可能な管理体制等を有する施設又は場所

を、あらかじめ当該施設等の管理者の同意を得た上で、指定緊急避難場所として指定する。 

その際は、土地の利用状況や昼夜の人口変動の大きさなどの地域特性や要配慮者の利用等

についても考慮する。ただし、緊急を要する場合等でこれらの場所を使用することができな

いときは、最寄りの民間施設、公園、空地等を使用するものとする。 

学校を指定緊急避難場所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮

し、施設の利用方法等について、事前に当該学校、教育委員会等の関係部局や地域市民等の

関係者と調整を図る。 

指定緊急避難場所の管理者は、廃止、改築等により当該指定緊急避難場所の現状に重要な

変更を加えようとするときは、市長に届け出なければならない。 

市は、指定緊急避難場所が廃止されたり、基準に適合しなくなったと認めるときは、当該

指定緊急避難場所の指定を取り消すものとする。また、指定緊急避難場所を指定し、又は取

り消したときは、知事に通知するとともに公示しなければならない。 
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(2) 指定避難所 

災害が発生した場合に被災者を滞在させるため、次の基準に適合する施設を、あらかじめ

当該施設の管理者の同意を得た上で、指定避難所として指定する。 

規模 被災者等を滞在させるために必要かつ適切な規模を有すること。 

構造 
速やかに、被災者等を受け入れ、生活関連物資を配布することが可能

な構造・設備を有すること。 

立地 想定される災害による影響が比較的少ない場所にあること。 

交通 車両等による災害救援物資等の輸送が比較的容易な場所にあること。 

 

指定避難所の管理者は、廃止、改築等により当該指定避難所の現状に重要な変更を加えよ

うとするときは、市長に届け出なければならない。市長は、指定避難所が廃止され、また

は、基準に適合しなくなったと認めるときは、当該指定避難所の指定を取り消すものとす

る。 

指定避難所を指定し、又は取り消したときは、知事に通知するとともに公示する。 

なお、指定緊急避難場所と指定避難所は相互に兼ねることができる。 

また、次の事項について努めるものとする。  

ア 指定避難所を指定する際にあわせて広域一時滞在の用にも供することについて定めるな

ど、他の市町村からの被災住民を受け入れることができる施設をあらかじめ決定してお

く。 

イ 老人福祉施設や障害福祉施設、特別支援学校等の施設を活用し、指定避難所内の一般ス

ペースでは生活することが困難な障がい者等の要配慮者が、指定避難所での生活において

特別な配慮が受けられるなど、要配慮者の状態に応じて安心して生活できる体制を整備し

た福祉避難所を指定する。 

ウ 学校を指定避難所として指定する場合には、学校が教育活動の場であることに配慮し、

施設の利用方法等について、事前に当該学校、教育委員会等の関係部局や地域市民等の関

係者と調整を図る。 

 

種 別 機 能 と 条 件 施 設 例 

指定緊急 

避難場所 

・避難所に避難する際の一時的な安全を確保

でき、市が適当と認める土地 

・崖崩れや浸水の危険が少ない。 

・周辺に耐火建物や街路樹が多い。 

・付近に危険物がない。 

・学校のグラウンド 

・公園 

・広場 

・球場 

・その他の空き地、施設 

（オープンスペース） 

指定避難所 

・救援、救助活動を実施することができる。 

・給水、給食等の救援活動ができる。 

・耐震性、耐水性及び耐火性に優れている。 

・津波、浸水等による被害の恐れが少ない。 

・その他、被災住民が避難し、生活する上

で、市が適当と認める施設 

・保育所 

・小学校 

・中学校 

・高等学校 

・児童館、児童センター 

・町内会館 
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・公共施設 

・その他の施設 
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別表 【指定緊急避難場所】 

No. 名称 所在地 
収容人数 災害種別 

2 ㎡/人 土砂 地震 津波 洪水 

1 旧稚内西小中学校 西浜 2丁目 1,500 ◯   ◯ 

2 稚内市総合体育館 富士見 4丁目 2,400 ◯   ◯ 

3 北コミュニティセンター 恵比須 4丁目 4番 7号 290 ◯ ◯  ◯ 

4 稚内市青少年会館 恵比須 2丁目 2番 22 号 250 ◯    

5 稚内中学校 宝来 5丁目 7番 31 号 3,400   ◯ ◯ 

6 宝来地区活動拠点センター 宝来 4丁目 7番 27 号 150  ◯ ◯ ◯ 

7 稚内中央小学校 宝来 4丁目 1番 35 号 2,900  ◯ ◯ ◯ 

8 稚内市体育館 宝来 4丁目 1番 39 号 820   ◯ ◯ 

9 稚内総合文化センター 中央 3丁目 13 番 23 号 3,000  ◯ ◯ ◯ 

10 稚内市保健福祉センター 中央 4丁目 16 番 2 号 1,300 ◯ ◯  ◯ 

11 稚内鈴蘭幼稚園 港 3丁目 6番 12 号 360   ◯ ◯ 

12 稚内南小学校 緑 1丁目 11 番 8 号 3,100   ◯ ◯ 

13 稚内南中学校 緑 1丁目 2561 3,100 ◯  ◯ ◯ 

14 稚内市総合勤労者会館 大黒 3丁目 4番 30 号 1,100 ◯ ◯   

15 稚内市勤労青少年体育センター 大黒 3丁目 4番 32 号 480 ◯    

16 声問コミュニティセンター 声問 3丁目 4番 37 号 240 ◯    

17 旧更喜苫内小学校 声問村字更喜苫内 510 ◯  ◯ ◯ 

18 旧上勇知小中学校 抜海村字ユーチ 1,000 ◯  ◯ ◯ 

19 増幌コミュニティセンター 宗谷村字増幌 100 ◯  ◯ ◯ 

20 沼川コミュニティセンター 声問村字沼川 240 ◯  ◯ ◯ 

21 旧豊別小中学校 声問村字下豊別 590 ◯  ◯ ◯ 

22 旧上修徳小中学校 声問村字天興 640 ◯  ◯ ◯ 

23 旧曲渕小中学校 声問村字曲淵 1,100 ◯  ◯ ◯ 

24 富磯小学校 宗谷村字富磯 910 ◯ ◯  ◯ 

25 宗谷小学校 宗谷村字宗谷 700  ◯  ◯ 

26 宗谷中学校 宗谷村字清原 1,500 ◯ ◯  ◯ 

27 旧東浦小中学校 宗谷村字東浦 590 ◯    

28 富士見 1丁目バス停裏山 富士見 1丁目 50   ◯  

29 稚内市総合体育館裏山 富士見 4丁目 200   ◯  

30 富士見団地裏山 富士見 5丁目 500   ◯  

31 ウロンナイ神社裏山 西浜 1丁目 50   ◯  

32 旧稚内西小中学校裏山 西浜 2丁目 100   ◯  

33 泉宅裏山 西浜 2丁目 50   ◯  

34 マタルナイ地区裏山 西浜 3丁目 100   ◯  

35 道道稚内天塩線 西浜 4丁目 50   ◯  

36 抜海配水池 抜海村字抜海 50   ◯  

37 抜海神社裏山 抜海村字抜海 50   ◯  

38 旧抜海小中学校 抜海村字抜海 220   ◯  

39 航空自衛隊稚内分屯基地高台 ノシャップ    ◯  

40 宗谷岬公園 宗谷岬 19,000   ◯  

41 稚内公園 中央 1丁目 226,000   ◯  

42 みどり公園 緑 4丁目、緑 5丁目 45,250   ◯  

43 宗谷岬牧場 宗谷岬 328 600   ◯  
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別表 【福祉避難所】 

No. 名     称 所 在 地 収容人数 

1 稚内市特別養護老人ホーム富士見園（従来型） 富士見 5丁目 1178-1 35 

2 稚内市特別養護老人ホーム富士見園（ユニット型） 富士見 5丁目 1178-1 34 

3 稚内市デイサービスセンター潮見園 潮見 3丁目 1-14 60 

4 北海道稚内養護学校 声問 5丁目 23-7 81 

5 緑ヶ丘学園 声問 5丁目 44-11 54 

 

 

別表 【指定避難所】 

No. 名称 所在地 連絡先 
収容人数 災害種別 

3 ㎡/人 土砂 地震 津波 洪水 

1 宗谷経済センター 中央 2丁目 4番 8号 23－4400 120 ○ ○ ○ ○ 

2 港ふれあいセンター 港 3丁目 5番 47 号 24－5410 90 ○ ○ ○ ○ 

3 稚内港小学校 港 4丁目 94 23－6707 1,500 ○ ○ ○ ○ 

4 稚内市立図書館 大黒 4丁目 1 番 1 号 23-3874 70 ○ ○ ○  

5 南地区活動拠点センター 緑 2丁目 4番 27 号 73-1551 180 ○ ○ ○  

6 稚内市緑体育館 緑 2丁目 4 番 23-6526 310 ○ ○ ○ ○ 

7 稚内市みどりスポーツパーク 緑 3丁目 14番 1号 23-6526 530 ○ ○ ○ ○ 

8 東地区活動拠点センター 潮見 3丁目 1番 1号 34－6330 170 ○ ○ ○ ○ 

9 稚内東小学校 潮見 5丁目 1 番 5 号 33－4341 2,100 ○ ○ ○ ○ 

10 稚内東中学校 潮見 5丁目 1 番 29 号 33－7832 2,200 ○ ○ ○ ○ 

11 稚内高等学校 栄 1丁目 4 番 4 号 33－4154 560 ○ ○ ○ ○ 

12 稚内大谷高等学校 富岡 1丁目 1 番 1 号 32－2660 340 ○ ○ ○ ○ 

13 潮見が丘小学校 富岡 4丁目 3 番 3 号 32－9147 1,700 ○ ○ ○ ○ 

14 富岡・はまなす地区活動拠点センター 富岡 5丁目 1番 1号 34－5115 170 ○ ○ ○ ○ 

15 潮見が丘中学校 若葉台 1 丁目 2290 34－3315 1,700 ○ ○ ○ ○ 

16 稚内北星学園大学 若葉台 1丁目 2290-28 32－7511 260 ○ ○ ○ ○ 

17 声問小学校 声問 5丁目 7番 21 号 26-2919 780 ○ ○ ○  

18 旧下勇知小中学校 抜海村字ユーチ 23－6519 400 ○ ○ ○ ○ 

19 増幌小中学校 声問村恵北 26－2850 720 ○ ○ ○ ○ 

20 旧樺岡小中学校 声問村樺岡 23－6519 410 ○ ○ ○ ○ 

21 稚内市自然体験施設 声問村上声問 74－2474 320 ○ ○ ○ ○ 

22 天北小中学校 声問村沼川 74－2414 1,000 ○ ○ ○ ○ 

23 旧曙小学校 声問村曙 23－6519 260 ○ ○ ○ ○ 

24 大岬小学校体育館 宗谷岬 76－2010 180 ○ ○ ○ ○ 
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2 管理運営 

(1) 指定緊急避難場所の管理運営 

ア 避難を要する状況にあっては、速やかに本部から連絡員を配置し、避難者との連絡、避

難状況の掌握に努めるとともに、避難者に対する情報提供及び指示を行い、避難者の安全

確保と混乱の防止を図るものとする。 

イ 避難における救援措置は、原則として給水及び医療救護とするが、状況により指定避難

所と同様の措置を実施する。 

ウ 指定緊急避難場所の施設管理者は、本部長あるいはその命を受けた職員の指示に従い管

理運営に協力するものとする。 

(2) 指定避難所の管理運営 

ア 指定避難所の開設は、本部の指示により施設の管理者が行い、管理については市民生活

対策部が行うものとする。ただし、教育施設については教育対策部が行うものとし、市民

生活対策部が協力体制をとるものとする。また、日々の運営については避難所にいる被災

した市民により行うことができるよう環境整備を進める。 

イ 指定避難所の生活環境が良好なものとなるよう、食事供与状況や衛生環境に注意すると

ともに、避難者の健康状態の把握に努め、必要な措置を講ずるものとする。 

ウ 指定避難所の運営においては、女性の参画を推進すとともに、男女双方の視点等に配慮

するとともに、プライバシーの確保に努めるものとする。 

エ 指定避難所の開設基準、開設期間等については救助法が適用されたときは同法により、

また、適用されない場合は同法に準じて行うものとする。 

オ 指定避難所として使用する施設の管理者は、本部長あるいはその命を受けた職員の指示

に従い、速やかに指定避難所の開設及び管理運営に協力するものとする。 

カ 被災地において感染症の発生、拡大が見られた場合は、総務対策部と市民生活対策部が

連携して、感染症対策として必要な措置を講じるよう努めるものとする。 

  

第二項 避難体制の整備 

1 避難路の検討 

市民は、地震災害や風水害等の災害特性、建物や道路現況等を考慮し、災害時に安全・迅速に

避難するための避難路を検討し、災害時の避難に備える。 

【検討事項】 

(1) 道路幅員、歩道の整備状況 

(2) 周囲の危険物の状況 

(3) 高齢者や障害者等の要配慮者の現況 

(4) 災害図上避難訓練の普及 

(5) 冬季間の除雪環境 
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2 避難情報伝達手段の検討と確保 

市民が災害時に迅速な避難活動を行えるよう避難情報伝達手段を検討し、整備する。 

 

【避難情報伝達手段】 

(1) 広報車の活用 

(2) 報道機関（テレビ・ラジオ等）の活用 

(3) 消防団・自主防災組織（町内会）等の防災連絡員への情報伝達 

(4) 地域 FM ラジオ（エフエムわっかない）の活用 

(5) パソコン、携帯電話のメールサービスの活用 

(6) 市等のホームページの活用 

 

第三項 指定緊急避難場所・指定避難所の市民等への周知 

市は、市民の円滑な避難を確保するため、災害発生時に人の生命又は身体に危険が及ぶおそれが

あると認められる土地の区域を表示した図面に災害に関する情報の伝達方法、指定緊急避難場所及

び指定避難所等、必要となる事項を記載した防災マップ、ハザードマップ等を作成し、印刷物の配

布その他の必要な措置を講じ、住民に周知するよう努めるものとする。また、平時から指定緊急避

難場所を周知するため、幹線道路等に面した判りやすい場所に資料編「資料 49」の表示板を設置す

る。 

要配慮者を速やかに避難誘導するため、地域住民、自主防災組織、関係団体、福祉事業者等の協

力を得ながら、日頃より、情報伝達体制の整備、要配慮者に関する情報の把握・共有、避難支援計

画の策定等の避難誘導体制の整備に努めるものとする。 

【避難誘導体制の整備のための検討内容】 

(1) 避難指示、避難準備・高齢者等避難開始を発令する基準及び伝達方法 

(2) 指定緊急避難場所・指定避難所の名称、所在地、対象地区及び対象人口 

(3) 指定緊急避難場所・指定避難所への経路及び誘導方法（観光地などについては、観光入り

込み客対策を含む） 

(4) 避難誘導を所管する職員等の配置及び連絡体制 

(5) 指定緊急避難場所・指定避難所の開設に伴う被災者救護措置に関する事項 

ア 給水、給食措置 

イ 毛布、寝具等の支給 

ウ 衣料、日用必需品の支給 

エ 暖房及び発電機用燃料の確保 

オ 負傷者に対する応急救護 

(6) 指定緊急避難場所・指定避難所の管理に関する事項 

ア 避難中の秩序保持 

イ 市民の避難状況の把握 
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ウ 避難市民に対する災害情報や応急対策実施状況の周知、伝達 

エ 避難市民に対する各種相談業務 

(7) 避難に関する広報 

ア 広報車（消防、警察車両の出動要請を含む）による周知 

イ 避難誘導者による現地広報 

ウ 市民組織を通じた広報 
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第七節 食料等の調達と確保 

災害時において市民の生活を確保するため、食料、飲料水をはじめ応急生活物資等の確保に努め

るとともに､災害発生時における応急対策活動を円滑に行うため、防災資機材等の確保に努めるもの

とする｡ 

1 あらかじめ民間業者等と災害協定を締結するなど備蓄及び調達体制を整備し、災害時におけ

る、食料、飲料水、燃料及び毛布等生活必需品等の備蓄・調達体制を整備し、災害時における食

料その他の物資の確保に努める。応急飲料水の確保及び応急給水資機材の整備(備蓄)に努める。 

2 応急生活物資の備蓄は、関係する団体等とあらかじめ協定を締結するなど、事前に災害時にお

ける協力体制を整備し､応急生活物資の確保に努めるものとする。 

3 防災週間や防災関連行事等あらゆる機会を通じ、市民に対し、「最低３日間推奨１週間」分の

食料、飲料水及び携帯トイレ、トイレットペーパー等の生活必需品の確保に努めるよう啓発を行

うものとする｡ 
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第八節 関係団体との協定締結の推進 

災害時には、あらゆるサービス、物資、輸送が、平時の通り活用できなくなる。市は、災害対応

可能な機動力が保持できる程度の備蓄を進めると同時に、災害が長期化する場合に備え、各方面の

主体との災害協定の締結を推進する。 

・災害応急対策等に係る業務を行う企業と国・地方公共団体との協定締結を促進 

・燃料、食料、生活物資の供給に関する民間企業との協定締結を促進 

・物資の緊急輸送に関する民間企業との協定締結 

 

分野 応援内容 応援主体 

報道 緊急放送等への協力 FM ラジオ放送局 

物資供給 

食料品の供給 食品業者 

飲料水の供給 
清涼飲料水販売業者 

災害対応型自動販売機の設置 

日用品の供給 小売業者 

燃料の供給 建設・土木業者 

ガスの供給 エルピーガス協会各支部   

炊き出しの実施 稚内市赤十字奉仕団  

応急復旧 

応急復旧活動等への協力 

空調衛生工事業者 

管工事共同組合 

エルピーガス協会各支部   

電気工事業者 

電力会社  

建築物・工作物の除去作業 建設・土木業者 

二次災害防止の応急措置準備 北海道開発局 

輸送 物資輸送 全日本トラック協会各支部 

通信 郵便収集・配達等 日本郵便（株） 

医療救護 救護活動 柔道整復師会 

総合 災害対策全般に関する応援 北海道 

避難施設 避難所等の提供 
ホテル・事務所 

福祉施設 
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第九節 ライフライン施設の予防対策 

災害発生時には水や食料等の物資供給の遅れなど、様々な応急対策活動に支障をき た

すことが考えられる。市及び各ライフライン企業等は、地震などによる災害に備え、次のような予

防対策を実施する。 

 

第一項 上・下水道施設の予防対策 

市は地震などによる災害時において、被害を最小限に抑えることができるよう、地震動や液状化

危険度が高い地域の埋設管の耐震化を推進する。 

また、災害時の迅速な応急給水や上・下水道施設の早期応急復旧の実施が図られるよう、対応マ

ニュアルを作成しておくとともに、日本水道協会北海道支部内の災害時応援協定や稚内建設協会の

協力等による応援体制を確立しておく。 

 

第二項 電力施設の予防対策 

北海道電力ネットワーク(株)稚内ネットワークセンターは、防災業務計画に基づき、防災訓練の

実施や防災知識の普及など、職員に対する防災教育等の実施に努める。また、災害時に備え、施設

の被害情報収集等の連絡体制を確立しておくとともに、迅速な応急復旧活動が図られるよう、活動

体制を整備する。更に、単独での応急普及活動が困難な場合に備え、電力他社等の協力が得られる

よう応援体制を確立する。 

 

第三項 通信施設の予防対策 

東日本電信電話㈱北海道事業部は、防災業務計画に基づき、防災訓練の実施や防災知識の普及な

ど、社員に対する防災教育等の実施に努める。また、災害時の電話の混雑等により防災活動に支障

をきたさないよう、重要な回線を災害時優先電話としての指定や非常用交換機等の設置体制の整備

を実施する。更に、災害時に家族や友人が安否確認等を行う際に、有効な災害用伝言ダイヤル「１

７１」の利用について、市民等への周知に努める。 

 

第四項 各交通業者施設の予防対策 

市内各交通業者は、各防災業務計画及び災害対応マニュアル等に基づき、防災訓練の実施や防災

知識の普及など、社員に対する防災教育等の実施に努める。また、災害時に備え、施設の被害情報

収集等の連絡体制を確立しておくとともに、迅速な応急復旧活動が図られるよう、活動体制を整備

する。 
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第十節 土木及び公共施設等の予防対策 

道路、橋梁及び港湾等の施設管理者や、河川、海岸施設及び、がけ地・急傾斜地等の施設管理

者、市役所、学校、児童館、体育施設、公園施設等の施設管理者は、地震などによる災害に備え、

次のような予防対策を実施する。 

 

第一項 道路・橋梁の予防対策 

1 道路及び橋梁は、災害時の避難、救援、消防活動及び物資の輸送等に重要な役割を果たす。そ

のため各施設管理者は、災害時において緊急輸送道路等を確保するため、平常時から道路及び橋

梁の整備に当たっては、耐震性能の向上に努めるものとする。 

(1) 道路防災の総点検の実施 

各施設管理者は、道路防災総点検を実施するとともに、その結果に基づき、道路の災害に

対する危険性を把握し、災害に強い道路づくりを推進する。 

2 積雪・除雪対策 

冬季に地震などによる災害が発生したときは、道路の積雪により避難活動や物資の輸送等に大

きな支障となる。各施設管理者は、平常時から路線別除雪計画に基づき、除雪作業を実施し、災

害時に備えて道路の確保を図る。 

 

第二項 港湾施設の予防対策 

稚内港は、重要港湾に指定されており、貿易や物流の拠点として位置付けられている。稚内開発

建設部は、稚内港が災害時における大量海上輸送の拠点としての機能が発揮できるよう、港湾施設

の整備を推進する。 

稚内港において、漁船等が安全に係留し水産品の荷役を行うため老朽化している岸壁(-5.0m)の改

良を進める。 

宗谷港において、荒天時の波浪による港内の擾乱を防止し、漁船等が安全に係留し水産品の荷役

を行うため、防波堤(北外)及び防波堤(北内)の整備を進める。 
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第三項 河川・海岸施設の予防対策 

風水害による浸水被害、地震による液状化被害及び市街地火災等を防止するため、市をはじめと

する各施設管理者は、市域の災害の危険性を把握し、各整備計画に基づく予防対策を推進する。 

1 市域の危険性を考慮した施設整備計画の推進 

各施設管理者は、市域の災害による危険性を把握し、地盤特性に合った施設整備を計画的に推

進していく。 

2 水辺空間の整備 

親水性豊かな空間は、市民生活に憩いと潤いを与えるとともに、消防水利の確保や洪水防止の

ための遊水地、火災発生時の避難地など、防災上重要な役割を果たす。このことから、河川・海

岸の各施設管理者は、防災に配慮した親水性の高い水辺空間の整備に努める。 

3 取水護岸の整備 

地震などによる災害時には、断水により消火栓が使用できなくなり、消火活動に支障をきたす

危険性があることから、各施設管理者は、河川や海岸の護岸から、直接消火用水を取水できるよ

うな施設整備の推進を図る。 

 

第四項 がけ地・急傾斜地等の予防対策 

ノシャップ岬から宗谷岬の間の海岸部は、崖崩れなどの土砂災害が発生する危険性がある。 

市は「急傾斜地の崩壊による災害の防止に関する法律」（昭和４４年法律第５７号）に基づき、

急傾斜地崩壊危険区域において施工する崩壊防止工や点検等の実施に伴い、円滑な事業実施のため

の協力をし、崖崩れ等の被害の防止を図る。 

1 急傾斜地崩壊危険区域における防災点検 

宗谷総合振興局稚内建設管理部は、北海道が指定した急傾斜地崩壊危険区域について、危険度

の高い地域を優先し、防災点検を行う。 

2 市民等の協力体制の確立 

がけ地・急傾斜地危険区域等に居住する市民は、常に危険に対する意識を持って急傾斜地等の

異常（亀裂、湧水、噴水、濁り水等）の早期発見に留意し、異常を発見した時は、市もしくは宗

谷総合振興局稚内建設管理部、警察等の関係機関へ通報する。 

 

第五項 公共施設の予防対策 

市庁舎、学校、児童館、体育施設、公園施設等、避難所に指定される公共施設が、地震などによ

り被災すると、利用者等の安全確保、市民等の避難及び物資の供給等に支障をきたすこととなる。 

また、防災拠点や指定避難所等が被災することにより、市民等の不安心理が急速に膨らみ、混乱

を助長するおそれがある。各施設管理者は、このような施設の安全性を確保するため、各施設の整

備計画に基づき、計画的に耐震性や防災機能の確保を図る
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第六項 危険物等災害への予防対策 

危険物等災害の発生を未然に防止するため、危険物等の貯蔵・取扱い等を行う事業者及び関係機

関は、必要な予防対策を実施するものとする。 

 

第七項 大規模な火事災害の予防対策 

市及び消防本部は、大規模な火事災害の発生を未然に防止するため、大規模な火事災害に対する

強いまちづくり、防火思想の普及、自主防災組織の育成等必要な予防対策を実施するものとする。 

 

第八項 要配慮者施設の予防対策 

  要配慮者利用施設（社会福祉施設、学校、病院等）が洪水浸水想定区域や土砂災害警戒区域、津

波災害警戒区域内にあり、稚内市地域防災計画に名称等の定めがある要配慮者利用施設の所有者又

は管理者は、水防法及び土砂災害防止法（土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に

関する法律）、津波防災地域づくりに関する法律の定めに基づき、当該要配慮者利用施設を利用し

ている者の円滑かつ迅速な避難の確保を図るため、避難確保計画を作成するとともに、避難訓練を

実施するものとする。（資料 52 「災害危険区域内の要配慮者利用施設一覧」参照） 
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第四章 災害発生後の応急対策 

第一節 市職員の動員 

市は、地震などによる災害が発生し、又は発生するおそれがあるとき、次の基準に従い職員を動

員し、迅速に応急対策を実施する。各対策部長は、災害時活動要領等を作成し、あらかじめ職員の

動員人員・配置要員について定める。 

 

第一項 初動体制の充実 

災害発生時には各種応急対策を機動的に実施するため、初動体制の構築を迅速に進める努力を続

けていく。初動体制の早期構築は、防災訓練による確認と改善を繰り返していくほか、動員指示そ

のものが、これまで以上に迅速に指令される手段についても検討を進める。 

職員は、勤務時間外においても、非常配備基準（「総則編 第二章 第二節 第二項 (3)非常配

備基準」）に達する災害の発生又は発生が予想される事態若しくは災害対策本部の設置を知った

ときは、非常配備の伝達を待つことなく、自らや家族等の安全を確保した後、直ちに勤務場所又

はあらかじめ指定された場所に自主的に参集しなければならない。 

 

配備区分 参集する人員 

〇 第１非常配備 企画総務部長、建設産業部長、生活福祉部長、土木課長、

都市整備課長、港湾空港課長、企画調整課長、教育総務課

長、総務防災課職員 

○ 第２非常配備 本部長、副本部長、本部員、課長・主幹職以上の職員、総

務防災課職員 

〇 第３非常配備 全職員 

 

第二項 窓口体制の整備 

大規模な地震などが発生し、多くの被災者が出たときは、り災証明の発行や各種手続業務に混乱

を生じないよう、留意する必要がある｡ 

市、公共職業安定所、稚内市社会福祉協議会及び日赤北海道支部は、このような手続を行う窓口

について、担当部局の役割を明確にし、窓口業務の円滑な実施を図り、被災者の生活の早期回復と

自力復興を１日でも早く実現できるよう、体制の整備を推進する｡ 

  【窓口対応の内容】 

・り災証明の発行 

・ボランティアの受入れ 

・職業の斡旋 

・災害義援金の支給 

・生活相談、心のケア 

・各種資金の貸付等の相談 
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第三項 応援要請 

市は、市域において地震などによる災害が発生し、救助・救出活動、医療活動及び食料や水の供

給等の応急対策活動において、市単独では対応することが難しいと判断したときは、被害の状況等

を報告した後、各法令、協定に基づき周辺自治体、防災関係機関及び民間企業等に対し応援を要請

し、迅速な応急対策活動の実施を図る。 

一方、周辺自治体等において災害が発生し、救助・救出活動や医療活動等の支援を要請されたと

きは、市は、被災自治体が行う応急対策活動を支援する。 
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第二節 避難救出 

災害が発生し、又は発生するおそれがある場合において、市民の生命を保護し、災害の拡大を防

止するため、必要と認める地域市民に対して安全地域への避難のための立退きを指示し、避難所を

開設するための計画は、次のとおりである。 

 

第一項 避難救出計画 

1 避難実施責任者 

避難のための立退き指示を行う責任者は、基本法その他の法律により次のように定められてい

る。 

(1) 市長 

ア 災害が発生し、又は発生するおそれがある場合に、必要と認める地域の居住者、滞在

者、その他の者に対し避難のための立退きを指示し、必要があると認めるときは立退き先

を指示するとともに、速やかにその旨を振興局長を経由して知事に報告する。また、解除

の場合は同様に報告するとともに直ちにその旨公示するものとする。（基本法第 60条） 

イ 前アの場合において、市長が立退きを指示することができない場合、警察官及び海上保

安官にその指示を要請するものとする。（基本法第 61条） 

ウ 洪水、津波又は高潮のはん濫により著しい危険が切迫していると認められるときは、必

要と認める区域の居住者又は滞在者に対し、避難のために立ち退くべきことを指示する。

この場合、警察署長にその旨を通知しなければならない。（水防法第 29条） 

(2) 警察官又は海上保安官（基本法第 61 条） 

市長が指示できないと認めるとき又は市長から要求があったときは、必要と認める地域の

居住者、滞在者、その他の者に対し、避難のための立退きの指示及び必要があると認めると

きは立退きの指示を行うものとし、その場合、直ちに市長に通知するものとする。 

(3) 警察官（警察官職務執行法第 4条） 

人の生命若しくは身体に危険を及ぼすおそれのある天災、危険物の爆発等の危険な事態が

ある場合、危害を受けるおそれのある者に対し、避難等の措置をとることができる。 

(4) 知事又はその命を受けた道の職員 

ア 洪水、津波又は高潮のはん濫若しくは地すべりにより著しい危険が切迫していると認め

られるとき、又はその可能性が大きいと判断されるときは、避難のため立退きが必要であ

ると認められる区域の居住者又は滞在者に対し立退きの指示をすることができる。（水防

法第 29 条、地すべり等防止法第 25条）また、知事（振興局長）は洪水、津波又は高潮や

地すべり以外の災害の場合においても、市が行う避難、立退きの指示について必要な指示

を行うことができる。（基本法第 72 条） 
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イ 知事（振興局長）は、災害により市がその全部又は大部分の事務を行うことができなく

なったときは、避難のための立退きの指示に関する措置を市長に代わって実施しなければ

ならない。（基本法第 60条） 

(5) 自衛隊 

災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官は、災害が発生し、又は発生しようとしている場合

において、実施すべき者がその場にいないときに限り、次の措置をとることができる。この

場合において、イからエの措置をとった場合には、直ちにその旨を市長に通知しなければな

らない。 

ア 警察官がその場にいない場合に限り、居合わせた者に対する避難の措置等（自衛隊法第

94 条） 

イ 市長若しくはその委任を受けた市の職員、警察官及び海上保安官がその場にいない場合

に限り、警戒区域の設定等（基本法第 63 条第 3項）  

ウ 市長若しくはその委任を受けた市の職員、警察官及び海上保安官がその場にいない場合

に限り、他人の土地等の一時使用及び被災工作物の除去等（基本法第 64条第 8項）  

エ 市長若しくはその委任を受けた市の職員、警察官及び海上保安官がその場にいない場合

に限り、市民等への応急措置業務従事命令（基本法第 65 条第 3項） 

2 避難指示等の区分 

避難指示等の区分については、次のように定める。 

(1) 高齢者等避難 

気象情報等に注意を払い、避難の準備を促すとともに、避難に時間を要する避難行動要支

援者などが事前に避難するための目安となる情報をいう。 

(2) 避難指示 

被災の危険が目前に切迫しているなど、事前避難のいとまがない場合に至近の安全な場所

に緊急に避難するよう強く促す行為をいう。ただし、避難行動をとることでかえって危険が

及ぶおそれがある場合は、屋内での安全確保を呼びかける。 

3 避難指示等の基準は次の通りとする 

(1) 高齢者等避難 

ア 大雨警報（土砂災害）が発表されたとき。 

イ 避難の準備又は事前に避難する必要があると認められるとき。 

(2) 避難指示 

    ア 津波注意報、津波警報及び大津波警報が発表されたとき。 

イ 土砂災害警戒情報が発表され、さらに記録的短時間大雨情報が発表されたとき又は、避

難を要すると判断されるとき 

ウ 災害が発生する等、被害の危険が目前に切迫しているとき。 

エ 近隣で災害前兆現象が発見される等、事前に避難を要すると判断されたとき。 
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4 避難指示等の伝達方法 

市民への伝達は、総務対策部災害対策班が行い、伝達する内容及び方法は次のとおりである。 

(1)  指示事項 

ア 避難先 

イ 避難指示の理由 

ウ 避難対象区域 

 (2) 伝達方法 

次に掲げるもののうち、災害の状況及び地域の実情に応じ、最も迅速かつ的確に伝達でき

る方法により伝達するものとする。なお、場合によっては二つ以上の方法を併用するものと

する。 

ア ラジオ、テレビ放送等による伝達 

a 緊急告知防災ラジオを自動起動し、市または消防署から直接ＦＭラジオに割り込み放送

を行う。 

b 北海道防災情報システムを利用し、Lアラート（災害情報共有システム）により各マス

メディアに対し一斉伝達を行う。 

イ 電話による伝達 

ウ 広報車による伝達 

エ 伝達員による個別伝達 

避難指示等を発令した時が、夜間、停電時、風雨が激しい場合等全家庭に対する完全周

知が困難であると予想されるときは、消防団員等で班を編成し個別に伝達するものとす

る。 

オ 町内会又は自主防災組織による伝達 

カ 稚内市防災情報メール配信サービスによる伝達 

キ 緊急速報メール 

(3) 避難の方法 

ア 避難は、避難者自ら行うことを原則とする。 

イ 町内会は避難行動要支援者を支援する。 

 

第二項 避難誘導の実施 

1 避難誘導者 

避難者の誘導は、市、消防署、消防団、警察官、自主防災組織等が協力して行うものとする。 

2 避難誘導者の安全確保 

市（総務対策部災害対策班）は、避難者の誘導を行う者の安全確保について十分に配慮する。 
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第三項 避難所の開設・運営 

1 避難所の開設・運営 

市は、避難指示等の発令があったときなどに避難所を開設し、避難者が生活再建を始めるため

の拠点として、最低限の生活支援を実施する。 

(1) 生活場所の提供 

(2) 水・食料及び物資の提供 

(3) トイレなどの衛生的環境の提供 

(4) 生活情報及び再建情報の提供 

2 道（宗谷総合振興局）に対する報告 

避難指示等を市長が発令したときは、発令者、発令日時、避難の事由、避難の対象区域、区域

人員及び避難先を記録するとともに、知事（振興局長）に対しその旨報告する。（市長以外の者

が発令したときは市長経由） また、収容避難所を開設したときは次の事項を知事にその旨報告

する。 

(1) 収容避難所開設の日時、場所及び施設名 

(2) 開設期間の見込み 

(3) 収容状況、収容人員 

(4) 炊出し等の状況等 

 

第四項 避難所の統合及び廃止 

災害の状況、収容している避難者数及び電気・ガス・水道等のライフライン施設等の復旧状況に

応じて、避難所を統合又は廃止する。 
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第五項 警戒区域の設定 

警戒区域の設定について、設定権者、設定の目的及び要件については、次のとおりである。 

 

警戒区域の設定 

を実施する者 
設定の目的及び要件 根拠法令 

市 長（各対策部） 

市民の生命又は身体に対する危険を防止

し、市民の安全を確保するため、必要があ

ると認めるとき 

基本法第 63 条 

消防吏員 

消防団員 

消防、水防活動の実施のため、警戒区域の

設定の必要があると認めるとき 

消防法第 28 条 

水防法第 21 条 

警察官 海上保安官 

自衛官 

市長（市職員）が現場にいないとき、又は

その要求があったとき 
基本法第 63 条 
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第三節 応急措置 

市の区域に災害が発生し、又は発生するおそれがある場合は、関係法令及び本計画の定めるとこ

ろにより市長、消防長及び防災に関係ある施設の管理者は所要の措置を講じ、また、市長は必要に

より道及び他の市町村、関係機関等の協力を求め応急措置を実施する。 

1 応急措置の実施責任者 

 法令上実施責任者として定められている者は、次のとおりである。 

(1) 知事（基本法第 70条） 

(2) 警察官及び海上保安官（基本法第 63 条第 2項） 

(3) 災害派遣を命ぜられた部隊等の自衛官（基本法第 63 条第 3 項） 

(4) 指定行政機関及び指定地方行政機関の長（基本法第 77条） 

(5) 指定公共機関及び指定地方公共機関（基本法第 80条） 

(6) 市長、市の委員会又は委員、公共的団体及び防災上重要な施設の管理者等（基本法第 62

条） 

(7) 水防管理者（市長）、消防機関の長（消防長）等（水防法第 17条及び 24条） 

(8) 消防長又は消防署長等（消防法第 29 条等） 

2 市の実施する応急措置 

(1) 警戒区域の設定（基本法第 63条第 1項）  

市長は災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合において、人の生命又は身体

に対する危険を防止するため特に必要があると認めるときは、警戒区域を設定し、災害応急

対策に従事する者以外の者に対して当該区域への立入りを制限し、若しくは禁止し、又は当

該区域からの退去を命ずることができる。 

(2) 応急公用負担の実施 

市長は、本市の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合におい

て、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、本市区域内の他人の土地、

建物その他の工作物を一時使用し、又は土石、竹木その他の物件を使用し、若しくは収用す

ることができる。（基本法第 64 条第 1項） 

この場合、速やかに土地建物等の占有者、所有者等に対し、必要事項を通知しなければな

らない。（基本法施行令第 24条） 

(3) 災害現場の工作物及び物件の除去並びに保管等の実施（基本法第 64条第 2項） 

市長は、本市の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合におい

て、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、現場の災害を受けた工作物

又は物件で当該応急措置の実施の支障となるものの除去その他必要な措置をとることができ

る。 

なお、この場合において、工作物等を除去したときは、市長は当該工作物等を保管しなけ

ればならない。 
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(4) 他の市町村長等に対する応援の要求等（基本法第 67 条第 1項、第 2項） 

ア 市長は、本市の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要

があると認めるときは、他の市町村長等に対し、応援を求めることができる。この場合に

おいて応援を求められた市町村長等は、正当な理由がない限り、応援を拒んではならな

い。 

イ 上記の応援に従事する者は、応急措置の実施については、市長の指揮の下に行動するも

のとする。 

(5) 知事に対する応援の要請等（基本法第 68 条第 1項） 

市長は、本市の地域に係る災害が発生した場合において、応急措置を実施するため必要が

あると認めるときは、知事に対し応援を求め、又は応急措置の実施を要請することができ

る。 

(6) 市民等に対する緊急従事指示等 

ア 市長は、本市の地域に係る災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合におい

て、応急措置を実施するため緊急の必要があると認めるときは、本市区域内の市民又は当

該応急措置を実施すべき現場にある者を当該応急措置の業務に従事させることができる。

（基本法第 65条第 1項） 

イ 市長及び消防長は、水防のためやむを得ない必要があるときは、本市区域内に居住する

者又は水防の現場にある者をして水防に従事させることができる。（水防法第 24 条） 

ウ 消防吏員又は消防団員は、緊急の必要があるときは、火災の現場付近に在る者を消火若

しくは延焼の防止又は人命の救助その他の消防作業に従事させることができる。（消防法

第 29条第 5項） 

エ 救急隊員は、緊急の必要があるときは、事故の現場付近にある者に対し、救急業務に協

力することを求めることができる。（消防法第 35条の 10 第 1 項） 

(7) 応急措置の業務に従事した者に対する損害補償 

市長は、前号アにより、本市区域内の市民又は応急措置を実施すべき現場にある者を応急

措置の業務に従事させた場合において、当該業務に従事した者がそのため死亡し、負傷し、

若しくは疾病にかかり、又は障害の状態となったときは、その者又はその者の遺族若しくは

被扶養者がこれらの原因によって受ける損害を補償しなければならない。（基本法第 84条

第 1項） 

3 救助法適用の場合 

救助法適用の場合は、次のとおりである。 

(1) 実施責任者 

救助法による救助は、知事が行う。市長は、知事が行う応急救助活動を補助するものであ

るが、災害救助法施行規則（昭和 30 年北海道規則第 142 号）により委任された職種の一部

については、自らの判断と責任において、救助を実施するものとする。 
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(2) 救助法の適用基準 

災害救助法施行令（昭和 22 年政令第 225 号）第 1条第 1号に定められるところにより、

次のいずれかに該当する災害の場合に適用。 

ア 住宅が滅失した世帯数が下記に該当する場合 

被害区分 

市町村の人口 
市単独の場合 

被 害 が 相 当 

広範囲な場合 

(2,500 世帯以上) 

被害が全道にわたり 12,000

世帯以上の住家が滅失した場

合等 

稚  内  市 

(30,000 人以上 50,000 人未

満) 

住家滅失世帯数 住家滅失世帯数 

60 30 

市の被害状況が特に救助を必

要とする状態にあると認めら

れたとき 

 

a 住家被害の算定基準 

①  滅失……全壊、全焼又は流失した世帯のことをいう。 

 損壊、焼失又は流失した部分の床面積が、その住家の延面積の 70％以上に達した程

度のもの、又は、住家が改築しなければ居住できない状態をいう。 

② 半壊、半焼……2世帯で滅失 1世帯に換算する。 

損壊又は焼失した部分の床面積がその住家の延面積の 20％以上 70％未満であって、

その部分の修理を行うことによって住家として使用できる程度をいう。 

③ 床上浸水……3世帯で滅失 1世帯に換算する。 

床上浸水、土砂のたい積等により一時的に居住することができない状態をいう。 

b 世帯の判定 

① 生計を一にしている実際の生活単位をいう。 

② 会社又は学生の寮等は、各々が独立した生計を営んでいると認められる場合、個々

の生活実態に即し判断する。 

イ 多数の者が生命又は身体に危害を受け、又は受けるおそれが生じた場合。 

4 救助法の適用手続 

(1) 市 

市長は、災害が発生し、又はまさに発生しようとしている場合で、応急措置、災害応急対

策を行う必要があると認めるときは、知事に対し、災害派遣の要請をするよう求めることが

できる。さらに、基本法第 68条により市長は、知事に対する要求ができない場合には、災

害の状況などを防衛大臣又は大臣が指定する者に通知することができる。 

ア 災害発生の日時及び場所 

イ 災害の原因及び被害の状況 

ウ 法の適用を要請する理由 

エ 法の適用を必要とする期間 

オ 既に執った救助措置及び今後の救助措置の見込み 
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カ その他必要な事項 

(2) 宗谷総合振興局 

振興局長は、市長からの報告又は要請に基づき、災害救助法を適用する必要があると認め

たときは、直ちに適用（告示）することとし、その旨を市長に通知するとともに知事に報告

するものとする。 

(3) 道 

知事は、振興局長から災害救助法の適用について報告があった場合は、内閣総理大臣に報

告しなければならない。 

5 救助の種類、市長への委任 

救助の種類は次のとおりであり、その実施が市長に委任されている。ただし、(2)、(10)及び

(15)については、市長は事前に知事（振興局長）の承認を得なければならない。 

(1) 避難所の設置 

(2) 応急仮設住宅の設置 

(3) 炊き出しの実施 

(4) 食品の供与 

(5) 飲料水の供給 

(6) 被服、寝具その他生活必需品の給与又は貸与 

(7) 医療 

(8) 助産 

(9) 災害にかかった者の救出 

(10) 災害にかかった住宅の応急修理 

(11) 学用品の給与 

(12) 埋葬 

(13) 遺体の捜索 

(14) 遺体の処理 

(15) 障害物の除去 

6 救助に必要とする措置 

知事は、救助を行うため必要とする場合における関係者に対する従事命令、協力、物資の収

用、立入検査等をその緊急の限度においてそれぞれ救助法、同施行令、同施行規則並びに同細則

の定めにより実施するものとし、市長は、これらの措置を必要とする場合、その必要とする理

由、期間その他必要な事項を明らかにして、知事に対し要請するものとする。 

(1) 救助業務従事命令（救助法第 7条第 1項及び第 2項、同施行令第 4 条）  

知事は救助を行うために特に必要があると認めるとき、若しくは主任大臣の命令を実施す

るため必要があると認めるときは、次の者を救助に関する業務に従事させることができる。 

ア 医師、歯科医師又は薬剤師 
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イ 保健師、助産師、看護師、准看護師、診療放射線技師、臨床検査技師、臨床工学技士、

救急救命士又は歯科衛生士 

ウ 土木技術者又は建築技術者 

エ 大工、左官又はとび職 

オ 土木業者又は建築業者及びこれらの者の従業者 

カ 地方鉄道業者及びその従業者 

キ 軌道経営者及びその従業者 

ク 自動車運送事業者及びその従業者 

ケ 船舶運送業者及びその従業者 

コ 港湾運送業者及びその従業者 

(2) 救助業務への協力命令（救助法第 8条）  

知事は、救助を必要とする者及びその近隣の者を救助に関する業務に協力させることがで

きる。 

(3) 保管命令等（救助法第 9条、同施行令第 6条） 

知事は救助を行うために特に必要があると認めるとき、若しくは主任大臣の命令を実施す

るため必要があると認めるときは、病院、診療所、助産所、旅館及び飲食店を管理し、土

地、家屋若しくは物資を使用し、物資の生産、集荷、販売、配給、保管もしくは輸送を業と

する者に対して、その取り扱う物資の保管を命じ、又は物資を収用することができる。 

(4) 従事命令等の実施 

知事等が従事命令等を発し救助を実施する場合は、公用令書その他所定の定めにより実施

する。 

7 救助の期間、費用の限度 

    それぞれの救助の種類により、救助法施行細則の定めるところによる。 

8 費用の請求及び書類の整備 

(1) 市長が委任を受けた救助を実施した場合、その費用は市において一時繰替支弁しなければ

ならない。ただし、救助を迅速に実施するため特に必要がある場合は、知事（振興局）にそ

の旨を申し出、概算払いで受けることができる。 

(2) 市長は、費用を請求しようとするときは、請求書及び証拠書類の謄本を知事（振興局）に

提出しなければならない。また、概算払いとするときは、資料編｢資料 47 様式 4｣の救助費

概算払申請書を振興局長に提出しなければならない。 
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第四節 医療 

災害のため地域の医療機関の機能が失われ、又は著しく不足し、若しくは医療機関が混乱した場

合における医療及び助産の実施については、以下に定めるところによる。 

救助法が適用された場合における医療、助産は、知事及び知事の委託を受けた日本赤十字社北海

道支部が実施する。一方、救助法が適用されない場合の医療、助産は、市長（医務対策部医療班）

が実施する。これらについては、一般社団法人宗谷医師会と緊密な連絡協議のもとに実施するもの

とする。 

1 市 

市長は、災害により応急医療を必要とする場合、次により医療救護活動を実施するものとす

る。 

(1) 救護所を開設するとともに医務対策部を主体に救護班を編成し実施する。 

(2) 医務対策部において救護班を編成することが困難な場合又はその診療能力を超える場合に

おいては、宗谷医師会長及び稚内歯科医師会長に対し救急医療班の編成及び派遣を要請し、

応急医療に当たるものとする。 

(3) 必要に応じ、道その他の関係機関に協力を要請する。 

2 道 

救助法が適用された場合、又は市から医療救護に関する協力要請があった場合で必要と認めた

場合は、救護所を設置する。また、道立医療機関の所属医師等により編成する救護班を派遣する

とともに、必要に応じて災害拠点病院及び協力機関等に救護班の派遣を要請する。 

(1) 日本赤十字社北海道支部 

道の要請に基づき、赤十字病院の救護班を派遣し、医療救護活動を行う。 

(2) 災害拠点病院 

北海道では、災害時における地域医療の拠点となるべく病院を災害拠点病院と位置づけ指

定しており、その役割及び本地域における指定病院は次のとおりである。 

ア 指定病院 

区分 医療圏名 病院名 電話番号 

基幹災害医療センター 全道域 札幌医科大学付属病院 011－611－2111 

地域災害医療センター 宗谷 市立稚内病院    23－2771 

 

イ 業務 

a 道の要請に基づき救護班を派遣し、医療救急活動を行う。 

b 被災患者を収容するとともに、医薬品・医療材料等の応急用資材の貸出等により地域の

医療機関を支援する。 

 

第一項 医療及び助産の対象者とその把握 

1 対象者 
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医療及び助産の対象者は、医療を必要とする状態にあるにもかかわらず災害のため医療の途を

失った者及び災害の発生日前後 7日以内の分べん者で災害のため助産の途を失った者とする。 

2 対象者の把握 

対象者を発見した場合、所管のいかんを問わず、できる限り正確かつ迅速に本部長に通知する

ものとする。通知を受けた本部長は、直ちに救護に関し医師、助産師等の派遣要請、救護所の開

設、患者の救急輸送、通信連絡の確保、医療資機材の確保、手配等必要な措置を講ずるよう関係

部、班に指示するものとする。 

 

第二項 医療救護活動の範囲 

医療救護活動は、原則として市又は道が設置する救護所において、医師、看護師その他の要員に

より組織した救護班によって実施するものとし、その活動の範囲は次のとおりとする。 

1 トリアージ（治療の優先順位による患者の振り分け）  

2 傷病者に対する応急処置及び医療 

(1) 診察 

(2) 薬剤又は治療材料の支給 

(3) 処置、手術その他の治療及び施術 

(4) 病院又は診療所への収容 

(5) 看護 

3 傷病者の医療機関への転送の要否及び転送順位の決定 

4 助産救護 

(1) 分べんの介助及び分べん前後の処置 

(2) 脱脂綿、ガーゼ、その他衛生材料の支給 

 

第三項 医療救護所の設置 

地震などによる災害が発生し、指定避難所が開設されたときは、必要に応じて指定避難所等に、

医療救護所を設置する。医療応急救護所は原則として、指定避難所のうち中学校を使用し、負傷者

の応急手当及び助産活動を行う。 

また、大規模な災害が発生し、多数の負傷者が発生したときは、避難指示等が発令され、指定避

難所が開設された直後から医療救護所に患者が殺到することが予想されるため、トリアージ（治療

の優先度の判定）を実施し、重症と考えられる患者については、応急手当後、最寄りの医療機関へ

搬送する。 

また、被災者のニーズ等に的確に対応した健康管理を行うため、保健師等による保健指導及び栄

養指導を実施する。 

(1) 負傷者の応急手当 

(2) 重症患者の搬送 
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(3) 助産活動 
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第四項 医療班の派遣 

市（医務対策部）は、被害状況から必要と認めるときは、宗谷医師会に対し医療班の派遣を要請

する。 

宗谷医師会は、派遣要請を受けたときは、迅速に医療班を派遣し、災害現場において円滑な医

療・救護活動の実施を図る。 

1 要請方法 

宗谷医師会に対して出動を要請する場合、次の項目を通知して行うものとする。 

(1) 災害発生の日時、場所、原因及び状況 

(2) 出動の時期及び場所 

(3) 出動を要する人員及び資機材 

(4) その他必要な事項  

2 救急医療班の編成基準及び業務内容 

 医療班の構成基準（医師、看護師、事務職員等）は、宗谷医師会長の定めるところによる。 

 

第五項 医薬品・医療資機材の確保 

市、日赤北海道支部及び宗谷医師会は、災害時の医薬品、医療資機材の調達を行うときは、市内

の医療機関からの一時借入及び市内等の販売業者からの購入等により行う。なお、市（市民生活対

策部、医務対策部）が医薬品等の確保が困難なときは、近隣市町村長及び宗谷総合振興局保健環境

部保健行政室に協力を要請する。 

 

第六項 患者の移送 

重症患者等の医療機関への搬送は、原則として稚内地区消防事務組合稚内消防署が実施するが、

道路の破損などにより搬送が困難な場合、又は緊急を要する場合は、知事に対しヘリコプターの出

動を要請するものとする。 

 

第七項 関係機関の応援 

 市長は、災害規模に応じ知事（振興局長）に対し次の事項について関係機関に応援を求めるもの

とする。 

(1) 医療班の支援（日赤救護班、国立・道立病院等） 

 災害発生時においては、災害派遣医療チーム（DMAT）及び災害派遣精神医療チーム

（DPAT）、 

それ以降については日本医師会災害医療（JMAT）の派遣要請を行うものとする。 

(2) 患者の移送（自衛隊、道） 

 

第八項 メンタルヘルス対策 



基本対策編第四章 災害発生後の応急対策 

157 

市は、医務対策部の協力を得て、避難所等に災害の状況に応じて、メンタルヘルスの相談窓口を

設置し、被災者の精神的な動揺や不安に対して相談に応じ、被災者の精神的な負担の軽減を図る。 

 

第九項 医療救護活動実施の記録 

  医療救護活動を実施した時は、次により記録しておかなければならない。 

(1) 救助実施記録日計表       (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 救助の種目別物資受払状況 (資料編｢資料 46 様式 7｣) 

(3) 救護班活動状況           (資料編｢資料 46 様式 19｣) 

(4) 病院診療所医療実施状況  (資料編｢資料 46 様式 20｣) 

(5) 助産台帳                 (資料編｢資料 46 様式 21｣) 

 

第十項 費用の限度及び期間 

救助法の定めに準じて行う。 
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第五節 行方不明者の捜索及び遺体の収容並びに埋葬 

地震などによる災害が発生したときは、情報の混乱等により、安否確認や行方不明者捜索に支障

をきたすおそれがある。市、防災関係機関、自主防災組織等は、正しい情報の収集に努め、安否確

認や行方不明者の捜索を行うとともに、遺体が発見されたときは必要な措置を行う。 

 

第一項 安否の確認と行方不明者の捜索 

地震などによる災害が発生したときは、障がい者データベース、介護予防システム（高齢者情

報）緊急通報装置、避難所の避難者リスト等に基づき、障がい者・高齢者等の避難行動要支援者に

対して、積極的に安否の確認を行う。 

一般市民の行方不明者については、市が稚内警察署に協力を要請し、稚内警察署が行方不明者捜

索の受付窓口を開設し、行方不明者リストの作成と捜索を実施する。 

自主防災組織は、地域の避難行動要支援者に対して安否の確認を行い、行方不明者等に関する情

報を警察署等へ連絡する。市民が安否確認を行うときは、災害用伝言ダイヤル１７１を利用する。 

また、市は、安否に関する情報を総括し、報道機関や広報紙等により、市民等へ情報を提供す

る。 

なお、被災者の家族及び親族から照会があったときは、「基本災害対策編第五章第一節第四項 

安否情報の提供」により回答する。 

項 目 担当部局等 

避難行動要支援者の安否確認 市 

一般市民の行方不明者の捜索 稚内警察署 

 

第二項 遺体の収容・処理・埋葬等 

1 遺体の収容処理 

(1) 対象者 

災害による社会混乱のため、遺族等が遺体識別のための洗浄、縫合、消毒の処置、遺体の

一時保全あるいは検案を行うことができないもの。 

(2) 処理の方法 

遺体を発見したときは、速やかに警察官に届け出、検視後、次により処理するものとす

る。 

ア 身元が判明しており、かつ遺族等がいる場合は遺体を引き渡す。 

イ 身元が判明しない場合、又は遺族等により身元確認が困難な場合、又は引取人がいない

場合は、市（市民生活対策部救護班、ただし検案については医務対策部医療班）が実施す

る。 

a 遺体の識別のため必要な処置 

遺体の洗浄、縫合、消毒等の処置を行い、写真撮影等により身元確認の措置をとる。 
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b 遺体の一時保存 

遺体の身元識別のため相当の時間を必要とし、また、死亡者が多数のため短時間に埋葬

できない場合は、遺体を特定の場所（市内の寺院、公共施設又は公園等遺体の収容に適当

な場所）を選定し、埋葬の処理を行うまでの期間保存する。 

2 遺体の埋葬等 

(1) 対象者 

災害時の混乱の際に死亡した者で、災害のため遺族が埋葬等を行うことが困難なものに対

し、応急的に市において埋葬又は火葬を行う。 

(2) 処理の方法 

ア 遺体の埋葬等に際し、骨つぼ及び骨箱又は棺については遺族に支給する等現物支給をも

って行うものとする。 

イ 身元不明の遺体については、警察その他関係機関に連絡し、埋葬等を行うべきか指示を

仰ぐ。 

ウ 埋葬等を市において行うことが困難なときは、関係機関の協力を得て行うものとする。 

(3) 火葬場の現況 

火葬場名 所 在 地 火葬炉 電話番号 

稚内聖苑 サラキトマナイ 3 基 34-2447 

 

3 他市町村から漂着した遺体の処理 

被災した他市町村より漂着した遺体については、次のとおり処理するものとする。 

(1) 遺体の身元が判明している場合 

死亡した者の遺族等又は被災地域の市町村長に連絡のうえ、引き渡すものとする。ただ

し、被災地域が災害発生直後においては、災害による社会混乱のためその遺族等が直ちに引

き取ることができない場合には、市において処理するものとする。 

(2) 遺体の身元が判明していない場合 

ア ある一定地域に災害が発生してから短期間に多数の遺体が漂着した場合は、遺体の身元

が判明した場合と同様に処理するものとする。 

イ 遺体の身元が判明せず、かつ、被災地から漂流してきた遺体であることが推定できない

場合は、市長が行旅病人及び行旅死亡人取扱法（明治 32 年法律第 93号）の規定により処

理するものとする。 
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第三項 実施状況の記録 

行方不明者の捜索及び遺体の収容処理並びに埋葬計画を実施した時は、次により記録しておかな

ければならない。 

1 行方不明者の捜索 

(1) 救助実施記録日計表     (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 救助の種目別物資受払状況  (資料編｢資料 46 様式 7｣) 

(3) 遺体の捜索状況記録簿    (資料編｢資料 46 様式 22｣)  

2 遺体の収容処理 

(1) 救助実施記録日計表     (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 遺体処理台帳        (資料編｢資料 46 様式 23｣)  

3 遺体の埋葬等 

(1) 救助実施記録日計表     (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 埋葬等台帳         (資料編｢資料 46 様式 24｣) 
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第六節 生活の救援対策 

災害発生時は、電気・ガス・水道等のライフラインや流通機能の低下が予想されるため、応急給

水や救援物資等を供給するなど生活救援活動を実施する。 

市、稚内市社会福祉協議会、日赤及び関係機関は、全国から寄せられる義援金や救援物資等の受

入を行うとともに、速やかに被災者に支給するなど、円滑な生活救援活動の実施を図る。 

市は、被災者の生命の維持を確保するため、応急給水等を実施するが、市独自の給水が困難なと

きは、各協定や自衛隊の応援による給水活動を実施する。 

市は、仮設トイレの設置や避難所等における防疫・環境対策を実施し、衛生環境の改善を図る。 

 

災害発生 

        

 ライフライン機能の低下   流通機能の低下 

        

飲料水・食料等の 

確保が困難 
 

水洗トイレの使用不

可等衛生問題の悪化 
 

日用品の 

確保が困難 

        

備蓄・救援物資の 

支給 
 仮設トイレの設置等  

全国からの 

救援物資の供給 

        

炊き出しの開始  
消毒など 

防疫活動の実施 
 

日赤による 

日用品の供給等 

        

被災者の生活維持 

 

 

第一項 応急給水 

市は、地震などによる災害が発生したとき、水道施設が被災し、飲料水・生活用水の確保が困難

となった被災者に対し、生命の維持、健康の確保のため、応急給水を実施する。 

また、市は、必要に応じて自治体等との応援協定、基本法や自衛隊法に基づく応援要請等によ

り、円滑な応急給水を実施する。 

1 応急給水体制の整備と応援要請の実施 

市は、被災者の生命を維持するため、迅速に応急給水体制をとり、円滑な応急給水を実施す

る。 

また、災害の状況により、市独自の給水が困難なときは、各協定に基づき給水応援要請を行

う。 

2 給水資機材の確保 

市は、給水に必要な給水資機材を確保し、迅速な応急給水活動の実施を図る。 
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3 給水方法 

  市は、必要に応じ、給水工事指定店等に協力を求め応急給水を実施するものとする。なお、市

において飲料水の確保が困難な場合には、近隣市町村に応援を要請して供給を受けるものとす

る。 

項 目 取水・給水の方法 備 考 

取 水 直接取水 
・配水管が破損し給水できないときは、浄水場から

の取水を基本とする。 

給 水 

市による搬送給水 
・基本とする給水方法。給水車及び給水容器をもっ

て実施する。 

他の自治体・自衛隊による給水 
・日本水道協会北海道支部の応援協定に基づく応急

給水や自衛隊による搬送給水等により実施する。 

消火栓を利用した給水 
・特定地域の水道施設が破損して使用できないとき 

は、消火栓に応急仮設給水栓を取り付けて給水す

る。 

浄水装置による給水 
・搬送その他の方法による給水が困難であり、付近 

に利用可能な水源があるときは、浄水装置の確保等 

により給水する。 

 

4 給水場所・時間等の広報 

災害時における応急給水の実施にあたっては、給水場所、時間について、報道機関、広報車の

巡回により市民等に事前に周知するよう努める。 

(1) 給水資機材       （資料編「資料 30」） 

(2) 水道施設         （資料編「資料 31」） 

(3) 配水池保有水量   （資料編「資料 32」） 

5 目標応急給水量（1人 1日給水量） 

災害時においても、可能な限り多くの水を供給するよう努めなければならないが、水道施設の

被害状況及び応急給水体制によっては供給量が制限され、また、時間の経過とともに都市機能の

回復などにより、市民からの要求量は増加していく。目標給水量を次のとおり設定する。 

「目標応急給水量」 

経過日数 給水量 備 考 

災害発生後 3日間 3 ㍑／人／日 
この期間は混乱しており、当面の飲料水を確保すること

を優先し、運搬給水などにより対応する。 

災害発生後 4～10 日 20 ㍑／人／日 

混乱期も沈静化し、市民も飲料水だけでなく生活用水も

求めてくる。配水本管及び支管の復旧に伴い、断水人口

が減少する。 

災害発生後 11 日以降 
100 ㍑／人／

日 

配水小管の復旧により、給水管被災家屋を除き通常給水

に復帰する。 

 

6 応急給水優先順位 

目標給水量に応じた応急給水を実施するが、水道施設の被害状況などによっては、制限される

ことも予想されるため、次の優先順位で実施する。 
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「応急給水先の順位」 

順位 給 水 先 備 考 

１ 
医療機関、福祉施設（老人ホームな

ど） 

必要に応じて、受水槽の有無と病床数など

で更に細分化する。独居老人世帯などへの

配慮 

２ 災害対策関係機関  

３ 収容避難所  

４ その他 飲食店、浴場等 

 

7 水道施設の整備 

震災に備え導水管の複線化や給水を容易にできるよう耐震性貯水槽及び浄水装置等の整備に努

めるものとする。 

8 水道施設の応急復旧 

応急給水栓、消火栓及び医療用施設等民生安定と緊急を要するものから優先的に行うものとす

る。 

9 応援の要請 

市長は、自ら飲料水の供給を実施することが困難な場合は、日本水道協会北海道支部、自衛

隊、北海道又は他市町村へ飲料水の供給又はこれに要する要員及び給水資機材の応援を要請する

ものとする。 

10 給水の記録 

応急給水を実施した場合は、次により記録しておかなければならない。 

(1) 救助実施記録日計表      (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 救助の種目別物資受払状況     (資料編｢資料 46 様式 7｣) 

(3) 飲料水の供給簿           (資料編｢資料 46 様式 18｣) 

11 費用の限度及び期間 

救助法の定めに準じて行うものとする。 

 

 【資料参考】 

  ・日本水道協会 北海道地方支部 災害時相互応援に関する協定 

 

第二項 食料の供給 

災害のため食料確保が困難となった者に対し食料の供給を迅速に実施する。ただし、救助法が適

用された場合は、知事の委任を受けて市長が実施する。 

学校給食の委託業者、食料供給協定の締結業者などと連携を取り、パンや弁当などの食料を確保

し、被災者等に配布する。 
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また、被災地において応急作業に従事している班員の食糧供給については、総務対策部職員班及

び災害対策班が実施する。 

1 供給の対象者 

災害時における応急的な食料供給の対象者は、次のとおりとする。 

(1) 指定避難所へ避難している被災者 

(2) 家屋の被害により、自炊ができない者 

(3) 災害応急対策に従事している者 

(4) その他市長が必要と認めた者 

2  供給の期間 

原則として指定避難所が開設された直後から廃止されるまでの期間について、食料の供給を実

施する。 

3 供給の方法 

(1) 炊出しによる供与 

炊出しは、必要に応じ市民組織に協力を求め、材料を調達し、主食及び副食を調理して配

分する。炊出しに使用する施設は、避難所に指定されている施設を利用するものとするが、

不足する場合又は施設が被災等で使用不能の場合には、仕出し業者、宿泊施設等、市内の炊

出し可能な施設に協力を求めるものとする｡ 

(2) その他による供与の方法 

市において直接炊出しすることが困難な場合で、米飯提供業者等に注文することが実情に

即すると認められるときは、炊出しの基準等を明示して購入したものを提供する。 

(3) 炊出しに至るまでの措置 

炊出し実施に至るまでの応急措置として、又は上記(1)及び(2)の方法によりがたい場合の

措置として、弁当、即席メン、パン、缶詰等、調理の必要がないものを市内の業者等から調

達して配分するものとする。 

4 食料の確保 

食料の調達は、次のとおり行うものとし、政策調整対策部企画財政班が担当する。災害発生後

３日間の食料は、市民による家庭内備蓄と行政備蓄、流通備蓄（アルファ化米等）とする。４日

目以降については、協定業者から調達した食料、全国各地からの救援物資、又はボランティアに

よる炊き出しにより、平常時に食べなれている食料の確保を図る。 

(1) 米穀 

災害が発生した場合又はそのおそれがある場合で、炊出し等の給食に米穀を必要とする場

合は、市内の業者から調達するものとするが、応急用米穀を市内で確保できないときは、そ

の確保について振興局長を通じて知事に要請するものとする。 

なお、救助法が適用された場合の政府米の引き渡し手続きについては、農林水産省が別に

定めるところによる。 
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(2) 副食及び調味料 

副食、調味料調達は、市内の小売業者又は卸売業者から購入して行うものとするが、市内

における調達が不可能であり、又は必要数量を満たし得ない場合にあっては、振興局を経由

して知事に対しその斡旋を要請する｡ 

(3) 乳児対策 

人工栄養を必要としその確保が困難な乳児に対しては、実情に応じて市内業者から調達し

て支給するものとする。 

時系列 食料の推移 物資種別 

災害発生後

１日間 

・家庭内備蓄食料 

・市の備蓄食料 

・アルファ化米、乾パン等 

・インスタント食品 

・その他、最低限、飢えをしのぐことのでき

る食品 

災害発生後

２日目以降 

・協定業者から提供される食料 

・全国各地からの救援物資 

 

・おにぎり、パン 

・弁当 

・その他、暖かく食べやすい食品 

※ 乳幼児や高齢者に対しては、粉ミルクや軟らかく食べやすい食品を用意する。 

5 要配慮者への配慮 

食料の供給にあたって、幼児、高齢者及び障がい者等の要配慮者に配慮するものとする。 

6 炊出し実施状況の記録 

炊出しを実施した場合、各現場責任者は、次によりその状況を記録しておかなければならな

い。 

(1) 救助実施記録日計表             (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 救助の種目別物資受払状況          (資料編｢資料 46 様式 7｣) 

(3) 炊出し給与状況                (資料編｢資料 46 様式 10｣) 

 

第三項 生活必需品の供給 

地震などによる災害が発生したときは、被災者や応急災害対策活動に従事している者、災害のた

め生活必需品の確保が困難になった者に対し、毛布や食器などの生活必需品を供給する。 

また、日本赤十字社北海道支部稚内市地区は、災害の状況に応じて、日用品や毛布等の生活必需

品の供給を実施する。 

1 供給の対象者 

災害時における応急的な生活必需品供給の対象者は、次のとおりとする。 

(1) 指定避難所へ避難している被災者 

(2) 家屋の被害により、生活必需品の確保が困難な者 

(3) 災害の応急対策に従事している者 

(4) その他市長が必要と認めた者 

2 供給品目 

供給品目は、概ね、次のとおりとする。 
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(1) 寝具（タオルケット、毛布、布団等）  

(2) 外衣（洋服、作業衣、子供服等）  

(3) 肌着（シャツ、パンツ等）  

(4) 身の回り（タオル、靴下、サンダル、傘等）  

(5) 炊事道具（炊飯器、鍋、包丁、ガス器具等）  

(6) 食器（茶碗、皿、箸等）  

(7) 日用品（石けん、歯ブラシ、歯磨き粉、トイレットペーパー等）  

(8) 光熱材料（マッチ、プロパンガス等）  

3 供給の期間 

 指定避難所が開設された直後から廃止されるまでの期間について、生活必需品の供給を実施す

る。 

4 給与又は貸与の方法 

(1) 地区取扱責任者の決定 

給与及び貸与物品の取扱いを適正に行うため、地区毎に取扱者及び取扱責任者を置くもの

とし、取扱者に民生委員、また取扱責任者に町内会長を充てるものとする。 

(2) 物資購入（配付）計画に基づく実施 

物資購入の際作成する、物資購入（配分）計画表に基づき、世帯単位に行うものとする。 

5 生活必需品の確保 

市が配布する生活必需品は、協定業者から調達した品物や全国各地からの救援物資により確保

を図る。 

(1) 世帯構成員別被害状況を把握したうえ物資購入（配分）計画表を作成し、これに基づき必

要数量を市内の業者等より調達するものとする。また、市内において調達が困難な場合に

は、知事（振興局長）に対して斡旋及び調達を依頼する。なお、この場合の様式は次によ

る。 

ア 世帯構成員別被害状況   (資料編｢資料 46 様式 11｣)  

イ 物資購入（配分）計画表 (資料編｢資料 46 様式 12｣)  

(2) 日本赤十字社北海道支部稚内市地区は、次のとおり物資を備蓄しており、必要がある場合

には地区長（事務局は市社会福祉課内）に対して要請する。  

ア 毛布 200 枚 

イ 日用品セット（タオル、洗剤、缶切、栓抜き等） 20 セット 

ウ 避難所用日用品セット（シャンプー、歯ブラシ、ゴミ袋等） 100 セット 

6 要配慮者への配慮 

生活必需品の供給にあたっては、幼児、高齢者及び障がい者等の要配慮者に配慮する。 

7 供与又は貸与にかかる実施状況の記録 

物資の給与又は貸与を実施した場合、次によりその状況を記録しなければならない。 
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(1) 救助実施記録日計表       (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 救助の種目別物資受払状況 (資料編｢資料 46 様式 7｣) 

(3) 物資の給与状況          (資料編｢資料 46 様式 13｣) 

(4) 物資受払簿              (資料編｢資料 46 様式 14｣) 

(5) 物資供与及び受領簿      (資料編｢資料 46 様式 15｣) 

(6) その他物資の貸与状況のわかる書類 

 

第四項 災害見舞金の支給 

市は、被災の状況に応じて災害見舞金を支給する。また、市及び稚内市社会福祉協議会は、全国

各地からの義援金や救援物資を被災者等へ配分する。 

1 災害見舞金の支給 

稚内市災害見舞金及び弔慰金支給要綱に基づき、被災の状況に応じて被災者に災害見舞金を支

給する。 

2 義援金の受入・配分 

日赤は、全国各地からの義援金受付窓口を設置し、義援金の受入を実施するとともに、日赤北

海道支部に義援金配分委員会を設置し、被害状況に応じて、義援金を被災者に配分する。 

全国各地からの被災者あての義援金を受付けるとともに、提供者の意向を尊重し、義援金を被

災者に配分する。 

 

第五項 救援物資の受入れ・配分 

市、社会福祉協議会は、郵便局、トラック協会及び一般ボランティアの協力を得て、全国各地か

ら送られてくる救援物資の受入・配分を迅速に実施する。 

 

第六項 防疫・環境対策の実施 

災害時における被災地の感染症に対する予防策の実施は、本計画の定めるところによる。 

1 実施責任者 

市は、被災地域又は被災状況等を迅速に把握するとともに、関係機関と密接に連携して対策方

針を定め、防疫体制の具体的な確立を図る。 

(1) 感染症の予防及び感染症の患者に対する医療に関する法律（以下「感染症法」という。）

に基づくねずみ族、昆虫等の駆除及び消毒等の措置を知事の指示に従い実施する。 

(2) 宗谷総合振興局の指導のもと避難所等において市民に対する保健指導等を実施する。 

2 防疫の実施組織 

災害防疫実施のための各種作業実施組織として、市長は次の班等を編成するものとする。 

(1) 市長は、ねずみ族、昆虫等の駆除及び消毒等の実施のための防疫班を編成するものとす

る。 
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(2) 防疫班は、おおむね衛生技術者１名、事務職員１名、作業員２～３名をもって編成するも

のとする。 

3 感染症の予防 

(1) 検病調査及び保健指導等 

知事が編成した検病調査班は、次の要領により検病調査及び保健指導等を実施するものと

する。 

ア 検病調査は、滞水地域においては通常２日に１回以上、避難所においては、市と連携

し、少なくとも１日１回以上行うこと。 

イ 市地区内の衛生組織、その他関係機関の協力を得て防疫情報の早期把握に努めること。 

ウ 検病調査の結果、必要があるときは、当該者に対し医療機関受診指導等の保健指導を実

施すること。 

(2) 衛生対策 

ア 家屋周辺の衛生対策は、各個人において実施するものとし、知事の指示を受けた場合、

管内における道路溝渠、公園等の公共の場所を中心に実施するものとする。 

a ごみ 

収集したごみ、汚染その他の汚物は焼却、埋立等衛生的に処分させる。この場合の取扱

いは廃棄物の処理及び清掃に関する法律(昭和 45年法律第 137 号)に規定するところによ

る。 

b し尿 

し尿は、できる限り汚泥投入共同処理施設（稚内市終末処理場内）を利用させる等の方

法により不衛生にならないよう処分する。 

(3) 消毒方法 

市長は、感染症法第 27条第２項の規定に基づく知事の指示のあったときは、感染症法施

行規則第 14 条及び平成 16 年 1月 30 日付け健感発第 0130001 号「感染症法に基づく消毒・

滅菌の手引きについて」の規定に基づき薬剤の所要量を確保した上で、速やかにこれを実施

するものとする。 

(4) ねずみ族、昆虫等の駆除 

市長は、感染症法第 28条第２項の規定に基づく知事の命令があったときは、感染症法施

行規則第 15 条の規定に基づき薬剤の所要量を確保し、速やかにこれを実施するものとす

る。 

(5) 生活用水の供給 

市は、感染症法第 31 条第２項の規定による知事の指示があったときは、その期間中継続

して容器により搬送、ろ水機によりろ過給水等実情に応じ、特に配水器具等は衛生的に処理

して実施するものとする。なお、供給量は 1日 1人当たり約 20リットルとすることが望ま

しい。 
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(6) 一般飲用井戸等の管理 

飲用水に飲用井戸等を利用している場合において、市長は、当該井戸等の設置者等に対

し、北海道飲用井戸等衛生対策要領に基づく水質検査及び汚染が判明した場合の措置につい

て十分指導徹底するものとする。 

(7) 臨時予防接種 

被災地の感染症発生を予防するため必要があるときは、知事の指示を受け予防接種を実施

するものとする。 

(8) 避難所等の防疫指導 

市長は、避難所等の応急施設について、次により防疫指導等を実施するものとする。 

ア 健康調査等 

a 健康調査等 

避難所等の管理者、市内の衛生管理組織等と連携し、避難者の健康状況を適宜把握する

とともに、必要に応じて医療機関受診等の保健指導等を実施する。 

b 知事は、必要があると認めるときは、感染症法第 17条の規定による健康診断の勧告又

は措置を実施するものとする｡ 

イ 衛生対策、消毒方法等の実施 

宗谷総合振興局の指導のもと、避難所等の衛生対策を指導するとともに、避難者に衣服

等の日光消毒を行うよう指導する。また、必要があるときは、消毒薬等によりトイレ、炊

事場、洗濯場等の消毒を実施するよう指導する。 

ウ 集団給食 

給食従事者は、原則として健康診断を終了した者をもって充て、できるだけ専従させる

ものとする。また、配膳等の衛生保持及び残廃物、厨芥（野菜くずなど）等の衛生的処理

についても、十分指導徹底させるものとする。 

エ 飲料水の管理 

飲料水の水質検査及び消毒については、十分指導徹底させるものとする。 

4 防疫資機材の調達 

災害時において、市が所有する防疫資機材等を使用して不足をきたした場合は、宗谷総合振興

局保健環境部並びに隣接市町村より借用するものとする。 

防疫活動に要する器材の所有状況 

資 機 材 名 数 量 保 管 場 所 電話番号 

噴 霧 器 

クレゾール 

逆 性 石 鹸 

石 灰 

次亜塩素酸ナトリウム 

  2 台 

6,500ml 

2,000ml 

 60㎏ 

 20㎏ 

保健福祉センター 

（中央 4丁目16番 2 号） 
23-4000 
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第七項 清掃計画 

被災地における環境衛生に万全を期すため、ごみの収集、し尿の汲取り及び死亡獣畜の処理等の

清掃計画について、以下のとおり定める。 

なお、災害廃棄物の処理方法については、「北海道災害廃棄物処理計画」や「稚内市災害廃棄物

処理計画」に基づき適正かつ迅速に行うものとする。 

また、住居等に運ばれた土砂、樹木等の除去については、「第八節 障害物除去」によるものと

する。 

1 実施責任者 

(1) ごみ及びし尿の処理 

ア 地域市民の協力を得て、市長（環境対策部環境衛生班）が実施するものとする。 

イ 市長は、災害による被害が甚大で市のみで処理することが困難な場合は、隣接市町村又

は道に応援を求め実施するものとする。 

(2) 放浪犬の処理 

災害発生時において、市長（環境対策部環境衛生班）は、関係団体の協力を得て、放浪犬

等の捕獲・収容をするなど適切な処置を講ずるとともに、市民等に対し、放浪犬等の収容に

ついて周知を図るものとする。 

(3) 死亡獣畜（牛、馬、豚、めん羊、やぎ等の死んだもの）の処理 

被災地における死亡獣畜の処理は、所有者が行うものとするが、所有者が不明であるとき

又は所有者が処理することが困難なときは、市が実施するものとする。 

2 清掃の方法 

(1) ごみ処理 

ア 収集 

a 委託業者のほかに必要に応じて、業者作業員の協力を得て実施するものとするが、不足

する場合は民間所有者又は業者から車両を借上げて実施するものとする。 

生活ごみについては、衛生上の観点から、地区市民の協力を得て腐敗しやすい野菜くず

等の生ごみを優先的に収集する。 

b 処理 

市の廃棄物処理場（資料編「資料 33」）に搬入する。 

(2) し尿処理 

ア 収集 

a 委託業者のほか必要に応じて車両を借上げ、業者作業員の協力を得て実施するものとす

る。 

b 倒壊、溢水等でし尿が他に散乱しないよう、被害程度の大きな箇所から収集する。 

c 処理能力を超えると予想されるときは、便槽内の一部の収集に留め、早急に全戸のトイ

レの使用を可能にする。 
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イ 処理 

市の汚泥共同処理施設（資料編「資料 34」）を使用して完全処理に努めるものとする。 

ウ 仮設トイレの設置 

トイレに倒壊、溢水等の被害を受けた世帯がある場合、又は浄化槽等に被害を受け水洗

トイレが使用できない世帯がある場合には、状況に応じて野外に仮設公共トイレを設置す

るものとする。 

この場合、恒久対策の障害にならぬよう配慮するものとする。 

(3) 死亡獣畜の処理 

ア 原則として、死亡獣畜取扱場で行うものとする。 

イ 伝染病の罹患等により上記による処理が困難な場合は、大規模草地（樺岡）内に設置す

る処理場に埋却して処理するものとする。 

ウ 移動できないものについては、宗谷総合振興局保健環境部の指導の下に措置を講ずるも

のとする。 

(4) 飼養動物の取り扱い 

ア 動物の管理者は、災害発生時においても動物の愛護及び適切な管理を行うものとする。 

イ 災害発生時における動物の避難は、動物の管理者が自己責任において行うものとする。 

ウ 市は、被災し放置された飼養動物について、道の指導・助言の下に収容対策を講ずるも

のとする。 

3 出動体制 

清掃作業を効率的に行うため、出動にあたっては使用車両毎に班を編成し、実施するものとす

る。 
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第七節 建物対策  

第一項 応急的な住宅の供給・修理 

市は、災害により住宅を失い、又は破損のため居住ができなくなった被災者に対して応急的な住

宅の供給・修理を行う。なお、救助法が適用された場合は知事が行い、市長はこれを補助するが、

知事の委任を受けた場合は、市長が行う。市は、住宅の供給・修理に関する相談窓口を設置し、被

災者の相談に応じるとともに、報道機関や広報誌を利用し、実施の時期・基準等について、十分な

情報の提供を行う。 

(1) 対象者 

ア 住宅が半壊又は半焼し、当面日常生活を営むことができない者であること。 

イ 自らの資力で応急修理ができない者であること。 

 (2) 応急修理実施の方法 

応急修理は、応急仮設住宅の建設に準じて行う。 

(3) 修理の範囲と費用 

ア 応急修理は、居室、炊事場及びトイレ等日常生活に欠くことのできない部分で必要最小

限 とする。 

イ 費用は、救助法及び関係法令の定めるところによるものとし、市は、住宅応急修理記録

簿（資料編「資料 46 様式 17｣)に住宅の応急修理に関する費用を記録することとする。 

 

第二項 応急仮設住宅の設置 

北海道（宗谷総合振興局稚内建設管理部）又は知事の委任を受けた市長（建設対策部）は、救助

法が適用され、必要な場合は、応急仮設住宅を設置し被災世帯を入居させる。 

(1) 応急仮設住宅の入居対象者 

住宅が全壊、全焼又は流出し、居住する住宅がない者であって、自らの資力では住宅を確

保できないものとする。 

(2) 応急仮設住宅の入居者の選定 

応急仮設住宅の入居者の選定については、市長が行う。 

(3) 応急仮設住宅の設置戸数（借上げを含む） 

道は市からの要請に基づき設置戸数を決定する。 

(4) 応急仮設住宅の規模、構造、存続期間及び費用 

ア 応急仮設住宅の標準規模は、一戸につき 29.7 平方メートルを基準とする。構造は、原則

として軽量鉄骨組立方式による 2～6戸の連続建て若しくは共同建てとし、その仕様は、

「応急仮設住宅仕様基準」のとおりとする。ただし、被害の程度その他必要と認めた場合

は、一戸建て又は木造住宅により実施する。 

イ 応急仮設住宅の存続期間は、その建築工事を完了した後、３ヶ月以内であるが、特定行

政庁の許可を受けて、２年以内とすることができる。ただし、特定非常災害の被害者の権
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利利益の保全等を図るための特別措置に関する法律に基づき、政令で指定されたものに係

る応急仮設住宅については、更に期間を延長することができる。 

ウ 費用は、救助法及び関係法令の定めるところによる。 

(5) 応急仮設住宅の維持管理 

知事が応急仮設住宅を設置した場合、その維持管理は、市に委任する。市は応急仮設住宅

台帳(資料編｢資料 46 様式 16｣)を作成し入居後における経過を記録することとする。 

 

第三項 災害公営住宅の建設 

(1) 災害公営住宅の建設条件 

災害公営住宅は、次の場合に建設するものとする。ただし、火災を原因とするものについ

ては、条件のイに限るものとする。 

ア 被災地全域の滅失戸数が 500 戸以上のとき 

イ 市内の滅失戸数が 200 戸以上又は１割以上のとき 

(2) 建設及び管理者 

災害公営住宅は市が建設し、管理する。ただし、知事が道において建設する必要を認めた

ときは道が建設し、建設後は公営住宅法第 46 条の規定による事業主体の変更を行って市に

譲渡し、市が管理するものとする。 

(3) 建設管理等の基準 

ア 入居者の条件 

a 当該災害の発生の日から３年間は、当該災害により住宅を失った世帯であること。 

b 月収 214,000 円以下（当該災害発生日から３年経過後は 158,000 円以下）であること。 

c 現に同居し又は同居しようとする親族がある世帯であること。 

d 現に住宅に困窮していることが明らかな世帯であること。 

イ 規格構造及び建設年度 

再度の被災を防止する構造であり、原則当該年度、やむを得ない場合は翌年度 

ウ 国庫補助 

a 建設、買取りに要する費用の２／３（ただし、激甚災害の場合は３／４） 

b 借上げを行う場合は、住宅共用部分工事費の２／５ 
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第八節 障害物除去 

市は、水害、がけ崩れその他の災害によって、道路、住居又はその周辺に運ばれた土砂、樹木等

で市民の生活に著しい障害を及ぼしているものを除去し、被災者の保護を図るとともに交通機能を

確保して生活の安定を図るところによる。 

1 実施責任者 

道路、河川に障害を及ぼしているものの除去は、道路法及び河川法に定めるそれぞれの管理者

が、また、鉄道等に障害を及ぼしているものの除去は、鉄道事業法（昭和 61 年法律第 92号）そ

の他の法律により当該施設の所有者が行うものとする。その他の障害物の除去については、市長

が行う。ただし、災害救助法が適用された場合は知事の委任を受けて市長が行う。 

2 障害物除去の対象 

災害時における障害物の除去は、市民の生活に著しい支障及び危険を与え、または与えると予

想される場合並びにその他公共的立場から必要と認めたときに行うものとし、その概要は次のと

おりである。 

(1) 災害によって住家又はその周辺に運ばれた土石等で日常生活に著しい障害を及ぼしている

もので、自らの資力では除去することができない場合。この場合、除去を行う範囲は、居

室、炊事場等日常生活に欠くことのできない部分、又は玄関等の住家への出入りに必要な部

分とする。 

(2) 障害物の除去が、交通安全と輸送の確保に必要なとき。 

(3) 河川における障害物の除去が河川の流れを良くし、溢水や護岸等の決壊を防止するために

必要なとき。 

(4) その他公共的立場から除去を必要とする場合。 

3 障害物除去の方法 

(1) 実施責任者は、自らの応急対策機器を使用し、又は状況に応じ自衛隊及び土木業者の協

力、応援を得て、速やかに障害物を除去するものとする。 

(2) 障害物の除去の方法は、原状回復でなく応急的な除去に限るものとする。 

4 除去した障害物の集積場所 

除去した障害物は、それぞれの実施機関において付近遊休地等を利用し、集積するものとし、

集積場所の選定に当たっては次の点に留意する。 

(1) 人命、財産に被害を与えない場所とする。 

(2) 盗難等の危険のない場所とする。 

(3) 道路交通の障害とならない場所とする。 

5 障害物の保管等 

(1) 市長は、応急措置の実施に支障となる工作物等を除去したときは、当該工作物等を保管

しなければならない。（基本法第 64 条第 2項）  



基本対策編第四章 災害発生後の応急対策 

176 

(2) 工作物を保管したときは、保管を始めた日から 14日間その工作物名簿を公示する。（基

本法施行令 第 26 条） 

(3) 保管した工作物等が滅失し、若しくは破損するおそれがあるとき、又はその保管に不相

当な費用、手数を要するときは、その工作物を売却し、代金を保管することとする。この

場合、売却の方法及び手続きは競争入札又は随意契約による。（基本法施行令第 27条） 

6 実施状況の記録 

住家の障害物を除去した場合は、次により記録しておかなければならない。 

(1) 救助実施記録日計票 （資料編「資料 46 様式 6」） 

(2) 障害物除去の状況  （資料編「資料 46 様式 25」） 
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第九節 輸送 

地震などによる災害時には、市民等の避難、災害応急対策員の輸送及び救助、救護のための資材

物資の輸送を迅速、かつ、確実に行うため、緊急輸送の確保が不可欠である。 

また、倒壊建物、がれき等による障害物のため交通の確保が極めて困難となることが予想され

る。 

市は、稚内開発建設部、稚内海上保安部、自衛隊、宗谷総合振興局稚内建設管理部及び稚内警察

署等の協力を得て、自動車、船舶及びヘリコプターなどを活用し、災害時の緊急輸送手段の確保を

図る。 

1 実施責任者 

基本法第 50 条第 2項に掲げるそれぞれの災害応急対策を実施する機関の長が行うものとす

る。市長が行うものについては、救助法が適用された場合は、知事の委任により市長（総務対策

部管財班）が行うものとする。 

2 災害時輪送の方法 

(1) 車両等による輸送 

災害時輸送は、一次的には自機関の所有する車両、舟艇等を使用し、被災地までの距離、

被害の状況等により市の所有する台数では不足する場合は、他の機関に応援を要請し、又は

民間の車両、船舶の借上げを行うなど災害時輸送に支障のないように行うものとする。 

(2) 人力輸送 

災害の状況により車両による輸送が不可能な事態が生じたときは、労務者による人力輸送

又は雪上車等による輸送を行うものとする。 

(3) 空中輸送 

地上輸送のすべてが不可能な事態が生じた場合又は山間へき地などで緊急輸送の必要があ

る場合には、「本章 第十二節 自衛隊派遣要請」及び「本章 第十四節 消防防災ヘリコ

プターの活用」に定めるところにより、航空機等を利用した空輸を行うものとする。 

(4) 舟艇輸送 

水害時における水中孤立者の救出、水中孤立者に対する食料の供給等の必要がある場合

は、消防機関に要請して舟艇等により輸送を行うものとする。 

 

第一項 緊急輸送の範囲 

災害時の緊急輸送の範囲は、次のとおりとする。 

1 消防・水防活動など災害の拡大防止のための人員及び資機材の輸送 

2 救助・救出、医療活動の従事者及び血液・医薬品等の輸送 

3 医療機関への負傷者等の搬送 

4 被災地外への重症者の搬送 

5 食料、水、衣料等の生活必需品の輸送 
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6 公共施設（道路、橋梁、港湾）や電気・ガス・水道等の応急復旧及び交通規制に必要な人員・

物資の輸送 

第二項 緊急輸送道路、緊急交通路等の確保 

1 障害物の除去、施設の復旧 

市は、稚内開発建設部、宗谷総合振興局稚内建設管理部等の道路管理者、自衛隊及び稚内警察

署の協力を得て、道路の被害・渋滞等の情報を収集し、障害物の除去、道路施設の復旧を実施す

る。 

障害物の除去及び施設の復旧は、北海道緊急輸送道路ネットワーク計画等策定協議会が策定し

たネットワーク計画における緊急輸送道路の一次路線及び公安委員会が指定した緊急交通路等か

ら優先的に実施する。市は、被害状況及び復旧状況について集計・総括し、各関係機関へ報告す

る。 

(1) 障害物の除去 

(2) 緊急輸送道路（一次路線）・緊急交通路等の優先的な復旧 

(3) 被害・復旧状況の集計・報告 

2 道路の交通規制 

(1) 道路交通網の把握 

災害が発生した場合、道路管理者及び北海道公安委員会（北海道警察）は、相互に綿密な

連携を図るとともに、関係機関の協力を得て、次の事項を中心に被災地内の道路及び交通の

状況について、その実態を把握する。 

ア 破損し、又は通行不能となった道路及び区間 

イ 迂回路を設定し得る場合は、その路線名、分岐点及び合流点 

ウ 緊急に通行の禁止又は制限を実施する必要の有無 

(2) 交通規制の実施 

道路管理者及び北海道公安委員会は、次の方法により交通規制を実施するものとする。 

ア 交通規制を実施するときは、道路標識等を設置する。 

イ 緊急を要し道路標識等を設置するいとまがないとき、又は道路標識等を設置して行うこ

とが困難なときは、現場警察官等の指示によりこれを行う。 

(3) 関係機関との連携 

道路管理者及び北海道公安委員会が交通規制により通行の禁止制限を行った場合には、関

係機関に連絡する。 

(4) 広報の徹底 

道路管理者及び北海道公安委員会が交通規制により通行の禁止制限を行った場合には、あ

らゆる広報媒体を通して広報の徹底を図る。 

3 沿道建築物の耐震化の促進 
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緊急輸送道路、緊急交通路等の確保のための沿道建築物の耐震化の促進については、「地震・

津波対策編 第二章 第一節 第三項 建築物の耐震化の促進」によるものとする。 

 

第三項 緊急通行車両標章等の申請 

災害時において公安委員会により道路通行が禁止又は制限されたときは、市及び各防災関係機関

は、救援物資の輸送等の緊急車両を通行させるため、北海道知事（宗谷総合振興局長）又は公安委

員会に対し緊急通行車両確認証明書及び標章の交付を申請する。 

市及び各防災関係機関は、証明書及び標章の交付を受けたときは、証明書を携帯するとともに標

章を車両の見やすい箇所に掲示する。(資料編｢資料 47 様式 29｣) 

 

第四項 実施状況の記録 

緊急輸送を実施した場合は、次により記録しておくものとする。 

1 救助実施記録日計表          （資料編「資料 46 様式 6」） 

2 救助の種目別物資受払簿      （資料編「資料 46 様式 7」） 

3 輸送記録簿                （資料編「資料 46 様式 26」） 

 

第五項 船舶による海上輸送の確保 

市は、必要に応じて海上保安部、海上自衛隊等の協力を得て、全国の自治体等から送られてくる

救援物資、復旧資機材等の船舶による大量海上輸送を実施するため、必要に応じて施設等の整備を

行う。 

 

第六項 ヘリコプター等による航空輸送の確保 

災害時において車輌輸送、船舶輸送が困難又は不適当と判断したときは、北海道（防災航空室）

に対しヘリコプター等の出動を要請する。 

要請を受けた北海道（防災航空室）は、北海道の所有するヘリコプターを出動させるほか、必要

に応じて航空自衛隊稚内分屯基地及び自衛隊等の協力を得て、ヘリコプター等の運航を実施し、円

滑な緊急輸送の確保を図る。 

 

第七項 輸送拠点の確保 

災害時の輸送の拠点となるヘリポート及び物資輸送拠点を指定し、必要に応じて施設等の整備を

行う。 

 

  



基本対策編第四章 災害発生後の応急対策 

180 

第十節 災害警備 

警察署は、災害が発生し、又は災害が発生するおそれがある場合において、災害の発生を防御

し、又は災害の拡大を防止するために、市民の避難誘導及び救助、犯罪の予防、交通の規制等の応

急対策を実施して市民の生命、身体及び財産を災害から保護し、災害地における社会秩序の維持に

当たることを任務とする。 

 

第一項 災害警備体制の確立 

稚内警察署は、地震などによる災害が発生したときは、災害の状況に応じて災害警備本部を設置

し、災害警備体制の確立を図る。 

1 警察官の出動要請 

市長（総務対策部庶務班）が基本法第 58 条の規定に基づき、警察官の出動を求め応急措置の

実施に必要な準備を要請する場合は、次の事項を記載した文書（緊急を要する場合は電話等で要

請し、その後速やかに文書を提出する。）により、稚内警察署長（以下「警察署長」という。）

を経て北海道警察旭川方面本部長（以下「方面本部長」という。）に対して行うものとする。 

(1) 出動を要する理由 

(2) 出動を要請する職員の職種別及び人員数 

(3) 出動を必要とする期間 

(4) その他出動についての必要事項 

2 市長の要請により行う事前措置 

警察署長は、市長からの要請により基本法第 59条の規定に基づき事前措置について指示を行

ったときは、直ちにその旨を市長に通知するものとする。この場合にあっては、市長が当該措置

の事後処理を行うものとする。 

 

第二項 応急対策の実施 

1 災害情報の収集、伝達 

警察署は、市及び各関係機関と連携し、迅速に災害情報を収集し、応急対策活動の円滑な実施

を図る。 

(1) 災害情報の収集 

警察署長は、市長その他の関係機関と緊密に連絡して、災害警備活動上必要な災害に関す

る情報を収集するものとする。 

(2) 災害情報の連絡 

警察署長は迅速に災害情報を収集し、必要と認められる場合には、市長その他の関係機関

に連絡するものとする。 

2 交通規制 
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警察署は、道路管理者等と連携して、区域及び道路の区間を指定して緊急通行車両及び規制対

象車両以外の通行を禁止又は制限する。また、通行禁止区域等において、車両等が通行の妨害と

なるときは、所有者等に対し、移動等の措置を命ずる。 

(1) 警察署長は、その管轄区域内の道路について、災害による道路の決壊等危険な状態が発生

し、また、その状況により必要があると認めるときは、道路交通法第 5条第 1 項の規定に基

づき歩行者、車両等の通行を禁止し、又は制限するものとする。 

(2) 警察官は、災害発生時において、緊急措置を行う必要があるときは、道路交通法第 6条第

4 項の規定に基づき一時的に歩行者又は車両等の通行を禁止し、又は制限するものとする。  

(3) 緊急輸送車両の交通確保 

北海道公安委員会（警察署長）は、災害が発生し、災害応急対策に従事する者又は災害応

急対策に必要な物資の緊急輸送、その他応急対策を実施するための緊急輸送を確保する必要

があると認めるときは、基本法第 76 条の規定に基づき区域又は道路の区間を指定し、緊急

通行車両以外の車両の通行を禁止し、又は制限するものとする。 

ア 緊急輸送のための交通規制をしようとするときは、あらかじめ、当該道路管理者に対

し、禁止又は制限の対象、区域、区間、期間及び理由を通知するものとする。 

イ 車両の使用者の申し出により当該車両が応急対策に必要な物資の輸送等の緊急通行車両

であることの確認を行い、「緊急通行車両確認証明書」(資料編｢資料 46 様式 29｣)、「標

章」(資料編｢資料 46 様式 29｣)を交付し、当該車両の前面に標章を掲示させるものとす

る。 

3 防犯パトロール・広報 

警察署は、住宅街及び商店街等におけるパトロールを実施し、犯罪の予防及び取締りを実施す

る。 

また、市民等に対し、警備措置上必要と認める場合は、災害の状況及びその見通し並びに避難

措置、犯罪の予防、交通の規制、その他の警察活動について広報を行うものとする。 

4 救助・救出活動の実施 

警察署は、市などの各関係機関の協力を得て、被災者の救助・救出活動を行うとともに、死体

の検視（見分）等にあたる。 

5 避難指示等 

警察官は、市長が指示できないとき、又は市長から要求があったときは、基本法第 61 条に基

づき、市民等に対して避難指示等を実施する。 
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第十一節 文教対策 

学校等の管理者は、地震などによる災害が発生したときは、園児・児童・生徒等の安否の確認を

行い、安全を確保するとともに、教育活動の早期再開に向けた対策を実施する。 

また、校舎の被害状況に応じ、最寄りの公共施設等を利用し、臨時の学校施設を確保するととも

に、児童・生徒の学用品の支給を円滑に実施する。 

学校等においては保護者との間で、災害発生時における児童生徒等の保護者への引渡しに関する

ルールをあらかじめ定めるよう促すものとする。小学校就学前の子どもたちの安全で確実な避難の

ため、災害発生時における幼稚園・保育所・認定こども園等の施設間と市との連絡・連携体制の構

築に努めるものとする 

 

第一項 安否確認と被害状況の報告 

学校等の管理者は、地震などによる災害が発生したときは、園児・児童・生徒等の安否の確認を

実施し、安全の確保を図る。また、学校施設等の被害状況について速やかに市へ報告する。 

 

第二項 応急教育の実施 

市及び学校等の管理者は、地震などによる災害が発生したときは、次により応急教育を実施す

る。 

1 休校措置 

学校等の管理者は、学校施設等の被災、その他の理由により校務の運営上やむを得ないと認め

るときは、市と協議し、休校措置をとる。 

この場合、学校等の管理者は直ちにその旨を各児童・生徒などに周知するとともに、ラジオ、

テレビ及び広報車等を通じて、休校措置等についての周知徹底を図る。 

2 学校施設の確保 

学校等の管理者は、被害の程度に応じて、次の方法により、施設の確保を図る。 

被害の程度 施設確保の方法 

校舎の一部が使用できないとき 
特別教室、屋内体育館等を利用する。なお、不足す

るときは、２部授業等の方法をとる。 

校舎の全部又は大部分が使用できないとき 最寄りの学校又は公共施設等を利用する。 

※ 上記の方法による施設の確保ができないときは、応急仮設校舎の建築を検討する。 

3 教職員の確保 

学校長等からの連絡により、教職員の被災状況を把握するとともに、稚内市教育委員会と密接

な連絡をとり、教職員の確保に努める。 

 

第三項 学用品の調達及び支給 

被災世帯の児童・生徒で、教科書、学用品等を滅失、毀損したことにより就学上支障がある者に

対し、学用品を支給する。 

1 学用品の給与状況 (資料編｢資料 46 様式 28｣) 
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(1) 支給品目 

被害状況に応じて､次の品目を現物支給する。 

ア 教科書及び教材 

イ 文房具及び通学用品 

(2) 学用品の調達 

教科書の調達については、学校長が学校別、学年別に使用する教科書ごとに必要な数量を

教育対策部に報告し、教科書取扱店から調達する。また、教科書以外の学用品は、市内の文

房具店等から調達する。 

 

第四項 学校給食の実施 

学校長は、地震などによる災害が発生し給食施設が被災したときは、米飯やパンは委託業者から

納品するとともに、温食については速やかに施設の応急修理を行い、給食の継続・再開を図る。 

また、災害により食材が入手困難なときは、関係機関と連絡の上、食材の応急調達を実施する。 
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第十二節 自衛隊派遣要請 

市は、天災地変その他の災害に際して、人命又は財産の保護のため自衛隊に対し部隊等の派遣を

要請するときは、自衛隊法（昭和 29 年法律第 132号）第 83条に基づき、次のとおり定める。 

1 災害派遣活動 

自衛隊は、災害派遣時に主として次の支援活動を行う。 

(1) 被害状況の把握  

(2) 避難の援助及び遭難者等の捜索救助活動 

(3) 水防及び消防活動  

(4) 道路又は水路の啓開  

(5) 応急医療、救護及び防疫  

(6) 人員及び物資の緊急輸送 

(7) 炊飯及び給水 

(8) 物資の無償貸付又は譲与 

(9) 危険物の保安及び除去 

2 災害派遣要請の要領等 

(1) 要請方法 

市長は、自衛隊の災害派遣の必要があると認めるときは、次の事項を明らかにした文書

(資料編｢資料 46 様式 30｣)をもって知事（振興局長）に要請するものとする。ただし、緊

急を要する場合は電話等で要請し、その後速やかに文書を提出するものとする。 

ア 災害の状況及び派遣を要請する事由 

イ 派遣を希望する期間 

ウ 派遣を希望する区域及び活動内容 

エ 派遣部隊との連絡方法及び派遣部隊が展開できる場所、その他参考となるべき事項 

(2) 担当部及び要請依頼先 

ア 災害派遣要請依頼は、総務対策部庶務班が行う。 

イ 派遣要請依頼は、宗谷総合振興局地域創生部地域政策課防災担当（電話 0162-33-2526）

へ行う。 

(3) 緊急を要する災害派遣要請方法 

市長は人命の緊急救助に関し、知事（振興局長）に通知するいとまがないとき、又は通信

の途絶により知事（振興局長）と指定部隊との連絡が不能である場合については、直接次の

部隊に通報できるものとする。 

ただし、この場合においても、その後速やかに知事（振興局長）に連絡し、(1)の手続を

行う。  
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緊急の場合の連絡先 

時間区分 連  絡  先 所  在  地 電話番号 

平    日 

8:15～1 7:0 0 

陸上自衛隊名寄駐屯地司令 

（第 3 普通科連隊 第 3 科） 
名寄市内淵 84 

01654-3-2137 

内線 235 

航空自衛隊稚内分屯基地 

(第 18警戒隊運用訓練班) 

 0162-23-5377 

内線 205 

上 記 以 外 

陸上自衛隊名寄駐屯地司令 

（駐屯地当直司令） 
名寄市内淵 84 

01654-3-2137 

内線 302 

航空自衛隊稚内分屯基地 

（第1 8警戒隊運用訓練班） 
稚内市恵比須 5 丁目 2 番 1 号 0162-23-5377 

 

3 災害派遣部隊の受入れ態勢 

(1) 受入れ準備の確立 

知事（振興局長）から災害派遣の通知を受けたときは、次により措置する。 

ア 宿泊所等の準備 

イ 派遣部隊の宿泊所及び車両、機材等の保管場所の準備その他受入れのために必要な措置

をとる。 

ウ 連絡職員の指名 

本部長は、現地責任者を指名し、派遣部隊指揮官との協議、連絡にあたらせる。 

エ 作業計画の準備 

応援を求める作業の内容、所要人員、機材等の確保その他について計画を立て、派遣部

隊の到着と同時に作業ができるよう準備する。 

(2) 派遣部隊到着後の措置 

ア 派遣部隊との作業計画等の協議 

派遣部隊が到着したときは、目的地に誘導するとともに派遣部隊の責任者と応援作業計

画等について協議し、自衛隊の活動が円滑に行われるよう調整を行うものとする。 

イ 知事（振興局長）ヘの報告 

総務対策部長は、派遣部隊到着後及び必要に応じて、次の事項を知事（振興局長）に報

告する。 

a 派遣部隊の長の官職氏名 

b 隊員数 

c 到着日時 

d 従事している作業の内容及び進捗状況 

e その他参考となる事項 

(3) 自衛隊との情報交換 

自衛隊は、収集した情報を必要に応じ、関係機関に伝達するとともに、市においても災害

情報を自衛隊に提供するものとする。 
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4 経費 

自衛隊の派遣に要する費用は自衛隊において負担するが、自衛隊が防災活動に要する次の費用

は、市において負担するものとする。 

(1) 資材費及び機器借上料 

(2) 電話料及びその施設費  

(3) 電気料 

(4) 水道料 

(5) 汲取料 

その他必要経費については、協議の上定めるものとする。 

5 派遣部隊の撤収要請 

市長は、災害派遣の目的を達成したとき又はその必要がなくなったと認めるときは、速やかに

文書(資料編｢資料 46 様式 31｣)をもって知事（振興局長）に撤収の要請を依頼するものとする。

ただし、文書による報告に日時を要するときは、電話等で要請し、その後文書を提出するものと

する。 
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第十三節 労務供給 

市及び関係機関は、災害時における応急対策に必要なときは、次により賃金作業員を雇用して災

害対策の円滑な推進を図るものとする。 

1 実施責任者 

市が実施する災害応急対策に必要な賃金作業員の雇用については、市長（経済対策部水産商工

班）が行う。 

2 賃金作業員の雇用 

(1) 動員の要請 

応急対策のため賃金作業員を必要とする場合は、次の事項を明示して作業員の配備を要請

し、要請を受けた経済対策部長は、速やかに労務供給計画を樹立して労務の供給を行うこと

とする。 

ア 動員を必要とする理由 

イ 作業の内容 

ウ 作業場所 

エ 予定期間 

オ 所要人員数 

カ 集合場所 

キ その他参考事項 

(2) 賃金作業員を雇用する労務の範囲 

ア 被災者を避難させるための労務 

イ 医療及び助産における輸送のための労務 

ウ 被災者救出のための機械器具その他の資材の操作を行うための労務 

エ 飲料水の運搬、器材操作、浄水用薬品の配布等のための労務 

オ 救援物資の整理、輸送及び配分のための労務 

カ 遺体の捜索及び処理のための労務 

キ その他特に必要とする輸送 

3 稚内公共職業安定所長への要請 

市において賃金作業員の確保ができないときは、次の事項を明らかにして稚内公共職業安定所

長に求人の申込みをするものとする。 

(1) 職業別所要就労者数 

(2) 作業場所及び作業内容 

(3) 期間及び賃金等の労働条件 

(4) 宿泊施設等の状況 

(5) その他必要な事項  
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4 実施状況の記録 

賃金作業員を雇用した場合は、次により記録しておかなければならない。 

(1) 救助実施記録日計表 (資料編｢資料 46 様式 6｣) 

(2) 賃金作業員雇用台帳 (資料編｢資料 46 様式 27｣)  

5 費用の限度及び期間 

救助法に定めるところに準じる。 
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第十四節 消防防災ヘリコプターの活用 

災害時における消防防災ヘリコプターの活用についての計画は、次のとおりである。 

1 緊急運航の要請 

本市において災害が発生し、迅速・的確な災害応急対策の実施のために必要がある場合、市は

「北海道消防防災ヘリコプター応援協定」に基づき知事に対し防災ヘリコプターの緊急運航を要

請するものとする。 

(1) 要請の要件 

市長は災害が発生し、または発生するおそれがある場合で、次の各号のいずれかに該当す

る場合に要請する。 

ア 災害が隣接する市町村に拡大し、または影響を与えるおそれのある場合 

イ 市の消防力等によっては災害応急対策が著しく困難な場合 

ウ その他消防防災ヘリコプターによる活動が有効と認められる場合 

(2) 要請方法 

市から知事（危機対策課防災航空室）に対する要請は、電話により次の事項を明らかにし

て行うとともに、速やかにファクシミリにより北海道消防防災ヘリコプター緊急運航伝達票

(資料編｢資料 47 様式 32｣)を提出する。ただし、救急患者の緊急搬送に係る要請の場合は、

稚内地区消防事務組合稚内消防署が「ヘリコプターによる救急患者の緊急搬送手続要領」に

より行うものとする。 

ア 災害の種類 

イ 災害発生の日時及び場所並びに災害の状況 

ウ 災害現場の気象状況 

エ 災害現場の最高指揮者の職、氏名及び災害現場との連絡方法 

オ 消防防災ヘリコプターの離着陸場の所在地及び地上支援体制 

カ 応援に要する資機材の品目及び数量 

キ その他必要な事項 

(3) 報告 

緊急運航を要請した場合、災害等が収束したときには、すみやかに、災害等状況報告書

(資料編｢資料 46 様式 33｣)により、道総務部危機管理監に対し報告する。 

(4) 要請先 

  北海道総務部危機対策局危機対策課防災航空室 

                    TEL 011-782-3233 

                    FAX 011-782-3234 

  北海道総合行政情報ネットワーク       TEL 64-6-210-39-897 

                    FAX 64-6-210-39-899 
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2 消防防災ヘリコプターの活動内容 

消防防災ヘリコプターは、「北海道消防防災ヘリコプター運航管理要綱」及び「北海道消防防

災ヘリコプター緊急運航要領」の定めるところにより、次に掲げる活動で、ヘリコプターの特性

を十分に活用することができる場合に派遣される。 

(1) 災害応急対策活動 

ア 災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合で、広範囲にわたる偵察、情報収集活

動を行う必要がある場合 

イ 災害等が発生し、又は発生するおそれがある場合で、救援物資、人員、資機材等を搬送

する必要がある場合 

(2) 救急活動 

ア 生命が危険な傷病者を搬送する必要がある場合の他、緊急に輸送することにより後遺症

の軽減などが期待できる場合又は他の医療機関へ転送する場合 

イ 緊急に搬送又は他の医療機関へ転送することにより後遺症の軽減などが期待できる場合

で、他の搬送手段がなく、かつ、原則として医師が搭乗できる場合 

ウ 交通遠隔地等において緊急医療を行うため、医師、機材等を搬送する必要がある場合 

(3) 救助活動 

ア 中高層ビル等の火災において、地上からの救助・救出が困難で屋上等から行うことが必

要である場合 

イ 災害が発生した市町村等の消防力等では対応できない場合 

(4) 火災防ぎょ活動 

ア 地上における消火活動では、消火が困難である場合 

イ 大規模火災、爆発事故等が発生し、又は延焼拡大のおそれがあり、偵察・情報収集活動

を行う必要がある場合 

ウ 大規模林野火災等において、他に人員・資機材等の搬送手段に活用が有効である場合 

エ その他災害応急対応策、特に航空機の活用が有効である場合 

3 ヘリコプター発着可能地 

本市におけるヘリコプターの着陸可能地は、次のとおりである。 

 施  設  名 所 在 地 土地の状況 施 設 管 理 者 

稚内空港 稚内市メグマ 2320×487ｍ 
北海道エアポート株式会社 

稚内空港事業所 

各小中学校グラウンド - - 各学校長 

北緑地 稚内市開運 70×70ｍ 市建設産業部港湾空港課 
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4 消防防災ヘリコプター運航系統図 

      (1) 消防関係業務 
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第十五節 ボランティアとの連携 

  災害時における各種ボランティア団体等との連携は、本計画の定めるところによる｡ 

1 ボランティア団体等の協力 

市及び関係団体は、各種ボランティア団体等からの申し入れ等により、災害応急対策の実施に

ついて協力を得るものとする｡ 

2 ボランティアの受入れ等 

(1) 市及び関係団体は、相互に協力しボランティアに対する被災者の援助ニーズの把握に努め

るとともに、ボランティアの受入れ、調整等の体制を確保するよう努めるものとする。 

(2) 市は、災害時におけるボランティア活動が円滑かつ有効に機能するために、情報と活動拠

点施設等を提供するなど、ボランティア関係団体との連絡調整を行うものとする｡ 

(3) 市は、災害対策本部を設置した場合、必要に応じて「ボランティア連絡部」を設置する｡ 

(4) 市におけるボランティアの受入れ及び連絡調整は、市民生活対策部救護斑が行うものとす

る｡ 

3 ボランティア団体等の活動内容 

(1) 災害・安否・生活情報の収集・伝達 

(2) 炊きだし、その他の救助活動 

(3) 高齢者、障害者等の介護、看護補助 

(4) 被災地の清掃活動 

(5) 救援物資などの物資の搬入・配布作業 

(6) 被災建築物の応急危険度判定 

(7) 応急復旧現場における危険を伴わない軽易な作業 

(8) その他、被災者の支援活動 

4 ボランティア活動の環境整備 

(1) 市は、平常時から地域団体、ＮＰＯ・ボランティア等の活動支援やリーダーの育成を図る

とともに、ＮＰＯ・ボランティア等と協力して、発災時の防災ボランティアとの連携につい

ても検討するものとする。 

(2) 市は、日本赤十字社北海道支部、社会福祉協議会及びボランティア団体等との連携を図

り、災害時においてボランティア活動が円滑に行われるよう、その活動環境の整備を図るも

のとする｡ 

 (3) 市は、ＮＰＯ・ボランティア等と連携し、平常時の登録、研修制度、災害時における防災

ボランティア活動の受入れや調整を行う体制、防災ボランティア活動の拠点の確保、活動上

の安全確保、被災者ニーズ等の情報提供方策等について意見交換を行う情報共有会議の整

備・強化を、研修や訓練を通じて推進するものとする。 

(4) 市は、社会福祉協議会、ＮＰＯ等関係機関との間で、被災家屋からの災害廃棄物、がれ

き、土砂の撤去等に係る連絡体制を構築するものとする。また、地域住民やＮＰＯ・ボラン

ティア等への災害廃棄物の分別・排出方法等に係る広報・周知を進めることで、防災ボラン

ティア活動の環境整備に努めるものとする。 
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第五章 災害からの復旧のための施策 

本章は、被災した市民生活の早期回復と地域経済の復旧支援を図るために講ずる措置について定

めたものである。また、被災した公共施設等の復旧に必要な財源確保のため、国が財政の援助を行

う法律及びその対象となる事業について示したものである。 

 

第一節 市民生活安定のための支援 

本節は、被災した市民の生活相談や職業の斡旋など生活再建に向けての援護対策や義援金の支給

及び援護資金の貸付、更には、中小企業者への融資制度等について定めたものである。 

 

第一項 被災者生活再建支援制度 

市は、地震などにより生活基盤に著しい被害を受けた世帯に対して、被災者生活再建支援法に基

づき都道府県が相互扶助の観点から拠出した基金を活用して被災者生活再建支援金を支給し、自立

した生活の開始を支援する。問い合わせ等の対応は、市の市民生活対策部とする。 

1 支給金額  

被災した世帯の住宅の被害程度及び再建方法に応じて、最高３００万円の支援金が支給され

る。 

2 制度の対象となる被災世帯 

(1) 住宅が全壊した世帯 

(2) 住宅が半壊、または住宅の敷地に被害が生じ、その住宅をやむを得ず解体した世帯 

(3) 災害による危険な状態が継続し、住宅に居住不能な状態が長期間継続している世帯 

(4) 住宅が半壊し、大規模な補修を行わなければ居住することが困難な世帯 

 

第二項 罹災証明書の交付 

(1) 市は、被災者に対する各種支援措置を早期に実施するため、災害の状況を迅速かつ的確に

把握するとともに、災害による住家等の被害の程度の調査や罹災証明書の交付の体制を確立

する。 

(2) 市は、災害が発生した場合において、当該災害の被災者から申請があったときは、遅滞な

く、住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況を調査し、罹災証明書を交付しなけれ

ばならない。 

(3) 市は、住家等の被害の程度を調査する際、必要に応じて、航空写真、被災者が撮影した住

家の写真、応急危険度判定の判定結果等を活用するなど、適切な手法により実施するものと

する。 

(4) 市は、住家被害の調査や罹災証明書の交付の担当部局と応急危険判定部局とが非常時の情

報共有体制についてあらかじめ検討し、必要に応じて、発災後に応急危険度判定の判定結果

そ活用した住家被害の調査・判定を早期に実施できるよう努めるものとする。 
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(5) 消防機関は、罹災証明書のうち火災に起因するものの交付に関する事務について、消防法

による火災損害調査の結果に基づき行う。 

 

第三項 被災者台帳の作成及び台帳情報の利用・提供 

1 被災者台帳の作成 

(1) 市長は、災害が発生した場合において、当該災害の被災者の援護を総合的かつ効率的に実

施するため必要があると認めるときは、個々の被災者の被害の状況や各種の支援措置の実施

状況、配慮を要する事項等を一元的に集約した被災者台帳を作成し、被災者の援護の総合的

かつ効率的な実施に努めるものとする。 

(2) 被災者台帳（以下「台帳」という。）には、被災者に関する次に掲げる事項を記載し、又

は記録するものとする。 

ア 氏名 

イ 生年月日 

ウ 性別 

エ 住所又は居所 

オ 住家の被害その他市長が定める種類の被害の状況 

カ 援護の実施の状況 

キ 要配慮者であるときは、その旨及び要配慮者に該当する事由 

ク 電話番号その他の連絡先 

ケ 世帯の構成 

コ 罹災証明書の交付の状況 

サ  市長が台帳情報を稚内市以外の者に提供することに被災者本人が同意している場合に

は、その提供先 

シ サの提供先に台帳情報を提供した場合には、その旨及びその日時 

ス 台帳の作成に当たり、行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関

する法律（平成 25年法律第 27号）第２条第５項に規定する個人番号を利用する場合に

は、当該被災者に係る個人番号 

セ その他被災者の援護の実施に関し市長が必要と認める事項 

(3) 市長は、台帳の作成に必要な限度で、その保有する被災者の氏名その他の被災者に関する

情報を、その保有に当たって特定された利用の目的以外の目的のために内部で利用すること

ができる。 

(4) 市長は、必要に応じて、台帳の作成のため、道や他の市町村等に対して被災者に関する情

報の提供を求めることができる。 

2 台帳情報の利用及び提供 

(1) 市長は、次の各号のいずれかに該当すると認めるときは、台帳情報を、その保有に当たっ

て特定された利用の目的以外の目的のために自ら利用し、又は提供することができる。 
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ア 本人（台帳情報によって識別される特定の個人をいう。以下この号において同じ。）の

同意があるとき、又は本人に提供するとき。 

イ 市町村が被災者に対する援護の実施に必要な限度で台帳情報を内部で利用するとき。 

ウ 他の地方公共団体に台帳情報を提供する場合において、台帳情報の提供を受ける者が、

被災者に対する援護の実施に必要な限度で提供に係る台帳情報を利用するとき。 

(2) 台帳情報の提供を受けようとする申請者は、次の各号に掲げる事項を記載した申請書を市

長に提出しなければならない。 

ア 申請者の氏名及び住所（法人その他の団体にあってはその名称、代表者の氏名及び主た

る事務所の所在地） 

イ 申請に係る被災者を特定するために必要な情報 

ウ 提供を受けようとする台帳情報の範囲 

エ 提供を受けようとする台帳情報に申請者以外の者に係るものが含まれる場合には、その

使用目的 

オ その他台帳情報の提供に関し市長が必要と認める事項 

(3) 市長は、(2)の申請があった場合において、当該申請が不当な目的によるものと認めると

き又は申請者が台帳情報の提供を受けることにより知り得た情報が不当な目的に使用される

おそれがあると認めるときを除き、申請者に対し、当該申請に係る台帳情報を提供すること

ができる。ただし、その場合、提供する台帳情報には、当該被災者に係る行政手続における

特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律第２条第５項に規定する個人番号を

含めないものとする。 

 

第四項 安否情報の提供 

市長は、被災者の安否情報について家族及び親族等から照会があったときは、台帳、避難者リス

ト等を活用し、災害対策基本法第 86 条の 15に基づき回答する。 

回答する際は、被災者や第三者の利益を侵害しないよう配慮するほか、照会に対する適切な回答

のため、必要な限度で当該情報を利用するものとし、必要に応じて関係自治体、警察等に対して、

被災者に関する情報提供を求めるものとする。 

 

第五項 経済の復興支援 

市は、災害による商工業者の被害調査をいち早く実施し、食料や生活関連物資等の安定供給を図

るとともに、災害復旧のための確保や被災商工業者への融資対策などの早期実施による経済の安定

を図る｡ 

また、大規模な災害により農地や農作物、農業用施設、水産漁業施設等に多大な被害が出ること

が予測される｡そのため、災害時には道及び農林水産関係団体と密接に連携を図り、被害等の情報収

集に努めるとともに、被災した施設等について、機能を回復するための支援対策を実施する。 
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第六項 その他各種の支援 

  

被災者の生活支援のため、市（各対策部）及び関係機関は市民への相談、義援金の配分、法令等

による各種の支援を行う。 

支援の種類 市・関係機関 支 援 内 容 

生活相談 市 
建築相談、要支援者相談、保健・医療・介護相談、教

育相談等を行う。 

税等の徴収猶予及び減免 市 
被災した市民の市道民税、国民健康保健税等の徴収猶

予及び減免の措置を行う。 

職業の斡旋 公共職業安定所 災害により職を失った者に対して職業の斡旋を行う。 

災害弔慰金・災害障害見舞

金の支給 
市 

市は災害により死亡した市民の遺族又は災害により障

害を受けた市民に対して災害弔慰金等を支給する。 

災害義援金の支給 市 
全国から寄せられた義援金は、義援金配分基準に基づ

き支給する。 

災害援護資金の貸付 市 
市は救助法が適用された災害について家財等に被害の

あった者に対して、災害援護資金の貸付を行う。 

生活福祉資金の貸付 社会福祉協議会 
救助法の適用にならないときは、低所得者を対象とし

て生活福祉資金の貸付を行う。 
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第二節 災害復旧事業の推進 

本節は、被災した都市の公共施設や電気・ガス・水道等の基盤施設の復旧事業に係る激甚法やその

他の法律による災害復旧事業について示すものである。 

 

第一項 激甚法による災害復旧事業 

災害復旧に当たっては、災害の再発生を防止するため、公共施設等の復旧は単なる原形復旧にと

どまらず、必要な改良復旧を行う等将来の災害に備える計画とし、災害応急対策計画に基づく応急

復旧終了後、被害の程度を十分検討して計画し、早期復旧を目標にその実施を図るものとする。 

甚大な災害が発生したときは、地方公共団体の経費負担の軽減を目的として激甚法が制定されて

いる。国が激甚災害に指定した場合は、地方公共団体に対して特別の財政援助及び助成措置が行わ

れる。激甚法による財政援助等を受ける事業は、次のとおりである。 

1 公共土木施設災害復旧事業等に関する特別の財政援助 

(1) 公共土木施設災害復旧事業 

(2) 公共土木施設災害関連事業 

(3) 公立学校施設災害復旧事業 

(4) 公営住宅災害復旧事業 

(5) 生活保護施設災害復旧事業 

(6) 児童福祉施設災害復旧事業 

(7) 老人福祉施設災害復旧事業 

(8) 身体障害者更生援護施設災害復旧事業 

(9) 知的障害者援護施設災害復旧事業 

(10) 婦人保護施設災害復旧事業 

(11) 感染症指定医療機関災害復旧事業 

(12) 感染症予防事業 

(13) 堆積土砂排除事業 

(14) 湛水排除事業 

2 農林水産業に関する特別の助成 

(1) 農地等の災害復旧事業 

(2) 農林水産業協同利用施設災害復旧事業 

(3) 開拓者等の施設災害復旧事業に対する補助 

(4) 天災による被害農林漁業者等に対する資金の融資に関する暫定措置の特例 

(5) 森林組合等の行う堆積土砂の排除事業に対する補助 

(6) 共同利用小型漁船の建造費の補助 

(7) 森林災害復旧事業に対する補助 

(8) 土地改良区等の行う湛水排除事業  
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3 中小企業に関する特別の助成 

(1) 中小企業信用保険法による災害関係保証の特例 

(2) 小規模企業者等設備導入資金助成法による貸付金等の償還期間等の特例 

(3) 事業協同組合等の施設の災害復旧事業 

(4) 中小企業者に対する資金の融通に関する特例 

4 その他の財政支援及び助成 

(1) 公立社会教育施設災害復旧事業 

(2) 私立学校施設災害復旧事業 

(3) 市が施行する感染症予防事業に関する負担の特例 

(4) 母子及び寡婦福祉法による国の貸付の特例 

(5) 水防資機材費の補助の特例 

(6) り災者公営住宅建設事業に対する補助の特例 

(7) 産業労働者住宅建設資金融通の特例 

(8) 小災害債に係る元利償還金の基準財政需用額への算入 

(9) 雇用保険法による求職者給付の支給に関する特例 
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第二項 その他の法令による災害復旧事業 

激甚法以外で法令に基づいて財政援助の対象となる事業の概要は、次のとおりである。 

法 令 財政援助を受ける事業 

公共土木施設災害復旧事業費国庫負担法 河川、海岸、道路、港湾、漁港の復旧事業 

公立学校施設災害復旧費国庫負担法 公立学校施設の復旧事業 

公営住宅法 
公営住宅及び共同施設（街区公園、共同浴場、集

会場等）の復旧事業 

土地区画整理法  災害により急を要する土地区画整理事業 

感染症予防法  感染症指定医療機関復旧事業、感染症予防事業 

廃棄物の処理及び清掃に関する法律 災害により特に必要となった廃棄物の処理 

予防接種法  臨時に行う予防接種 

農林水産施設災害復旧費国庫補助の暫定

措置に関する法律 

農地、農業用施設、林業用施設、漁港施設、共同

利用施設の復旧事業 

水道法  上水道施設の復旧事業 

下水道法 下水道施設の復旧事業 

道路法  道路の復旧事業 

河川法 河川の復旧事業 

海岸法  海岸保全施設（堤防、突堤、護岸）の復旧事業 

生活保護法  生活保護施設復旧事業 

児童福祉法 児童福祉施設復旧事業 

身体障害者福祉法  身体障害者更生援護施設復旧事業 

老人福祉法  老人福祉施設復旧事業 

知的障害者福祉法  知的障害者援護施設復旧事業 

売春防止法  婦人保護施設復旧事業 

 

 

第三節 災害復興事業 

災害復興事業については、復興のためのまちづくりをはじめとし、市民生活再建、経済復興等の

すべての分野を対象とする。 

特に、復興のためのまちづくりにおいては、市民等の合意形成を図りながら基本方針を策定す

る。基本方針策定に向けては、稚内市の都市づくりの理念に都市防災関連事業制度を重ね、新たな

付加価値を加えたまちの再構築を図る。

 


